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故 大平昌彦 先生 略歴
１９１４年７月１日 福岡市に生まれる

１９３９年３月 九州帝国大学卒

７月 海軍軍医として従軍

１９４６年１０月 九州大学医学部に復帰

１９５０年５月 九州大学助教授

１９５４年９月 ピッツバーク大学公衆衛生学部入学

１９５５年６月 Master of Public Healthの課程を終了

１９５７年６月 岡山大学医学部教授

１９７３年１１月 労働大臣功績賞受賞

１９８０年３月 定年退官：岡山大学名誉教授

２６０ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



故 大平昌彦名誉教授を偲んで

恩師大平昌彦名誉会員（岡山大学名誉教授）が，去る平成２２年２月１日未明に老衰のため安らかに永眠されました．

享年９６歳でした．昨年８月に御令室様が御逝去されての引き続く訃報は痛恨の極みです．

先生は最も先駆的に公衆衛生学界を切り拓かれた優れた教育者であり，数多くの門下生を養成されました．地域や

職域におけるプライマリ・ケアを推進する家庭医や産業医・学校医，医科系大学はもとより保健・医療・福祉に関わ

る教育・研究分野，さらには国際的な舞台も含む国・都道府県・市町村の各レベルの行政機関に加えて政界にまで幅

広い分野に多数の人材を輩出させた岡山大学医学部衛生学教室を２３年間にわたって主宰されました．

これらの基礎になったのは，ロックフェラー財団のフェローとしてピッツバーク大学の公衆衛生大学院でMaster

of Public Healthの学位を取得された留学生活だったと思われます．多くの海外留学者が知識と技術の取得だけに終

始したのとは異なり，当時ようやく兆しを見せ始めた原子力産業における労働安全衛生システムや公衆衛生学の基礎

理論としての「人間生態学＝Human-ecology」の概念，人間集団の健康問題に対する調査・研究の方法論としての疫

学―Epidemiologyを，わが国の医学界に紹介して公衆衛生学の学問的な基盤を築かれました．

研究活動としては，日本産業衛生学会（第３６回＝１９６６）や日本衛生学会（第４９回＝１９７５）等の総会の開催や日本公

衆衛生学会では最も困難な時代に理事長を務め，日本学校保健学会の活性化にも重要な役割を果たす等学会活動への

貢献は極めて大きく，特に各医学会の社会的責任と役割を果たすために大変な御努力を傾注されました．

研究業績としては実験室内での放射線障害に対する化学的防御に関する動物実験に始まって，わが国初の原子力開

発事業である動力炉核燃料開発事業財団・人形峠事業所の労働安全衛生の顧問として常駐の産業医を派遣し，日常診

療の中での調査・研究活動に従事させました．

実践に根ざした医学教育として職場や僻地医療センター，保健所などへ教室員を医師と看護師・保健師とのチーム

で派遣し，夏季休暇中の医学生の「学外フィールド実習」に結び付けていました．日本医学会総会での特別講演「労

働衛生の立場からみた放射線障害」（第１６回―１９６３）は当時のわが国の産業界のみならず医療の分野における放射線

業務従事者の被曝実態を初めて全国規模で明らかにした調査結果として大きな波紋を広げました．森永ヒ素ミルク中

毒事件の被害者やスモン患者，地域開発に伴う新産業都市での公害問題等の疫学調査の成果は，いずれも司法での最

終判断の科学的な根拠となり，その内容は国際的にも高い評価を得る水準でした．

教室の事業として「公開の研究会」を毎週夕刻から開始し，教室員と学外の研究者や現場の人達との自由な交流が

現場で発生している健康問題についての最も確実な情報収集源となり，問題解決の方策をめぐる激論の中から研究課

題が設定されていました．医学生の地域や職場でのフィールド実習を始めたのもわが国では最初の試みでした．医学

生を大学病院内だけでなく，日常の生活の場で「考えさせる」のが医学教育だと常々教室員に指導していました．

定年退職後は高知県衛生研究所などから依頼を受けると過大な責任でもお引き受けになって，周囲のものを心配さ

せることが多くなりました．その後は御幼少の頃からの馴染みが深い九州に引篭り，門下生が訪れると学会での思い

出を懐かしく話されて居られましたが，最近はそのような機会が少なくなり御無沙汰続きの中での訃報に接し，反省

させられています．

衷心より哀悼の意を表します．長い間本当に御苦労様でした． （岡山大学名誉教授 青山英康）

２６１学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



２１世紀はストレスの時代といわれるほど，社会的にス

トレスが注目されている．大人だけではなく子どもも時

間的切迫感や安全感・安心感の欠如などを感じつつ，さ

まざまなストレスに苦悩している．このような時代背景

の中で，予防を重視した「ストレスマネジメント教育」

が教育，医療，福祉，産業，スポーツ等の領域で急速に

普及し，特に教育領域では全国的に積極的な取り組みが

展開されるようになってきた．

ここでいうストレスマネジメント教育とは，ストレス

に対する自己コントロール能力を育成するための教育的

な働きかけであり，その研究と実践を進めている学会の

一つに日本ストレスマネジメント学会がある．この学会

では，特に学校で実践されるストレスマネジメント教育

に関する基礎研究と実践研究が多く発表されている．学

会が発足した２００２年当初は，ストレスマネジメント教育

によって子どもたちのストレス反応が軽減することや学

級雰囲気が良くなるという効果が明らかにされていた．

さらには，学校全体でストレスマネジメント教育に取り

組んだ小学校や中学校では，相手のあるケガによる病院

搬送数が激減したという成果や，不登校生徒数が減少し

たという成果が報告されるようになった．その後，暴力

やいじめ予防に関心が寄せられるようになってきた．そ

れは，会員の中に小学校や中学校の教師が多く，暴力や

いじめが教育現場では切実な問題として捉えられていた

からである．

時を同じくして，文部科学省はいじめを苦にした子ど

もの自殺が相次いだことから，２００６年に「自分より弱い

者に対して一方的に，身体的・心理的な攻撃を継続的に

加え，相手が深刻な苦痛を感じているもの」という従来

のいじめの定義（１９９４年）を見直し，「当該児童生徒が，

一定の人間関係のある者から，心理的・物理的な攻撃を

受けたことにより，精神的苦痛を感じているもの」と新

たに定義し，いじめの早期発見と早期対応に総力を挙げ

て取り組むことを表明した．残念ながら，その後も度々

いじめを苦にして自殺に到ってしまったケースがマスコ

ミで報道されており，この８月には小学３年生がいじめ

を苦にして自殺したらしいという実に痛ましいニュース

が報道されたばかりである．亡くなった子どものことを

思うと胸が詰まる．その保護者や関係者のショックは計

り知れない．自殺の衝撃はクラスメートや地域の人々の

心に重くのしかかり，悲しみと不安を惹起する．今や，

いじめは重大かつ深刻な社会問題と化している．

我々大人は，いじめは犯罪であるという毅然とした態

度を取り，子どもたちをいじめ被害から守り，いじめ加

害に加担する子どもの心のケアにあたらなければならな

い．それと同時に，いじめ予防を目的として，さまざま

な専門的立場から取り組みがなされなければならない．

このような問題意識から，日本ストレスマネジメント学

会では，２００６年１１月１２日に神戸臨床情報研修センターで

緊急シンポジウム『いじめ防止と心のケア』を開催した．

内容は，いじめを誤ったストレス対処という視点から捉

え，いじめを防止するための日々のストレスマネジメン

ト教育，いじめ被害にあったときの望ましい対応，いじ

め加害をする子どもの更生と心のケアについてなどで

あった．十分な広報をする間もなく当日を迎えたが，会

員をはじめ教育関係者，法曹関係者，報道関係者など

２００名を越える多くの聴衆が参加し，いじめに関する関

心の強さが伺われた．その内容の一部は，日本ストレス

マネジメント学会誌『ストレスマネジメント研究』第５

巻で特集として掲載されている．

さらに，２０１０年７月３１日・８月１日に開催された日本

ストレスマネジメント学会第９回学術大会では，学会主

催研修会『いじめとストレスマネジメント』が開催され

た．内容は，試合・試験・ケンカといった日常の場面を

設定したストレスマネジメント授業の紹介，次にいじめ

被害の心身反応と回復方法（安全確保と眠りのためのリ

ラックス法・落ち着いて主張するアサーション体験），

いじめ加害の心理（怒りを適切に表現するワーク）など

から構成され，クラス単位で学習できるように工夫され

た授業案を模擬授業形式で実施し，教師やスクールカウ

ンセラーに大好評であった．

日本ストレスマネジメント学会では，今後もいじめ予

防のための研修会を継続する予定であるが，願わくば，

いじめ問題を研究している関連学会が一丸となって，い

じめに関する基礎研究と実践研究の成果を踏まえ，２１世

紀を生きる子どもたちをいじめ被害・加害から守るヘル

スプロモーションを展開したいものである．

いじめ予防のためのストレスマネジメント教育

山 中 寛

Stress Management Education for Prevention of Bullying

Hiroshi Yamanaka

巻頭言
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�．はじめに

小学生の好きな遊びの１位としてテレビゲームが挙げ

られるようになり１），学校から帰宅後に児童生徒がテレ

ビゲーム・パソコンをした時間が平均１．５時間におよぶ

ことが，全国的な調査２）によって報告されている．この

ように，子どもの生活に深くテレビゲームによる遊びが

浸透するにつれ，テレビゲームの使用が，発達途上にあ

る子どもの社会性，攻撃性，視力や体力の低下など，発

達や健康に関わる多くの側面に悪影響を及ぼす可能性に

ついて懸念がもたれてきた３）．学齢期およびその後の健

康の基盤となる心理・社会的な発達を促進するという教

育的視点からこれらの問題に目を向けると，テレビゲー

ムの使用が，児童生徒のメンタルヘルスの状態と関連す

るか否か，健康を支える家族や友人との人間関係の構築

の阻害要因となりうるか，社会的関係を構築するための

コミュニケーション能力の発達に何らかの影響を与える

か，さらに攻撃衝動や規範意識などとの関連性など，テ

レビゲームの使用と心理・社会的側面との関連について

検討することは重要である．

テレビゲームの使用と心理的健康や心理・社会的側面

との関連に関しては，次のような先行研究がある．例え

ば，テレビゲームの使用と心理的健康の関連については，

１０歳代前半の子どもを対象にテレビゲーム使用量と孤

児童生徒のテレビゲーム依存傾向および暴力的なゲーム
使用と，メンタルヘルス，心理・社会的問題性との関連

戸 部 秀 之＊１，竹 内 一 夫＊１，堀 田 美枝子＊２

＊１埼玉大学教育学部
＊２埼玉県立浦和西高等学校

The Relationships between the Tendency toward Video Game Dependence and
Violent Game Use, and Mental Health and the Psycho-Social Problems of Students

Hideyuki Tobe＊１ Kazuo Takeuchi＊１ Mieko Hotta＊２

＊１Faculty of Education, Saitama University
＊２Urawa-nishi High School

Although video game playing is a most popular activity among students, demerits of regular playing video

games for physical, psychological and social development have been concerned. The present study examined

the relationships between video game use including the tendency toward video game dependence, and mental

health and the psycho-social problems of students. Two thousand, nine hundred and forty seven pupils and

students from primary schools to high schools answered the questionnaire including the items about video

game use, the tendency toward video game dependence, violent game use, mental health and psycho-social as-

pects regarding human relations, communication, normative consciousness, aggressiveness, and so on. We ana-

lyzed the data from７０８pupils of primary schools and８３５students of junior high and high schools who used

video game, in order to examine the relationships between video game use and the mental health and psycho-

social aspects. The multi-logistic regression analysis and multi- regression analysis were executed with the

video game use time（h／wk）, the tendency toward video game dependence, violent game use, grade and sex
as the independent variables, and the mental health and psycho-social variables as the dependent variables.

Both in primary school pupils and in junior high and high school students, the tendency toward video game

dependence was significantly related to mental health, parental relation, communication, intentions for family

and school, normative consciousness and aggressiveness. Violent game use was also related to aggressiveness.

On the other hand, video game use time was not related to any dependent variables, when the other inde-

pendent variables were controlled. These results suggest that the tendency toward video game dependence

was related to the problems in mental health and psycho-social development of children and adolescents who

use video game.

Key words：tendency toward video game dependence, violent game, mental health, human rela-

tionship, aggressiveness

テレビゲーム依存傾向，暴力的なゲーム，メンタルヘルス，人間関係，攻撃衝動

原 著
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立・ひきこもりとの関連を検討した研究４），孤独感や自

尊感情との関連を検討した研究５），高校生と大学生を対

象に社会的不安との関連について検討した研究６）が見ら

れる．人間関係を含めた社会的側面との関連については，

１０歳代前半の男子を対象にテレビゲーム使用量と外向性

との関連を検討した研究７），小学生を対象に社会的不適

応との関連を検討した研究８），高校生と大学生を対象に

共感性や社会的スキルとの関連について検討した研究６）

などがある．これらの研究ではテレビゲーム使用量と各

側面との関連性が観察されていないものが多い．しかし，

現時点では実証的研究がきわめて少なく，さらに多くの

研究の蓄積が必要といえる９）．

なお，テレビゲームの使用と攻撃性との関連について

は比較的多くの研究が行われ，暴力描写を含むゲームが

攻撃性を促進する傾向について，ほぼ一定のコンセンサ

スが得られている１０―１３）．このように，これまでの研究動

向からは，一部研究が進んでいる視点もあるが，総合的

にみると，テレビゲームの使用と心理的健康や心理・社

会的側面との関連についての実証的な研究は少なく，学

校保健の視点からもさらに研究が必要といえる．

ところで，インターネットの普及とともに，一般のテ

レビゲームに加えオンラインゲームが人々の生活の中に

浸透してきているが，それと関わって生じうる問題の一

つはオンラインゲーム依存に陥る可能性である１４）．平井

ら１５）は，児童生徒を含む広い年齢層についてオンライン

ゲームへの依存度と無力感や潜在的不登校・ひきこもり

との関連を示し，メンタルヘルスとの関連を示唆する結

果を報告した上で，依存予防の重要性を指摘している．

通常のテレビゲームについても，長時間にわたり夢中に

なって使用する子どもの姿がしばしば問題視されており，

テレビゲームの使用の多様な問題性を検討するにあたっ

ては依存性の存在を踏まえて検討する必要があると考え

られる．

テレビゲームの使用と子どもの心身の発達に関わる問

題性については，実証的研究を蓄積する必要がある．本

研究は，小学校４年生から高校２年生の児童生徒を対象

に，先行研究において着目されてきた量的な視点として

のテレビゲーム使用時間および内容的な視点としての暴

力的なゲーム使用に加え，さらに心的傾向としての依存

傾向の視点を含め，それらが児童生徒の学齢期およびそ

の後の健康の基盤となるメンタルヘルスや，人間関係，

コミュニケーション，攻撃衝動，規範意識など心理・社

会的側面とどのように関連するかを検討することを目的

として実施した．本研究では特に，多様な心理・社会的

問題性を広い視点から総合的にとらえ，それらに対し，

テレビゲームの使用時間，依存傾向，暴力的なゲームの

使用がそれぞれどのように関連しているかについて，各

変数を制御しつつ検討することに視点を置いている．

�．対象および方法

１．対象と調査内容

本研究は，テレビゲームやインターネット等の使用と

子どもの心の健康との関連を総合的に検討するための調

査研究の一環として行った．調査内容には，テレビゲー

ムやインターネット，携帯電話等の使用状況に関する項

目，問題性のある使用状況や使用環境に関する項目，メ

ンタルヘルスをはじめとする心の状態に関する項目，イ

ンターネットおよびテレビゲームへの依存傾向に関する

項目等が含まれる．

調査の実施にあたっては，埼玉県教育委員会の協力の

もと，２００６年５月から６月の間に，埼玉県内の小学校１１

校，中学校１０校，高等学校１０校の計３１校に調査を依頼し

た．対象校の選定に当たっては無作為抽出の手続きは

とっていないが，地域等，極力偏りの生じないよう配慮

して選定した．実施に当たっては，対象学校に対し，書

面にて調査の意義，回答者の人権的配慮，および，調査

実施に関する説明を行ったうえで調査を依頼し，調査協

力の同意が得られた学校に調査票を送付し，学級にて調

査を実施してもらった．なお，調査対象は，小学校４～

６年生，中学校１～３年生，高等学校１～２年生とし，

各校には１学年につき１学級を抽出して調査を実施して

もらった．調査実施時に，学校において，児童生徒に対

して調査の意義等の説明，調査に協力する意思のある児

童生徒のみ回答することなどを説明してもらうようにし，

各学校には調査票とともに説明書を添付した．

このようにして，計３，３２０名に調査票を配布し，２，９４７

名（８８．８％）から回答が得られた．このうち，児童生徒

のテレビゲームの利用実態の把握においてはテレビゲー

ム使用時間に欠損のない２，８５８名（小学生１，００８名，中

学・高校生１，８５０名）における集計結果を示し，テレビ

ゲームの使用時間，依存傾向等と心理・社会的変数との

関連に関する分析においては，テレビゲームを使用する

者１，７４２名中，分析で扱う変数データに欠損のない１，５４３

名（小学生７０８名，中学・高校生８３５名）を分析対象とし

た．

２．テレビゲーム使用時間および格闘系ゲームの使用

週当たりのテレビゲームの使用時間については，学校

以外での使用時間について質問しており，「テレビゲー

ムをする日は１週間で何日くらいありますか」という質

問によって１週間の使用日数を，また，「テレビゲーム

をする人は，する日にはどのくらいの時間しますか」と

いう質問によって使用日の平均的な使用時間を質問した．

使用日の平均的な使用時間に１週間の使用日数を乗ずる

ことによって１週間の使用時間を求めた．

また，暴力的な内容が中心となる格闘系ゲームについ

て，「なぐったり，蹴ったり，武器で痛めつけるなどし

て相手を倒すようなゲーム」と定義をした上で，そのよ

うなゲームが，行うゲームのどの程度の割合を占めるか
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について質問した．回答は，「１：ほとんどいつも格闘

系」，「２：格闘系のゲームが半分以上」，「３：格闘系の

ゲームは半分以下」，「４：ほとんどやらない」の４件法

とした．

３．テレビゲーム依存傾向

筆者の知る限り，テレビゲームの依存性を測定し，実

証的に検討した研究は見当たらない．一方，オンライン

ゲーム依存を含むインターネットへの依存性については，

ヤング１４）をはじめとした先駆的な取り組みによって，そ

の特徴が明らかにされてきた．それによると，インター

ネットの長時間使用による心身の問題発生，現実社会の

重要事項の軽視，使用制限による離脱症状，現実問題か

らの逃避などが挙げられ，そのような状況をインター

ネット依存としている．インターネット依存は，米国精

神医学協会による精神科診断・統計のためのマニュアル

DSM―�１６）における「特定不能の衝動制御の障害」に当

てはまるのではないかという見方もある１７）．オンライン

ゲーム依存は，インターネット依存の代表的なタイプで

あり１４），テレビゲームへの依存性を検討するうえで参考

になる．そこで，本研究では，前述のインターネット依

存の捉え方を適用して，テレビゲームへの依存性を測定

しようとした．なお，この問題を学校保健の立場からみ

た場合，疾患・障害としての意味を含む「依存」として

捉えるより，心身および社会的に多様な問題性が生じる

前段階の予防的な視点を含めて検討することが大切であ

る．そこで，本研究ではそのような視点を含めた「依存

傾向」として捉えている．

テレビゲーム依存傾向の測定においては，ヤング１４）が

報告しているインターネット依存者に見られる特有の症

状やインターネット依存・依存傾向の判定に用いられて

いる項目等１４）１８）１９）をもとに戸部ら２０）が児童生徒の発達段階

に合うよう項目を精選したインターネット依存傾向項目

（１１項目）を参考に，テレビゲーム依存傾向の測定項目

を設定した（表１）．項目に含まれる内容は，テレビゲー

ムの長時間使用，テレビゲームの使用に伴う心身・生活

習慣・社会生活上の問題の発生，学業や人間関係といっ

た現実社会の重要事項を軽視・無視する傾向，周囲から

の問題の指摘，使用制限による離脱症状やそれに類する

状態，現実問題からの逃避などであり，「よくある」，

「時々ある」，「あまりない」，「ない」，の４件法で回答

を求めることで，各項目の兆候を捉えることができるよ

うにした．いずれの項目も，「よくある」と回答した者

ほど依存傾向が高く，「ない」と回答した者ほど依存傾

向が低いと考えられる項目である．これらの項目につい

て内的整合性を確認したうえで，１１項目の合計得点を依

存傾向得点として用いた．合計得点を求める際には，各

項目について，「よくある」（３点），「時々ある」（２点），

「あまりない」（１点），「ない」（０点）とした．なお，

先行研究においてテレビゲームの使用と有意な関連が示

されている攻撃衝動とテレビゲーム依存傾向得点間に高

い関連性が見られる場合や，オンラインゲームを含むイ

ンターネットへの依存傾向と関連性が報告され２０）本研究

でも取り上げた各変数（メンタルヘルスや各心理・社会

的変数）との間に高い関連性が見られた場合には，本研

究のテレビゲーム依存傾向の測定がある程度の妥当性を

有するものと判断することとした．

４．気分の調節不全，心理・社会的変数

１）気分の調節不全

�日本学校保健会がメンタルへルスの指標として用い

ている「気分の調節不全」を用いた２）．項目としては，「気

分の落ち込みのせいで，何もする気にならないことがあ

る」「急におこったり，泣いたり，うれしくなったりす

る」などの気分の変化に関する３項目と，「よく眠れな

いことがある」「落ち着かなくて，じっとしていられな

いことがある」などの気分と関連する身体の症状に関す

る５項目への回答から判定し，児童生徒の抑うつ状態を

反映する．判定は「疑いあり」または「疑いなし」の２

値をとるようになっている．竹内ら２１）が尺度の妥当性お

よび信頼性について検討し，児童生徒のメンタルヘルス

の指標として十分利用できることを確認している．項目

および判定のアルゴリズムは，�日本学校保健会による

方法と同様である２）．

表１ テレビゲーム依存傾向項目

１）テレビゲームをする時間が思っていたよりずっと長くなる

２）家族と一緒にいるよりテレビゲームの方が楽しいと感じる

３）友だちと一緒にいるよりテレビゲームの方が楽しいと感じる

４）「テレビゲームで遊ぶ時間が長すぎる」と注意される

５）家族にかくれてテレビゲームをする

６）テレビゲームをすることで，ふだんの生活のいやなことを忘れる

７）テレビゲームをするのを誰かにじゃまされるとひどく腹が立つ

８）テレビゲームをしないと落ち込んだり不安になる

９）テレビゲームのしすぎで睡眠不足になる

１０）テレビゲームのしすぎで学校の成績や勉強に悪い影響がでる

１１）いつもテレビゲームのことばかり考えている

４件法による回答：よくある（３点），時々ある（２点），あまりない（１点），ない（０点）

２６５戸部ほか：児童生徒のテレビゲーム依存傾向および暴力的なゲーム使用と，メンタルヘルス，心理・社会的問題性との関連



２）心理・社会的変数

親や友だちとの人間関係（質問項目「親には何でも相

談できる」，「何でも話せる友だちがいる」），自身のコ

ミュニケーション（「気持ちを口にだせない」），学校の

楽しさ（「学校は楽しい」），家庭における安心感（「家は

ホッとするところだ」）について質問した．回答はいず

れも，１）そう思う，２）まあそう思う，３）あまりそ

う思わない，４）そう思わない，の４件法とした．

「痛いことをしたり，ひどいことを言ったりして，だ

れかを攻撃したいと思うことがある」（小学生），「暴力

をふるったり，ひどいことを言ったりして，だれかを攻

撃したいと思うことがある」（中学生・高校生）の質問

項目によって，他者を攻撃したいという欲求の程度（以

下，攻撃衝動）について質問した．

また，「見つからなければ，少しくらい悪いことをし

てもかまわないと思うことがある」という項目によって

規範意識について質問した．攻撃衝動および規範意識と

もに，１）そう思う，２）まあそう思う，３）あまりそ

う思わない，４）そう思わない，の４件法によって回答

を得た．

５．分 析

分析にあたっては，週あたりのテレビゲーム使用時間，

テレビゲーム依存傾向得点，格闘系ゲームの割合，学年

および性別を独立変数とし，各心理・社会的変数を従属

変数として分析を行った．従属変数が２値をとる気分の

調節不全では多重ロジスティック回帰分析を用い，その

他の変数については重回帰分析を用いた．統計分析は

SPSS１５．０Jによって行った．小学生については，発達

段階による理解力から質問項目の表現を一部平易な表現

にしてあるため，中学生・高校生とは別に分析を行った．

なお，正規分布していない変数（テレビゲーム時間，テ

レビゲーム依存傾向得点，友人との関係，学校は楽しい，

家はホッとするところ，規範意識，攻撃衝動）があるた

め，多重ロジスティック回帰分析および重回帰分析につ

いては，各変数値をそのまま用いた分析の他に，数値変

換（対数変換または系列範疇法）によって極力正規化を

図った分析を同様に行った．両分析結果の比較より分布

の偏りは結果に影響を及ぼす程ではないことが確認でき

たため，本研究ではすべて変数値をそのまま用いた分析

結果を示している．

�．結 果

１．児童生徒のテレビゲームの使用状況

図１に，テレビゲームの使用状況を示す．学年の進行

に伴うテレビゲーム使用時間の変化は男女で異なった特

徴が見られた．男子においては，小学生では９０％前後が

テレビゲームを使用し，高校生の６５％前後へと徐々に減

少する傾向が見られた．女子では，男子に比べ使用者が

総じて少なく小学生では７０～７５％前後であり，その後，

中学生から高校生にかけて使用者が大きく減少し，高校

生では２０～２５％前後まで減少した．テレビゲームを週１０

時間以上行う者は，男子では総じて２０％前後みられた．

女子では，小学生においては１０％前後，中学生から高校

生にかけては１～４％と男子に比べ少数であり，特に中

学生以降大きく減少していた．週２０時間以上行う長時間

使用者に注目すると，男子では小学生から高校生にかけ

て，若干の低下傾向はあるものの，全体として９％，女

子では１．５％であった．

格闘系ゲームの使用状況について図２に示す．「ほと

んど」または「半分以上」と回答した児童生徒について

図１ 児童生徒の週当たりテレビゲーム使用時間（時間／週）
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みると，男子では小学生（３５．０％）から高校生（２６．１％）

にかけて若干の低下を示すものの，３割前後が格闘系

ゲームを高い割合で実施していた．女子では，前述のよ

うにテレビゲームの使用者自体は学年とともに大きく減

少するが，格闘系ゲームを高い割合で実施する者の割合

は小学生（７．２％）から高校生（２０．９％）へと増加を示

した．

２．テレビゲーム使用時間，テレビゲーム依存傾向等と

心理・社会的変数との関連

テレビゲーム使用時間，依存傾向得点の記述統計量を

表２に示す．なお，１１項目の依存傾向項目について信頼

性係数（α）を求めたところα＝０．８２であり，一定の信
頼性を有するため１１項目の合計点をもって依存傾向得点

とした．独立変数として用いる変数間の相関係数は，テ

レビゲーム使用時間とテレビゲーム依存傾向得点間，テ

レビゲーム使用時間と格闘系ゲームの使用間，テレビ

ゲーム依存傾向得点と格闘系ゲームの使用間のそれぞれ

について，小学生ではｒ＝０．４０，ｒ＝－０．２４，ｒ＝

－０．２４，中学・高校生ではｒ＝０．３９，ｒ＝－０．２２，ｒ＝

－０．２１であり，独立変数間に高い相関関係はみられな

かった．表３は各心理・社会的変数の回答傾向，表４は

テレビゲーム関連変数とメンタルヘルス，心理・社会的

変数間の相関係数である．

テレビゲーム使用時間，依存傾向等を独立変数に，気

分の調節不全を従属変数として多重ロジスティック回帰

分析を行った結果を表５に示す．なお，気分の調節不全

の「疑いあり」の者は，小学生では７０８名中５０名（７．１％），

中学・高校生では８３５名中７９名（９．５％）であった．有意

なロジスティック回帰係数が認められたのは，小学生で

は学年（ｐ＜０．０５）とテレビゲーム依存傾向得点（ｐ＜

０．０１）であり，オッズ比はそれぞれ１．６２（９５％信頼区間：

１．０８―２．４０），１．１８（９５％信頼区間：１．１２―１．２５）だっ

た．中学生・高校生においてはテレビゲーム依存傾向得

点（ｐ＜０．００１）のみが有意であり，オッズ比は１．１２（９５％

信頼区間：１．０８―１．１７）だった．

テレビゲーム使用時間，依存傾向等を独立変数に，各

図２ 格闘系ゲームの使用状況

表２ テレビゲーム使用時間，テレビゲーム依存傾向得点の

記述統計量

平均
標準

偏差

パーセンタイル

２５ ５０ ７５

小学生（Ｎ＝４６６）

テレビゲーム時間（ｈ） ６．９ ９．０ １．６ ３．９ ８．５

テレビゲーム依存傾向得点 ８．０ ５．８ ３．０ ７．０１１．０

中学・高校生（Ｎ＝７６９）

テレビゲーム時間（ｈ） ６．６ ８．５ １．３ ３．４ ８．０

テレビゲーム依存傾向得点 １０．０ ６．１ ５．０ ９．０１４．０

表３ 心理・社会的変数における回答（頻度）

カテゴリー
計

１ ２ ３ ４

小学生（Ｎ＝７０８）

親との関係 ２２６ ２４７ １５５ ８０ ７０８

３１．９３４．９２１．９１１．３１００．０％

友だちとの関係 ３４３ １８９ １０７ ６９ ７０８

４８．４２６．７１５．１ ９．７１００．０％

コミュニケーション １７４ ２２０ １７８ １３６ ７０８

２４．６３１．１２５．１１９．２１００．０％

学校は楽しい ３９０ ２０２ ７０ ４６ ７０８

５５．１２８．５ ９．９ ６．５１００．０％

家はホッとするところ ５０３ １３７ ４０ ２８ ７０８

７１．０１９．４ ５．６ ４．０１００．０％

規範意識 ２４ ５７ １６３ ４６４ ７０８

３．４ ８．１２３．０６５．５１００．０％

攻撃衝動 ６７ ９７ ２０１ ３４３ ７０８

９．５１３．７２８．４４８．４１００．０％

中学・高校生（Ｎ＝８３５）

親との関係 １１３ ２９２ ２４２ １８８ ８３５

１３．５３５．０２９．０２２．５１００．０％

友だちとの関係 ３２１ ２７７ １５４ ８３ ８３５

３８．４３３．２１８．４ ９．９１００．０％

コミュニケーション １９２ ３０３ ２２１ １１９ ８３５

２３．０３６．３２６．５１４．３１００．０％

学校は楽しい ３２０ ３２５ １１９ ７１ ８３５

３８．３３８．９１４．３ ８．５１００．０％

家はホッとするところ ４８２ ２４３ ７６ ３４ ８３５

５７．７２９．１ ９．１ ４．１１００．０％

規範意識 ６９ １５４ ２８５ ３２７ ８３５

８．３１８．４３４．１３９．２１００．０％

攻撃衝動 ８５ ９９ ２８２ ３６９ ８３５

１０．２１１．９３３．８４４．２１００．０％

カテゴリー：１）そう思う，２）まあそう思う，３）あまり

そう思わない，４）そう思わない

２６７戸部ほか：児童生徒のテレビゲーム依存傾向および暴力的なゲーム使用と，メンタルヘルス，心理・社会的問題性との関連



心理・社会的変数を従属変数とした重回帰分析の結果を

表６に示す．各従属変数について，テレビゲーム使用時

間，依存傾向等の標準化偏回帰係数が有意だったものを

挙げると次のとおりである．なお，学年と性別について

は制御を目的としているため，結果を表６に示すに止め

る．

人間関係のうち「親には何でも話せる」については，

小学生および中学・高校生で，依存傾向得点が有意（そ

れぞれ，ｐ＜０．００１，ｐ＜０．０５）であり，高い依存傾向

を有する者ほど親に何でも話せる程度は低下する傾向が

見られた．友だちとの関係（「何でも話せる友だちがい

る」）については，小学生では有意に関連した独立変数

は見られなかったが，中学・高校生においては依存傾向

得点が有意（ｐ＜０．０１）であり，依存傾向が高い者ほど

何でも話せる友だちがいる程度は低下する傾向が見られ

た．

コミュニケーションに関する項目である「気持ちを口

に出せない」については，小学生および中学・高校生で，

依存傾向得点が有意（いずれもｐ＜０．００１）であり，高

い依存傾向を有する者ほど，気持ちを口に出せないと感

じている程度が高い傾向が見られた．

家庭や学校に対する意識については，「学校は楽しい」

について，小学生および中学・高校生において依存傾向

得点が有意（いずれもｐ＜０．００１）であり，依存傾向が

高いほど学校が楽しいとは感じない傾向が観察された．

「家はホッとするところだ」についても，小学生および

中学・高校生において，依存傾向得点が有意（それぞれ

ｐ＜０．０５，ｐ＜０．０１）であり，依存傾向が高いほど家を

ホッとするところとは感じていない傾向が見られた．

規範意識については，小学生および中学生・高校生に

おいて，依存傾向得点が有意（いずれもｐ＜０．００１）で

あり，依存傾向が高いほど，規範意識は低い傾向が見ら

れた．

攻撃衝動については，小学生および中学生・高校生に

おいて，依存傾向得点と格闘系ゲームの使用状況が有意

（それぞれｐ＜０．００１，ｐ＜０．０１）であり，依存傾向が

高いほど，また格闘系ゲームの使用割合が高いほど，攻

撃的な衝動が強い傾向が見られた．

表４ テレビゲームの使用と，メンタルヘルス，心理・社会的変数との相関係数（ｒ）

テレビゲーム使用に

関する変数

メンタルヘルス，心理・社会的変数

気 分 の

調節不全
親との関係

友だちとの

関係

コ ミ ュ ニ

ケーション

学校は

楽しい

家はホッ

と す る
規範意識 攻撃衝動

小学生（Ｎ＝７０８）

テレビゲーム時間 ０．１８＊＊ ０．１２＊＊ ０．０８＊ －０．０８＊ ０．１３＊＊ －０．０９＊ －０．１１＊＊ －０．１３＊＊

テレビゲーム依存傾向得点 ０．３０＊＊ ０．２０＊＊ ０．０７ －０．２１＊＊ ０．１８＊＊ ０．１３＊＊ －０．３０＊＊ －０．３３＊＊

格闘系ゲーム使用 －０．１１＊＊ －０．１０＊＊ －０．０９＊＊ －０．０１ ０．０７ －０．０５ ０．１６＊＊ ０．１８＊＊

中学・高校生（Ｎ＝８３５）

テレビゲーム時間 ０．０７＊ ０．０５ ０．０７ －０．０２ ０．１４＊＊ ０．０３ －０．０９＊＊ －０．１２＊＊

テレビゲーム依存傾向得点 ０．２２＊＊ ０．１２＊＊ ０．１４＊＊ －０．１８＊＊ ０．２５＊＊ ０．１２＊＊ －０．２５＊＊ －０．２３＊＊

格闘系ゲーム使用 －０．０９＊＊ －０．０９＊＊ －０．０７＊＊ －０．０１ －０．０９＊＊ －０．０５ ０．１０＊＊ ０．１７＊＊

＊：ｐ＜０．０５，＊＊：ｐ＜０．０１

表５ テレビゲームの使用と「気分の調節不全」との関連（多重ロジスティック回帰分析の結果）

独立変数

小学生（Ｎ＝７０８） 中学生・高校生（Ｎ＝８３５）

ロ ジ ス
ティック
回帰係数

Wald 有意確率
オッズ
比

オッズ比
の９５％
信頼区間

ロ ジ ス
ティック
回帰係数

Wald 有意確率
オッズ
比

オッズ比
の９５％
信頼区間

学年１） ０．４８ ５．５７ p＜０．０５ １．６２ １．０８―２．４０ －０．０７ ０．６０ n.s. ０．９４ ０．７９―１．１１

性別２） ０．４９ １．８７ n.s. １．６３ ０．８１―３．２９ ０．１７ ０．３７ n.s. １．１８ ０．７０―２．００

テレビゲーム時間 ０．０２ １．４６ n.s. １．０２ ０．９９―１．０５ －０．０１ ０．４４ n.s. ０．９９ ０．９６―１．０３

テレビゲーム
依存傾向合計得点 ０．１７ ３８．７９ p＜０．０１ １．１８ １．１２―１．２５ ０．１１ ２９．２２ p＜０．００１ １．１２ １．０８―１．１７

格闘系ゲーム
使用状況 －０．２０ １．７１ n.s. ０．８２ ０．６０―１．１１ －０．１９ ２．６３ n.s. ０．８３ ０．６６―１．０４

１）小学生では４～６年生，中学生・高校生では中１～高２年生

２）男子（０）に対する女子（１）の効果

小学生と中学生・高校生は個別に分析を行った．

２６８ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



表６ テレビゲームの使用と各心理・社会的変数との関連（重回帰分析の結果）

従属変数１）

（心理・社会的変数）
独立変数

小学生（Ｎ＝７０８） 中学生・高校生（Ｎ＝８３５）

標準化係数 ｔ 有意確率 標準化係数 ｔ 有意確率

親との関係

「親には何でも話せる」

学年２） ０．１８ ４．８０ｐ＜０．００１ ０．０６ １．７５ n.s.

性別３） －０．０６ －１．３９ n.s. －０．０９ －２．５０ｐ＜０．０５

テレビゲーム時間 ０．０３ ０．６５ n.s. －０．０２ －０．５４ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 ０．１９ ４．６６ｐ＜０．００１ ０．１０ ２．５２ｐ＜０．０５

格闘系ゲーム使用状況４） －０．０２ －０．５０ n.s. －０．０６ －１．５６ n.s.

重相関係数 R R＝０．２８ R＝０．１７

友だちとの関係

「何でも話せる友だちがいる」

学年 ０．０６ １．５１ n.s. －０．０１ －０．３０ n.s.

性別 －０．０８ －２．０４ｐ＜０．０５ －０．１１ －３．００ｐ＜０．０１

テレビゲーム時間 ０．０４ ０．９３ n.s. －０．０１ －０．３７ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 ０．０３ ０．７７ n.s. ０．１３ ３．４３ｐ＜０．０１

格闘系ゲーム使用状況 －０．０４ －０．８４ n.s. －０．０３ －０．７７ n.s.

重相関係数 R R＝０．１４ R＝０．１８

コミュニケーション

「気持ちを口にだせない」

学年 －０．０１ －０．３６ n.s. ０．０５ １．３３ n.s.

性別 －０．１０ －２．４６ｐ＜０．０５ －０．０３ －０．７８ n.s.

テレビゲーム時間 －０．０１ －０．２０ n.s. ０．０６ １．４６ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 －０．２３ －５．６４ｐ＜０．００１ －０．２２ －５．７７ｐ＜０．００１

格闘系ゲーム使用状況 －０．０３ －０．７６ n.s. －０．０３ －０．９４ n.s.

重相関係数 R R＝０．２３ R＝０．２０

学校は楽しい 学年 ０．０８ ２．２６ｐ＜０．０５ ０．０３ ０．９１ n.s.

性別 －０．０３ －０．７４ n.s. －０．０４ －１．０８ n.s.

テレビゲーム時間 ０．０６ １．３７ n.s. ０．０４ １．０５ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 ０．１６ ３．７５ｐ＜０．００１ ０．２２ ５．８３ｐ＜０．００１

格闘系ゲーム使用状況 ０．００ －０．０９ n.s. －０．０３ －０．８８ n.s.

重相関係数 R R＝０．２１ R＝０．２６

家はホッとするところ 学年 ０．０３ ０．８０ n.s. ０．０７ ２．０９ｐ＜０．０５

性別 －０．１２ －２．８８ｐ＜０．０１ －０．０９ －２．５６ｐ＜０．０５

テレビゲーム時間 ０．０３ ０．７５ n.s. －０．０４ －０．９３ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 ０．１１ ２．５４ｐ＜０．０５ ０．１１ ２．９５ｐ＜０．０１

格闘系ゲーム使用状況 ０．０３ ０．７９ n.s. －０．０１ －０．３１ n.s.

重相関係数 R R＝０．１８ R＝０．１７

規範意識 学年 －０．０１ －０．３９ n.s. －０．１９ －５．７０ｐ＜０．００１

性別 ０．０３ ０．７９ n.s. ０．０４ １．２３ n.s.

テレビゲーム時間 ０．０３ ０．６５ n.s. ０．０３ ０．７２ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 －０．２９ －７．２０ｐ＜０．００１ －０．２１ －５．７１ｐ＜０．００１

格闘系ゲーム使用状況 ０．０８ １．９５ n.s. ０．０６ １．６７ n.s.

重相関係数 R R＝０．３２ R＝０．３３

攻撃衝動 学年 －０．０１ －０．１７ n.s. －０．０２ －０．５３ n.s.

性別 ０．００ －０．０７ n.s. ０．０６ １．７１ n.s.

テレビゲーム時間 ０．０２ ０．４７ n.s. ０．００ ０．０２ n.s.

テレビゲーム依存傾向得点 －０．３１ －７．８７ｐ＜０．００１ －０．２０ －５．２１ｐ＜０．００１

格闘系ゲーム使用状況 ０．１１ ２．７７ｐ＜０．０１ ０．１１ ３．１８ｐ＜０．０１

重相関係数 R R＝０．３５ R＝０．２６

１）従属変数の回答は，いずれも４件法とした．
２）小学生では４～６年生，中学生・高校生では中１～高２年生
３）男子：０，女子：１
４）４カテゴリーとした．

小学生と中学生・高校生は，それぞれ個別に分析を行った．

２６９戸部ほか：児童生徒のテレビゲーム依存傾向および暴力的なゲーム使用と，メンタルヘルス，心理・社会的問題性との関連



�．考 察

前述したように，先行研究の結果を見る限り，テレビ

ゲームの使用と心理・社会的問題性が関連する可能性は

現時点では支持されてはいない４―８）．ただし，これらの研

究は量的側面であるテレビゲーム使用時間との関連を検

討してきたものである．本研究においてもテレビゲーム

使用時間については，他の独立変数（テレビゲーム依存

傾向や性別，学年など）を制御した際には，小学生およ

び中学・高校生のいずれにおいてもメンタルヘルスや心

理・社会的変数と関連しておらず，先行研究の結果と同

様の傾向を示していると言える．それに対し，本研究が

示した新たな視点は，使用時間の長さではなく，心的傾

向としてのテレビゲーム依存傾向と多くのメンタルヘル

スや心理・社会的変数が関連しているという点である．

小学生および中学生・高校生の学年段階において，テレ

ビゲームへの依存傾向は，「気分の調節不全」，「親には

何でも話せる」，「気持ちを口に出せない」，「学校は楽し

い」，「家はホッとするところ」，「規範意識」，「攻撃衝

動」と関連し，さらに中学生・高校生においては，「何

でも話せる友だちがいる」とも関連していた．いずれも

依存傾向が上昇するほどメンタルヘルスや心理・社会的

状態は望ましくない傾向を示していた．

格闘系テレビゲームの使用との関連についてみると，

小学生，および，中学生・高校生のいずれにおいても，

他の独立変数を制御した上で，格闘系テレビゲームの使

用は攻撃衝動と有意に関連していた．先行研究において

も，テレビゲームの暴力的な描写が青少年の攻撃行動や

攻撃思考を高める可能性があることが指摘されている．

例えば，日本では小・中学生について，テレビゲームで

遊ぶ時間が長いほど攻撃行動が多くみられるという調査

結果が示されている２２）．児童生徒を縦断的に追跡し，因

果関係を検討している調査も行われており，小学校高学

年の児童について，テレビゲームの使用量が多いほど，

数か月後の身体的暴力の頻度が高まるという因果の方向

性も示唆されている１１）．メタ分析もなされており１０），暴

力的なテレビゲームの実施が攻撃性に影響を及ぼす可能

性があることを示している．本研究の結果からは，暴力

的な内容が中心となる格闘系ゲームの実施のみでなく，

テレビゲーム依存傾向も攻撃衝動と関連することが示唆

された．この点はこれまではほとんど検討されてこな

かった新たな視点と言えるだろう．

テレビゲームへの依存傾向は長時間使用と関連するも

のの，長時間使用のみで一義的に特徴づけられるもので

はなく，現実問題からの逃避，実生活上の重要事項の軽

視，使用制限による離脱症状やそれに類する状態等の多

様な側面を踏まえて検討する必要があると考えられる．

本研究では，インターネットへの依存傾向の測定項目を

参考に構成した１１項目の質問から児童生徒のテレビゲー

ム依存傾向を評価しようとしたところ，先行研究を踏ま

えると有意な関連が期待された攻撃衝動を含め，合計得

点が高いほどメンタルヘルスや多様な心理・社会的問題

性と高い有意水準で関連が見られた．このことは，本研

究で用いたテレビゲーム依存傾向の測定がある程度の妥

当性を有していることを反映していると思われ，また，

児童生徒の心理・社会的問題性に関わる重要な情報を提

供しうることを示していると言える．

以上の結果より，テレビゲームの使用に関連するメン

タルヘルスおよび心理・社会的問題性は，先行研究で検

討されてきたような使用量に関わる問題性というより，

むしろテレビゲーム依存傾向が介在することによる問題

性であると考えられる．児童生徒のテレビゲーム使用と

心理・社会的問題性を検討する際には，使用時間以上に

依存傾向に着目する必要があると言えよう．

本研究で観察された関連性がどのような因果関係に

よって生じるのかを本研究の結果から明らかにすること

はできないが，次のような推測は可能かも知れない．ま

ず，テレビゲームへの依存傾向が心理・社会的変数に影

響を及ぼしている可能性としては，Selnow２３）が，テレビ

ゲームとの相互作用性によって，使用者がテレビゲーム

に友情感情を持ち，本来の友人関係に悪影響を及ぼすこ

とによって不適応が助長されるという仮説を示している．

また，依存傾向が高まることによって人との関わりや学

校生活等に対する興味が希薄化する可能性，生活習慣の

悪化等による心身の健康状態の悪化の影響，コミュニ

ケーションスキルの発達の機会の減少による影響などが

考えられるかもしれない２４）．

一方，逆の方向性，すなわち，もともと心理・社会的

に問題を抱える児童生徒がテレビゲームへの依存傾向に

陥りやすいという可能性も考えられる．日本の小学生を

対象にした研究からは，社会的不適応によってテレビ

ゲームの使用が増加するという方向性の因果関係が示さ

れている８）．さらに，テレビゲーム依存傾向と心理・社

会的問題性が双方向に影響している可能性も否定できな

い．鄭２５）はインターネットへの依存傾向と日常的精神健

康との間に双方向の因果関係を確認している．このよう

な相互影響は悪循環を引き起こす可能性を示唆するもの

である．テレビゲーム依存傾向においても相互影響の可

能性を踏まえた検討が必要であろう．

因果関係の解明は今後の重要な課題と言える．横断的

デザインによる本研究では可能性を示すに止まっており，

本研究の限界である．

以上，本研究の結果より，児童生徒のテレビゲーム依

存傾向とメンタルヘルスおよび心理・社会的問題性には

関連があることが示された．これより，テレビゲーム使

用と心理・社会的発達等の関連を検討する際には，テレ

ビゲーム依存傾向に着目する必要があると結論できる．
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�．ま と め

本研究では，小学生（４～６年生），および，中学生・

高校生を対象に，テレビゲームの使用時間，テレビゲー

ム依存傾向，格闘系ゲームの使用と，メンタルヘルスお

よび心理・社会的変数（人間関係，コミュニケーション，

攻撃衝動，規範意識等）間の関連を検討した．その結果，

テレビゲーム使用時間はメンタルヘルスや心理・社会的

変数と関連しなかったが，テレビゲーム依存傾向が上昇

するほどメンタルヘルスや心理・社会的状態が望ましく

ない傾向を示すことが明らかになった．また，格闘系

ゲームを多く使用する者ほど攻撃衝動が高い傾向がある

ことが分かった．これより，テレビゲーム使用と心理・

社会的発達等の関連を検討する際には，テレビゲーム依

存傾向に着目する必要があると考えられる．
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�．緒 言

本研究は，１９３０年代後半から第二次世界大戦終結まで

を対象として，日本の学校における健康教育教科成立の

基盤形成過程を明確にし，健康教育導入の意味について

考察することを目的とする１）．

これまで，健康教育を実施する教科の成立史は，戦後

教育改革によって誕生した「保健科」成立史，または，

その成立基盤を準備した１９２０年代からの学校健康教育運

動（以降，「健康教育運動」と略す）と国民学校体錬科

体操「衛生」の成立について着目されている２）．

「保健科」や体錬科体操「衛生」は，健康に関する教

育内容を安定した教科目の枠組み内に位置づけ，系統的

学習の機会を確保・形成したという点において制度史の

中心におかれている．しかしながら，教科の形成過程で，

戦前の健康教育運動と戦時下改革との関係，戦時下政策

と戦後教育改革との関係は，「保健科」成立との関連が

指摘されながらも，そのつながりについては必ずしも明

確になっていない．その理由は，�戦前と戦後をつなぐ

戦時下改革過程が不透明であること，そして，�戦前・

戦中・戦後の関係のなかで明らかにする現代的意義を

失っていたからである．それ故に，戦後「保健科」に結

実する制度史は，一部，史実として実証されながらも，

健康に関する教科目がなぜこの時期に成立したのか，ま

た，この教科目の成立が社会的に何を意味したのかにつ

いて，構造的把握がなされないまま展開されている．

文部省の戦前から戦時下に至る学校衛生政策は，１９２０

年代から興隆する健康教育運動によって，学校衛生から

健康教育への転換を進め，インフラ整備と特定の病弱児

童に対する疾病予防から多数の一般児童に対する健康増

進へとその内容と対象を拡張させた．

この転換は，結核をはじめとする感染症の予防メカニ

戦時下学校衛生改革と健康教育教科成立の基盤形成過程
―能動的主体形成の目的化―

七木田 文彦

埼玉大学教育学部

Reform of the School Health Education Movement in Japan during World War II

Fumihiko Nanakida

Faculty of Education, Saitama University

The purpose of this article is to clarify the process of establishing health education subject in Japanese ele-

mentary school from１９３０’s to１９４０’s and consider the idea of health education positioned in school education

curriculum. Preexisting research has tended to portray this area of education history without a correct struc-

tural understanding of school hygiene reform. The results of this study are as follows;１. School hygiene re-

form during World War II was conducted focusing on hygiene training. Health education during war was

structured as a curriculum emphasizing mutual cooperation between“hygiene training”and“hygiene in-

struction”.２. School hygiene reform after１９２０’s was regarded as important educational function.３. Classroom

teachers and‘Yogo Kundo（１９４１）’provided careful education to every pupil at school, paying particular at-

tention to individual differences. In order to provide health education cared for the individual needs of pupils,

classroom teachers not only made an effective use of the results of physical examinations of their pupils, but

also regarded as important the communication and networking among a teacher, a school doctor, a school

dentist, a‘Yogo Kundo’and families.４. The school hygiene reform conducted from the late１９３０’s through

the first half of the１９４０’s focused on‘physical strength’and‘spiritual strength’as physical functions. This

reform emphasized the need for training that aimed to promote better health, changing the context of hy-

giene training from‘physical training’to‘attitude training’that aimed to achieve good health. In this way,

health education came to have an emphasis on significance in morals. This school hygiene reform during

World War II was characteristically the government’s enforcement of self-control on individual lifestyles by

providing knowledge and skills necessary to prevent illness through education.

Key words：hygiene training, school health education movement, health promotion, social par-

ticipation, nationalism
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ズムが明確になることによって政策化され，人々に対し

て予防のための健康知識・技術を提供することにより，

個々のライフスタイルについて自己コントロールするこ

とを求めている．後に予防を超えて健康増進が叫ばれ，

積極的に健康を獲得する能動的主体の形成が目的化され

た．

このように健康教育の導入は，近代化による国民の形

成過程において，疾病の予防と健康増進を推進するプロ

セスとしてみることができるが，一方で画一的ライフス

タイルの普及を進めることによって，均質的な健康空間

を形成する機能としての役割をも果たしている３）．

本研究では，戦前・戦中・戦後の〈連続・非連続〉が

交差する中で４），以上のような視点より健康教育教科の

成立を社会構造の転換過程として注目し，分析すること

をも検討課題としている．

この課題へのアプローチには，まず戦前の健康教育運

動から戦後「保健科」成立に至る改革プロセスを明らか

にする必要がある．

これまでの研究蓄積は，戦前の展開については，中薗

伸二や筆者らが健康教育運動について分析しており５），

戦後教育改革については，三浦正行や筆者らが「保健科」

成立についての検討を行っている６）．それらの中間期に

あたる戦時下改革については，杉浦守邦や野村良和が国

民学校期を中心に考察を行っており７），これらの研究が

明らかにした史実より学ぶことも多いが，以上の研究が

示すとおり，史料の限界から，不明確な点もまた少なく

ない．

１９３０年代後半から終戦までに展開された戦時下改革は，

研究上，総力戦体制下のネガティブな側面が強調される

ことにより，戦時下改革＝非合理的改革として受け止め

られている．

例えば，「戦時体制期」を「学校衛生の変
�

貌
�

」とする

見方８）は，１９２０年代より興隆する健康教育運動の成果が

戦時体制により衰退したことを戦後の立脚点から評価す

ることで，戦時下を非合理的改革として位置づけている．

しかしながら，同時代的理解は，非合理的側面をもちつ

つも，一方で「合理的」「効率的」「科学的」「綜合的」

な改革として展開されており，これまでの史的叙述とは

異なっている．こうした認識の差は，戦時下の物資不足

や検閲により限られた現存史料の行間を同時代的経験に

より補完したことによって起こったと考えられるため，

より精緻な史料による実証と分析が必要となる．

そこで，限定された戦時下の行政文書に加え，各学校

の研究集録として刊行された健康教育実践報告集等に

よって，これまでの史料を補い，詳細な史実を再確認す

ることとした．その上で，�戦前健康教育運動の蓄積が

戦時下においてどのように再編成されたのか，�国民学

校体制によって確立した体錬科体操「衛生」の基本的骨

格がどのような可能性をもって戦後に継承されたのかに

ついて，改めて考察を行った９）．その結果，戦前からの

連続のなかで健康教育教科としての「保健科」成立の意

味を歴史の中に再定位したい１０）．

本主題の論証は，第一次史料と文献的史料の調査・収

集・分類・史料批判・読解・分析を中心とする方法を

とった．対象とした主な史料は，健康教育・衛生教育・

保健教育・衛生訓練等の関連単行書，学校衛生関連法規

文書，学校衛生・教育関係雑誌，学校衛生・健康教育実

践報告集等である．１９３０年代から４０年代を分析するにあ

たり，先の記述のとおり基本的史実以外については明確

になっていない点が多い．分析に必要な史実の考証に関

しては，可能な限り複数の史料によって照合し，その史

料と史実の信頼性を検討した．

�．戦前昭和期健康教育運動が抱えた課題

１９３６（昭和１１）年頃までの健康教育運動の展開は，健

康教育機会の確保と衛生教授訓練要目１１）の作成・発展過

程として，そして，１９３６（昭和１１）年以降の健康教育運

動は，戦局の拡大によって，非合理的改革の側面をもち

ながらも，「合理的」・「綜合的」改革を強調した新たな

側面が模索されている１２）．具体的には，�体系化された

衛生教授訓練要目を中心として教科目を編成すること，

�衛生教授訓練要目をより効果的に実践するために，生

活に根ざした教材を作成することの二側面において発展

がみられる１３）．

１９４０年代の総力戦体制下においては，１９３０年代後半ま

でのムーブメントが以下の四点において総括され，「健

康教育」の重要性が強調されている１４）．

第一に，「文化の発展による身体活動の低下が体力の

低下をもたらす」と指摘され，当初は「社会体育」の問

題であるとの見解から，厚生省の主導により「国民体力

向上運動」が展開された．しかしながら，将来の国民体

位の向上を考慮し，学校教育における「健康増進」が重

視されるに至った．

第二に，入学試験準備の過重負担によって，健康を害

することは重大な問題とされ，「身体修練」による「健

康増進」が重要視された．そして，「都会の児童」に対

しては入学試験の過重負担から解放すること，「田舎の

児童」には十分な栄養を摂取することが課題とされた．

第三に，従来の「体育」，「学校衛生」，「養護」は，そ

れぞれが分科した系統の下で実践されており，これを

「健康増進」という観点から互いに連繋して総合的プロ

グラムとして再構成することが，新たな「健康教育」の

課題とされた．

第四に，これまで「特殊児童」を中心に展開されてい

た「健康教育」を，多数の一般児童を対象とした「健康

教育」へと対象を拡大させることが課題とされた．

以上の四点が，１９３０年代に展開された健康教育運動の

総括と課題であり，１９４０年代の戦時下改革では，四つの

課題に対して，実践の効率化や合理化が検討され，「主

観的な感想や空理空論の羅列ではなくて，客観的な統計
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の上に立って１５）」，健康に関する事項の「連繋」を図り

ながら，「綜合的」に整理されつつ改革が進められるこ

ととなった．

�．戦時下の学校衛生改革―「連繋」，「合理化」，
「科学化」，「綜合化」の追求―

１９４０年代に至る学校衛生の「綜合的」改革は，前項に

示したように，健康教育運動の総括と批評により改革を

推進させている．しかしながら，これまでの健康教育運

動における「健康教育」，そして，戦時下改革の研究上

のとらえ方は，「これらの運動も，昭和１２年支那事変勃

発の頃から，ファッショ化に利用されやすかった衛生訓

練運動を残して，急速に衰微していった１６）」と健康教育

運動の「衰微」ととらえられている．

同様に，体錬科体操「衛生」の導入についても「健康

教育運動時代に目指した目標や内容に比べて，あまり初

歩的・貧弱な段階にとどまった感がある．しかも知的教

材は含まれず，体系化もなされないまま終わった１７）」と

され，戦時下の改革をそれまでの健康教育運動の衰退と

してとらえている．

「衰微」との表現は，戦後になされた評価であり，同

時代的には「衰微」と一言で表現されるだけの改革過程

ではなかった．以下，健康教育運動の戦時下に至る改革

過程について再検討を行う．

１．「衛生訓練」と「衛生教授」機会の模索

１９３７（昭和１２）年以降，盧溝橋事件からはじまる日中

戦争によって，戦時体制の強化が進められ，資源の効率

的配分が検討されるようになった．「健康教育」の導入

についても，同様に「効率化」，「合理化」，「綜合化」と

いった視点が考慮され，内容の再編が進められた．

例えば，富山市が進める学校衛生改革では，「児童の

保健生活に必要なる日常行為を支配する衛生教材を選定

し，其の合理的取扱と衛生訓練としての特別なる立案と

相俟って衛生教育の徹底を期すべき１８）」として，「衛生

教育（衛生教授）」と「衛生訓練」の合理的関係を考慮

した新たな「衛生教育要覧」を作成している．

この「衛生教育要覧」は，児童の発達段階を考慮して，

各学年に教育内容を配当し，「理科修身の衛生教材と系

統配列を出来るだけ一致せしめその該当時間に授くる事，

尚体操時間に併せ授ける場合，看護婦に担当せしむべき

もの，学校医に依頼するもの，其の他学校及学級の朝の

訓話或は衛生週間，健康週間，齲歯予防週間等前述の特

殊行事の際に適当に実施する１９）」として，他教科等にみ

られる衛生内容の取り扱い時期や機会を考慮して実践す

るよう，効率化が図られた．

米子市啓成尋常小学校においても，「衛生教授」と「衛

生訓練」の関係を，次のように整理している．

「衛生教授は衛生訓練と共に健康教育の要諦であ

るから両者共に綿密なる連絡を保ちて進めなくては

ならぬ．故に全学年を通し具体的計画の下に衛生教

材を配列し，児童の心理的並に年齢的発達の程度に

応じ，彼等の本能的欲求と，知識の進歩とに適応し

て秩序的の段階を踏み健康生活に必要なる一切の事

項を含んだ教材を中心として合理的な取扱を必要と

する．而して知識と実行，理論と実際，換言すれば

教授と訓育との間に緊密なる連絡を保たしめ２０）」

るとして，教育内容の合理的再編を行った．

和歌山県西牟婁郡秋津川尋常高等小学校では，先の富

山市總曲輪尋常小学校や米子市啓成尋常小学校と同じよ

うに合理的改革を進め，具体的に「社会行事，学校行事

及各教科の衛生的教材等と連絡統合した月別衛生教育経

営案２１）」を作成している．

学年別・月別配当衛生教授訓練要目については，�学

年別に取り扱う際の児童の発達段階を根拠づけ，�他学

年間のつながり，�そして教科間の内容と取り扱い時期

をも考慮し，「知識と実行」，「理論と実際」などの関連

を明確に整理した上で，「健康教育」計画が考えられてい

る．

衛生知識の教授機会として位置づけられる「衛生教授」

は，その延長線上に，健康教育教科の新設が期待されて

いた．この点は，１９３８（昭和１３）年５月に開催された地

方学校衛生技師会議（以降，学校衛生技師会議と略す）

の議論にみることができる．

同会議において，文部大臣より諮問された「学校体育

ノ刷新振興ニ関シ衛生養護ノ適切ナル方案如何」に対し，

会議では「一 健康生活ノ陶冶ヲ正課トシ之ニ一定ノ時

間ヲ配当スベシ」，「二 衛生訓練ヲ重視シ要目ヲ定メテ

之ガ徹底ヲ期スベシ」等の答申案が検討され，最終的に

「健康知識の教授に正課として一定の時間を特設すべき

こと」との建議がなされた．

しかしながら，「教科を無理に新設して，児童に過重

の負担を負わせては，本末転倒である」との意見があり，

健康教育教科の成立を強力に主張することができない側

面をも持ち合わせていた．

「衛生教授」機会について，以上の困難な立場から導

き出された結論は，他教科に点在する健康教育内容に注

目し，他教科と密接な関連をもち，内容を精選・合理化

することであった２２）．特に合理化される際に「衛生訓練」

が優先的に重視されたのは，「健康教育」を教科として

新設ができない以上は，より実生活に密着した実践に重

きをおき，知識よりも訓練を優先させるとの立場をとっ

たことによる．

戦時下における改革は，緊迫した社会情勢の影響を受

けながら，「衛生訓練」を優先し，「知識教授」は，他教

科に点在する「衛生教授」内容と「連繋」しながら，合

理的体系化をなすことによって新たな「健康教育」体系

をデザインしている．

訓練の優先は，実際のカリキュラムにおいて，「身体

の訓練」，「修練」，「鍛錬」を唱える国民学校体錬科体操

（１９４１年）の内容と接点をもち，同教科中に「衛生」の
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内容が「衛生訓練」として位置づけられた２３）．「知識教

授」の内容については，国民学校国民科修身，理数科理

科，芸能科家事等に点在する衛生内容の「知識教授」に

注目し，これと関連づけることによって訓練内容として

位置づけられた体錬科体操「衛生」を補い，「衛生教授」

の機会が編成された２４）．

戦後「衰微」とされた戦時下改革の見方は，体錬科体

操「衛生」を知識教授の機会として位置づけたことによ

る見解である．同時代的には体錬科体操「衛生」は訓練

科目として位置づけられ，訓練を中心に改革を推進させ

ている．そして，戦時下改革でさらに注目しなければな

らない点は，「衰微」したとされた理由ではなく，改革

の体制に規定されながらも訓練を優先させながら改革を

推進させた構造の把握である．

２．学校衛生関係者の「連繋」―学校医，学校歯科医，

学校看護婦から学級担任，養護訓導へ―

戦時下に至る改革は，教育機会の模索や教育内容の選

択以外についても，様々な面において進められた．

学校衛生は，明治期以降，学校医，学校歯科医，学校

看護婦といった医療関係者を中心に発達してきたが，

「健康教育」への注目以降，学校衛生の担い手に一般教

員を配置する試みとして改革が行われている．

文部省嘱託の高橋喜一は，明治期以降の学校衛生につ

いて，学校医，学校歯科医，学校看護婦の活動を振り返

り，今後は学級担任が「衛生訓練」を担うべきとの見解

を示している．

「学校医，学校歯科医，および学校看護婦による

学校衛生の分野の活動は年と共に発達して来ている．

然し児童の学校生活に対して最も直接的な責任を有

する学級担任教員による健康の指導訓練は実に不十

分であったと断言し得る．児童は一日二十四時間の

生活によって生長する．従って児童の生活様式を合

理的に科学的に設計し，適正なる指導によって調整

していくことは健康への最初の出発点でなければな

らない筈である．健康は生活の様式，環境と無関係

ではあり得ない．従って児童の健康について考える

ならば先づその生活に注目し，一日の行動が健康の

正道にある様に指導してゆかなければならない．斯

くの如き指導訓練の責任は家庭にあっては父母，学

校にあっては最小限度の集団単位たる学級を，最大

限の時間を受け持つ担任教員が主として負わなけれ

ばならないのである．しかも多くの家庭には健康に

関する科学に乏しい，従って教員の責任は益々重き

を加へるのである．訓練され，指導せられるのは児

童毎日の生活である．それを以てこの指導訓練は常

時行はれることが必要である２５）」

文部省関係者のこうした総括は，「衛生訓練」重視の

立場と関係を持ちながら，それまで学校衛生の中心に位

置づけられていた学校医，学校歯科医，学校看護婦から，

「健康教育」の担い手として学級担任へ注目し，日常の

実践力育成と訓練を強調した改革として進められている．

福井師範学校附属小学校においても，「先づ第一に学

級担任者に猛省を促さねばならないことを痛感する．実

に健康教育の第一人者は学校医にもあらず．学校看護婦

にもあらず衛生主任にもあらず学級担任者その人である．

如何なる衛生上の原理も健康教育の理論も，又調査研究

もその学級担任によって真に各児童に即して実践され

る２６）」と「健康教育」の中心に学級担任を位置づけている．

さらに，学級担任とともに注目されたのが，学校看護

婦や学校衛生婦の存在である．

学校医，学校歯科医は嘱託であったために，学校にお

いて，教育や訓練までを負うことは不可能であった．一

方で，学校看護婦や学校衛生婦は常勤職員であり，１９４０

（昭和１５）年頃には，全国の学校に多くの学校看護婦や

学校衛生婦が配置され２７），医療従事者の立場から行う洗

眼，点眼，救急処置といった仕事を中心に活動していた．

一部の学校看護婦や学校衛生婦は，学校の状況に応じて，

教育や訓練を担う者もみられたが，教育職員ではなかっ

たことから，制度上，教育や訓練は職務とされていな

かった．

以上の状況から，文部省は，国民学校令（１９４１年）に

おいて「国民学校ニハ教頭，養護訓導，及准訓導ヲ置ク

コトヲ得」（第１５条第２項），同令第１７条第３項に「養護

訓導ハ学校長ノ命ヲ承ケ児童ノ養護ヲ掌ル」と規定し，

新たな教育職員として養護訓導を誕生させている．

養護訓導に期待されたのは，看護婦の仕事に加えて教

育や衛生訓練に従事することであり，それまで学校衛生

が対象としてきた特定の病弱児童の治療を越えて，多数

の一般児童に対する予防医学と健康増進に関わることで

あった２８）．

その期待の現れは，養護訓導の免許状を得るための試

験内容にもみることができる２９）．試験検定の試験科目に

は，教職四科目の他，「衛生訓練」が課されており，教

育職員として一般児童を対象にした「衛生訓練」を職務

とした実践への期待がうかがえる．

児童の生活を周囲から合理的に管理・訓練するために

配置された学級担任と養護訓導は，多数の一般児童を対

象としながら，個々の児童にも配慮することが求められ

た．

以上のように，戦時下改革は，「衛生」の教育内容を

ナショナルカリキュラムに位置づけるとともに，その担

い手として，「健康教育」実践の中心に教員を配置する

改革でもあった．

３．個別的対応と家庭との「連繋」

「健康教育」の主張とともに，その担い手として注目

された学級担任は，常勤の教育職員として常に児童と接

する場所におり，また，個々の児童への対応が可能な位

置にいることから注目されている．

明治期以降の学校衛生は，「何処迄も，体質異状とか

疾病の保有者に対する特殊考慮を要求しているのであり，
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個的取扱の必要とはそれが主眼の如く解され３０）」ており，

虚弱児童や特別な配慮を有する児童への対応を中心に発

達した．

しかしながら，健康教育運動が展開される中で，「個

的取扱の必要は単に健康恢復の必要ある児童のみならず，

健康保持に留意すべき児童も，更に又健康増進を企画す

べき児童にも，この個的取扱は原則的な要件である．こ

の点従来の学校衛生に関する誤認を一掃しなければなら

ぬ３１）」として，多数の一般児童を「健康教育」の対象に

位置づけなければならないとされた．そしてまた，個別

的対応についても，多くの一般児童にまで拡大されるこ

とになり，嘱託である学校医や学校歯科医，学校看護婦

では十分な対応が困難であることから，学級担任が着目

されることとなった．

山梨県北巨摩郡韮崎尋常高等小学校では，「同一環境

に育つ児童であっても，各個人の身体状況生活状況を観

察すれば，文字通り十人十種であ」り，このような「郷

土及び児童の実際に即したる指導をなす」には，「毎日

生活を共にし全人としての児童の指導者である受持教師

に如くはない」として，「健康教育」は，校医から教員

へとその担い手を移すとともに，「細部に至っては各個

人の体，生活に応じさせ」，かつ「児童の実際を認識し，

其れに応じたる指導」を行うためには学級担任が適切な

位置にいると考えられた３２）．

「健康教育」は，単に一斉教授による教育として認識

されたのではなく，個々の身体や個々のライフスタイル

に応じた手厚い教育として期待されていたのである．

さらに，個人の身体を取り巻く環境は，「保護者会の

後援を受け，職員及び学校医の協力並に家庭との親密な

る連絡に依りて着々之が実現を期し３３）」たとする実践，

「悪習慣と雖も家庭と学校との連絡３４）」により改善が試

みられた実践等，個々の児童の身体を取り巻く環境が，

「連繋」の眼差しと管理によって，網の目で囲まれるよ

うに組織された．

以上のように，戦前の健康教育運動によって拡大した

対象，領域，マンパワーは，戦時下に至って，教員集団，

学校医，学校歯科医，学校看護婦（養護訓導），家庭が

「連繋」することにより「児童の生活様式を合理的に科

学的に設計し，適正なる指導３５）」が行えるよう，関係者

の「連繋」を重視した改革でもあった．

そして，個人の身体についての把握は，度重なる改正

により整備された身体検査によって詳細に把握され，教

育に活用されることとなった．

「健康教育と言へば，個々の児童を対象とすると

いふ事は根本的な原則である．その為にはまづ調査

が必要であり，検査を実施しなければならぬ．その

調査とか検査の結果に基づいて，目的は打立てらる

可きものである．かくて調査や検査が生きて来て，

検査の為の検査や，調査の為の調査とならないで，

実践の基礎となり，必要かく可からざるものとなる

訳である．

又この為には実施上の注意として，家庭との連絡

を密接にし，相提携して行ふことが必要となるので

ある３６）」

以上のように，個々の児童は調査によって把握され，

個別的対応のための環境が組織された．

さらに，個々の児童への働きかけは，「風土の環境条

件」，「家庭の生活程度」，「学校の施設・設備」等の環境

状況によって異なるため，対象とされる児童の状況を

「健康増進」，「健康保持」，「健康恢復」の三段階で把握

し，個々の状態と発育発達を考慮した「治療」，「訓練」，

「教育」等の働きかけが必要であると指摘した３７）．

ここに明治期以降の学校衛生が対象としてきた少数の

病弱児童に対する治療・指導は，多数の一般児童を対象

とした「健康教育」へと拡大されるとともに，個々の身

体状況に応じて働きかける環境を形成した．

４．身体検査と健康教育―目的の明確化と計測結果の活

用―

１９３７（昭和１２）年１月２７日，文部省は，学生生徒児童

身体検査規程を廃止し，新たに学校身体検査規程を公布

した．新規程では「従来は身体検査を受くるものは学生，

生徒，児童のみであったが，今後は学校職員，使丁，給

仕に到るまで皆検査を受くること３８）」とした．

学校では，学校身体検査規程の改正点について，次の

ように受け止められている．

「改正規程中，吾々が最も留意せねばならぬ点は，

第一條と第七條である．第一條には身体検査の目的

があり，第七條にはその利用処置が明示されている．

従来の検査規程は唯検査を行ふべきことと，その

方法についての掲示のみで，施行する趣旨，目的を

明示せず，又その結果処理活用に就ても何等触れる

所がなかったのである．然るに今回は検査施行の趣

旨，目的並に結果の処理活用を明示しているのであ

る．

即ち学校に於て行ふ身体検査は，各検査項目につ

いて健康状態を精査し，これを基礎として適切なる

養護と鍛錬の方法を講じ，以て体位の向上を期し，

健康の増進を図る為に施行するものである．

（中略）

第七條は検査結果の処理活用にして，学校当局と

して最も留意すべき点である．即ち保護者に対して

如何に取扱ふべきか，衛生教育上如何なる点に留意

すべきか，要養護児童に対して如何に特別施設を講

ずべきか等幾多教育的施設はあるであらう．もしこ

れ等の施設を講ずることなく只統計のみの作製にし

て事終われりとするならば，何等従来の身体検査と

異る所がないのである．即ち折角学校に責任を持た

せた改正の精神も何等意義を為さぬのである．換言

すれば検査結果の利用処理の適切を欠くならば，そ

れは国家の要求が奈邊にあるかを全然知らぬものと
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言ひ得るであらう３９）」

身体検査規程の改正は，以上の点を含みつつ，�検査

結果を有効に活用するために行われたこと，�教員の結

核が問題視されるなかで，学校関係職員をも対象とした

包括的検査として実施するよう改正されたこと，�身体

検査の結果を個々の発育的特性として考慮することに

よって，個別に効率的な対応を行うことの三点に注目し

た改正であった．

検査結果を「綜合的」に精査し，その結果に基づいて，

学級担任が個別に効率的な対応を行うよう組織したのが

同規程改正の目的であった４０）．

以後，身体検査は，感染症の予防と健康増進に向けた

行動の規範・規準を示すための機能的役割を果たすこと

となった．

５．身体の機能「体力」と訓練―東洋的統合―

１９３０年代は，身体の外形的調査として身体検査規程が

改正される一方，身体機能として，「体力」にも注目が

集まっている４１）．

１９３８（昭和１３）年，厚生省の新設によって，省内には

国民の「体力」を取り扱う部局として体力局が設置され

た．同局は，後に国民体力法や体力章検定をはじめとす

る体力政策を企画・制定した厚生省の中心部局であった．

厚生省の体力政策は，就学児童，生徒，学生以外の国

民を主たる対象にしており，学校教育における「体力」

問題については，文部省体育局の担当であった．

文部省体育局は，１９４１（昭和１６）年１月８日に新設さ

れ，同局衛生課課長には，厚生省体力局より重田定正が

着任するなど，厚生省と文部省間で人事異動が行われて

いる．

文部省の「体力」研究は，１９２４（大正１３）年に設置さ

れた体育研究所において，岩原拓や吉田章信らを中心と

した体育研究としての蓄積があり，体育局の新設以降，

厚生省の体力政策に触発されながら，政策が検討されて

いる．

学校における「体力」の理解については，広島高等師

範学校附属小学校を中心として積極的な体錬科研究が進

められており４２），「外型的には発育標準に適するやうに

成長して居ても，運動能力がこれに伴はず，作業能力に

於て劣るならば，その身体は健康とは言へない．一般に

健康といふ概念には従来とも，この能力の方面はあまり

問題にされていなかった」として「この能力」，つまり

体力を「健康教育の重要な要素」として位置づけている．

そして，体力の一要素として「精神力」に言及し，「精

神力により身体的条件を克服した例は少くない．最近体

育は意志教育の別名に外ならずとさへ言はれている．即

ち体育に於ける精神的意味が強調されている訳である．

又教育それ自体の考へ方に於ても，従来の精神を主とし，

身体を従としようとする観念は打破されつつある．かく

て教育に於ける身体的意味は強調され，心身は一如とし

て，止揚される考へ方が最近特に強いやうに思ふ．ここ

に健康教育も要は身体の問題と共に精神の問題であり，

両者の相関的な関係である４３）」として，「精神力」を概

念に含んだ「体力」に注目している．

さらに，ドイツ・英国に学んだ学校衛生，米国に学ん

だ‘Health Education’を「精神力」を媒介として，次

のように東洋的考え方と結びつけている．

「由来東洋に於ける健康法は，常に精神修養と結

びついていたのである．精神を鍛錬することによっ

て肉体を健全ならしめる方法，即ち精神的健康法で

あった．古来印度に行はれた�酥法や座禅，更に支
那に於て行はれた胎息法又摂生調気法等は皆その類

である．これらは我が国にも仏教徒の手によりて伝

へられ，又伝播さられたのである．所が西洋に於け

るそれは，多くは身体の作用的構造的原理によって，

打建てられたものである．

かくて健康法としても単に肉体の問題ではなくて，

如何に精神の作用が大切であるかが判るのであって，

ここに健康教育にも精神力を一要素となす所以が存

するのである．

健康教育はまづ体位向上が重要なる問題である．

従来稍々おもすれば，特殊的取扱を指すかの如く考

へられていたが，今日の小学校に於ける健康教育の

問題は一般児童を対象とした，積極的な健康増進運

動たることが第一の急務と考へる次第である４４）」

西洋と東洋の融合は，文部大臣橋田邦彦が道元の『正

法眼蔵』や王陽明の『伝習録』を解釈し「心身一如」，「知

行合一」を強調したように，主客分離に立つ認識論から

離脱し，これまで様々な項目として分断されてきた事項

を結び付けていく改革として進められた．１９４０年代の改

革は，全体論的発想の下に「合理的」改革として展開さ

れた点において注目される４５）．

「精神力」を「体位」の概念に含み４６），精神の作用に

よって身体的条件を克服するとしたことは，その改革の

一例である．「精神力」の向上には，精神と身体の「訓

練」が重要であり，このことを野津謙４７）は，「社会の発

展に適応した身体を訓練する」と表現して，「健康教育」

を強調した．

�．健康の内面化と習慣・態度の訓練

戦時下の学校衛生改革は，学校衛生が築いてきた衛生

管理面の限界を乗り越え，また，健康教育運動で展開さ

れた内容を総括しながら，さらに発展させようとする試

みでもあった．

内容を，「適切」に，「合理的」に，「科学的」に，「綜

合的」に，「有効的」に再構築する．それは，社会や国

家が直接的に行う環境管理の限界から個人に健康を内面

化させることによる管理へと移行するプロセスとしてみ

ることもできる４８）．

兵庫県師範学校訓導の横田初治は，衛生管理の整備に

は多額の経費がかかること，また，どのような最新で素

２７８ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



晴らしい衛生施設を完備しても，学校卒業後，その衛生

施設を離れると意味をなさなくなると指摘し，学校にお

ける「衛生訓練」と「衛生習慣」の形成を重視している４９）．

「近年健康教育への関心は漸次高まりつつあるが
ママ

如くであるか，それは主として学理研究，衛生設備，

教授衛生，特別学級の編成，体育運動，疾病治療等

概して外的努力に重点を置き，児童自身の自覚をも

とにした訓練の徹底とは言ひ難い恨みがないではな

い．いふまでもなく健康教育は知識の附与と共に訓

練により児童の学校及び家庭に於ける生活を通じて，

自覚ある健康生活を営むの良習慣を涵養するのでな

くてはならぬ．外部的形式的整備も大切であるが，

莫大なる経費と，教員の労力と時間を非常に多く要

する様なものは永続性を欠き花火線香式になり易い．

如何に完備した施設も華やかな活動も生命なき断片

事業の羅列に終る．言ふ迄もなく本問題は一時的の

努力では到底有効なる効果を見ることは出来ない．

否児童在学中を以つてしても猶著しい結果に迄到達

することは至難である．於茲内的思想の涵養に努め，

実効的習慣を錬成し，卒業後といへども実行するの

習慣を馴致するものでなくてはならぬ５０）」

「健康教育」の導入は，主体的に健康を獲得すること

によって，これからの健康を継続・維持する最良の方法

として注目されている．

山梨県北巨摩郡韮崎尋常高等小学校では，健康教育に

おける「衛生訓練」と「習慣」の関係について，さらに

詳しく，次のように説明している．

「衛生と訓練とは密接な関係を持ち之を切離す事

は出来ない．訓練の実践徳目のうちには衛生生活が

含まれ，又衛生生活を為さしむるには訓練的色彩を

濃厚に持つものが多い．例へば時間的生活をすると

いふやうな事は衛生生活でもあり，決まり正しいと

いふ道徳生活でもある．よい姿勢といふ衛生的習慣

を養ふには訓練的方法に依らなかったら徹底は期せ

られない．かく衛生と訓練とは密接不離のものであ

るが此処ではさういふ考へで稿をすすめるのではな

い．衛生的躾，即ち衛生的態度，習慣の馴致といふ

やうな言はば衛生を訓練づけるといふ様に考へるの

である．衛生，之は単に準備的，知識的の性質のも

のではない．現在のためのものであると同時に将来

永久，生命の続く限り必要のものである５１）」

以上のように，「衛生訓練」とは，「衛生的習慣」を「訓

練的方法」によって徹底することだけではなく，「衛生

的生活を望む衛生的態度養成を図る」ことを「衛生訓練」

としている．つまり，健康を目指す「態度」こそが訓練

されるべきであるとしているのである．

こうした「態度の訓練」は，前項の東洋的発想による

「精神の鍛錬」と密接な関係をもちながら，「健康こそ

道徳の根柢である．健康への生活指導こそ真の道徳教育

である．健康であることは国民としての重大義務の一つ

である．我々の身体は固より国家に捧げた身体である．

自己の為に，自分の欲望達成の手段として健康となるの

ではなく，悉く国家理想の実現の為に奉仕せんがための

健康である．先づ健康こそ道徳の根柢であり国民の義務

である５２）」として「道徳教育」と結び付けられている．

「身体の訓練」から「態度の訓練」への変化は，さら

に戦時体制下における皇国民「錬成」と「健康教育」の

接点を形成している．

佐賀県唐津市唐津尋常小学校では，「健康教育」を次

のように位置づけている．

「健康教育は，自らの力に依って皇国民としての

健康生活を建設して行く基礎を確立するにある．

（中略）健康教育は，自らの力に依って自らの体位

を見つめ，之を基礎に自覚的に健康生活を建設して

行く基礎的態度が訓練さるべきであり，而かもそれ

は敬虔なる皇国に捧ぐる身体錬成の態度に於て企画

されねばならぬことは明白である５３）」

戦時下教育の目的は，国民の教育から皇国民の「錬成」

へと転換した５４）．このことにより，国民学校体錬科体操

「衛生」は，内容である「身体ノ清潔（身体ノ清潔・口

腔ノ清潔）」「皮膚ノ鍛錬（薄着ト摩擦）」「救急看護」を

通して，健康を目指す「態度」が訓練され，実践力を形

成することを目的に導入された．

さらに，１９４０年代に作成された衛生教授訓練要目は，

「要目の綜合的訓練として，児童の日常生活に於ける一

日中の生活順序を制定し，所謂綜合実践訓練として家庭

との緊密なる連絡の下に規律ある生活を営ましめること

は極めて有効適切なる指導方法である５５）」として，健康

的なライフスタイルを形成するカリキュラムの体系化を

試みている．

健康教育運動が目指した「健康教育」は，１９２０年代当

初は，個人が健康を獲得することを目的として注目され

たが，戦時下に至る健康教育運動の展開では，健康の規

範を内面化させることの訓練と健康的ライフスタイルの

確立，そして，自己監視的な主体の形成を目的とし，こ

れを通して，個人が国家に帰属する文脈へと強固に接合

されることとなった．

�．結 語

戦時下における学校衛生改革のプロセスは，各項にお

ける結果と考察に尽きているが，以下，これまでの研究

結果を要約し，緒言で掲げた健康教育導入の意味につい

て改めて考察したい．

�戦時下において「健康教育」をナショナルカリキュ

ラムに位置づけようとする改革は，健康教育運動の延長

線上に展開され，「衛生訓練」を中心に位置づけられた

国民学校体錬科体操「衛生」の内容として具体化された．

一方，衛生（健康）の「知識教授」は，国民学校全教科

に点在する「衛生教授」内容・教材と「連繋」し，「衛

生訓練」と「衛生教授」の合理的体系化による「健康教
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育」体系がデザインされた．

戦後「衰微」とされてきた戦時下改革の見方は，体錬

科体操「衛生」を知識教授の機会として位置づけたこと

による評価であり，同時代的には体錬科体操「衛生」は

訓練科目として位置づけられており，「訓練」を中心に

積極的に改革が推進された．

�明治期以降の学校衛生は，学校医，学校歯科医，学

校看護婦といった医療関係者を中心に発達してきたが，

「健康教育」への注目以降，学校衛生の担い手に一般教

員（学級担任）を配置する試みとして改革が進められ，

新たな教育職員として養護訓導を誕生させた．

養護訓導は，「衛生訓練」や教育的活動に積極的に関

わり，特定の病弱児童のケアのみならず，多数の一般児

童に対して，「衛生訓練」や健康を増進する役割を担った．

�児童の生活を訓練・管理するために配置された学級

担任と養護訓導は，多数の一般児童を対象としながらも，

個々のライフスタイルに応じて手厚い配慮を行う環境を

も整備した．個々の児童に対する働きかけは，１９３７（昭

和１２）年に公布された学校身体検査規程によって，検査

結果の有効活用と個々の身体的・発育的特性が考慮され

るとともに，教員集団，学校医，学校歯科医，養護訓導，

家庭の「連繋」による環境整備と組織改革を重視した．

�１９３０年代後半からの学校衛生改革は，身体の外形的

調査とされた身体検査規程を改正する一方で，身体機能

である「体力」にも注目している．身体機能の概念（「体

力」とともに「体位」）には「精神力」を包含し，精神

の作用によって身体的条件を克服するための「訓練」を

強調した．「衛生訓練」は，「身体の訓練」から健康を目

指す「態度の訓練」へと「訓練」の意味を拡張させるこ

とにより，道徳的色彩を強調した「健康教育」の概念を

形成した．

戦前から戦後に至る学校衛生改革を通観しながら学校

における健康教育教科成立の意味を考察すると，「健康

教育」は，予防的にコントロールできる可能性をもった

多数の一般児童を対象とし，身体検査により個々の身体

的特性が把握されつつ，今後の健康的生活を積極的に獲

得するために導入されたとみることができる．疾病罹患

の予測可能性が明らかになることによって，一定の行動

規範が成立すると，健康教育は，正当性をもちながら予

防や健康増進の機能として位置づけられる．これにより，

人々の生活は，均質化された健康的ライフスタイルとし

て確立することをも意味していた．

本論で明らかにした戦時下改革の構造，そして健康教

育運動から戦後「保健科」に結実する健康教育教科の導

入過程は，人々に対して健康で合理的な生き方を推進す

る状況の成立過程でもあり，言い換えるならば，予防医

学の知見から「演繹される生活態度の諸原理（医学や科

学）に従属させようとする個人５６）」を「健康教育」を通

して成立させようとした５７）．

近年の行動科学化する「健康教育」はこれを一層促進

しており，「高度な合理化と自己コントロール５８）」が支

配する社会への適応を迫っている．特に，「健康教育」

の枠組みが確保されると５９），「健康教育」の目的を検討

する思想的側面は退潮し，行動化に限局した技術的側面

（skill）のみがクローズアップされる．その健康知識は，

他人の経験や実験，疫学・社会調査等によって一般化さ

れた抽象的情報（information）であり，個人の経験か

ら切り離された知識として分配される．そのため，個人

にとっては「そうであるらしい」情報として目の前に現

れ，自己の経験から導き出される生活実践原理（idea）

とは距離を有するがゆえに，道徳的側面を強調した「健

康教育」として展開されることになる．

「健康教育」は，近代の衛生社会がデザインされた段

階で，すでに衛生概念に内包された機能であったとも考

えられる．

近代日本における衛生概念の導入は，近世養生論の民

衆知・経験知（idea）と切り離された新たな情報（infor-

mation）として人々の前に現れている６０）．衛生社会への

参加（participation）を暗黙のうちに義務と課す衛生概

念は，具体的には公衆衛生政策として展開され，‘Pub-

lic Health’を「公
�

共
�

衛生」ではなく「公
�

衆
�

衛生」と翻訳

したように６１），衛生習慣を有する「民衆」の育成と社会

参加を想定し，その普及には教育による衛生の啓発を必

要としたのである．

学校における衛生の教育機会についても，その導入は

必然であり，早くは１８７２（明治５）年の「学制」に「養

生法講義」，そして「小学教則」（１８７２年）には「養生口

授」が科目として位置づけられた６２）．しかしながら，明

治から大正中期までの公衆衛生政策は，衛生知識の普及

よりも公衆衛生制度の確立と環境のインフラ整備を優先

したことから，「学制」以降の「教育令」（１８７９年），「改

正教育令」（１８８０年），「小学校教則綱領」（１８８１年）では

「養生口授」は姿を消した．改めて衛生（健康）の教育

に注目が集まるのは，１９２０年代であり，環境管理によっ

て解消が難しい側面，そして予防することができない点

を人々の衛生的社会参加によって補おうとした．こうし

た視点が健康教育運動の展開の底流に存在したとみるこ

とができよう．

子どもに衛生（健康）の教育を行い，子どもを介して

家庭にまで衛生（健康）知識を普及させようとする学校

衛生改革は，以上に示した背景から促進され，戦前・戦

中・戦後の教育改革を経て学校カリキュラムに健康教育

教科として位置づけられた．衛生的（健康的）国民をい

かに育成するかについての近代化の歩みは，戦時下に確

立した体制と構造に規定されながら，内容を変化させつ

つ，今日も継続している．

文献及び註

１）現在，日本の学校教育課程に位置づけられている健康教

育教科は，小学校体育科の「保健領域」，中学校保健体育
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科の「保健分野」，高等学校保健体育科の「科目保健」と

いった通称「保健科」と呼ばれる教育機会に実施されてい

る．これまで，健康教育を実施する教科の成立史といえば，

戦後教育改革によって誕生した「保健科」，または，その

基盤を準備した国民学校体錬科体操中に位置づけられた

「衛生」（１９４１年）の成立に着目されてきた．体錬科体操

「衛生」や保健体育科は，健康に関する教育内容を安定し

た教科目の枠組みとして位置づけ，系統的学習の機会を確

保・形成したという点において制度史の中心に位置づけら

れている．本稿では，初等教育を中心的対象としながら

１９４１年の体錬科体操「衛生」の成立をもって構造的に健康

教育教科体制が成立したという立場をとっている．

２）１８７２（明治５）年の「養生法講義」（「学制」）と「養生

口授」（「小学教則」）を「健康教育」教科目の先駆けとす

る場合もあるが，後の「教育令」（１８７９年），「改正教育令」

（１８８０年），「小学校教則綱領」（１８８１年）では「養生口授」

は姿を消しており，本稿が対象とする１９２０年代以降の潮流

と直接影響を見出せる場合を除いては，１９２０年代より展開

された健康教育運動以降を対象に分析と考察を行う．

３）フーコーは，『監獄の誕生』（ミッシェル・フーコー（田

村俶訳）：監獄の誕生，新潮社，東京，１９７７，Michel Fou-

cault：Surveiller et punir―Naissance de la prison，Galli-

mard，１９７５）において，人が外部から権力的に強制され

るのではなく，身体と精神の内部から，いかにしてその社

会に適合的な主体として形成されていくかを描き出してい

る．こうした規律訓育（＝監視）的な権力と，調整管理

（＝コントロール）的な権力が描き出す〈生政治〉の視点

は，相互監視と自己監視によるネットワークの形成におい

て，本論と共通する視点を有している．

４）本研究における時期区分として，戦前期は，健康教育運

動が萌芽する１９２０（大正９）年頃から戦時体制が強化され

始める１９３６（昭和１１）年頃までを示し，戦中期は，１９３７（昭

和１２）年の盧溝橋事件に始まる日中戦争から太平洋戦争（第

二次世界大戦）終結の１９４５年８月まで，戦後期は１９４５（昭

和２０）年８月以降を示している．

５）戦前昭和期の健康教育運動に関する先行研究は，中薗伸

二：昭和前期における健康教育に関する一考察．東京大学

教育学部紀要 ２８：４０９―４１９，１９８８，七木田文彦：昭和前

期における健康教育運動の興隆過程．東京大学大学院教育

学研究科紀要 ４５：３５５―３６３，２００６，田辺信太郎，柴若光

昭，坂本ゆかりほか：「健康教育」の概念に関する一考察

―昭和１０年代前半の文献を中心として―．東京大学教育学

部紀要 ２３：２４１―２６４，１９８３，森本稔：昭和前期の学校衛

生．天理大学学報 体育篇 １０：２２―２６，１９６９，小林洌

子：戦前における「教育的学校衛生」の成立過程について．

学校保健研究 １１：５５８―５６４，１９６９などがあげられる．

６）戦後「保健科」成立史の先行研究については，三浦正行：

PHWの戦後改革と現在―健康分野での戦後５０年を考える．

文理閣，京都，１９９５，七木田文彦：戦後初期日本における

保健科成立の基盤形成．戦後教育史研究 １８：１―１４，２００４，

森昭三：学習指導要領変遷史４保健教育の変遷．体育科教

育５月増刊号，８１―８８，１９７６，吉田瑩一郎，森昭三：保健

科教育．ぎょうせい，東京，１９８１，澤山信一：連載�保健

科・学習指導要領の研究 学校体育指導要綱．体育科教育

６月号，５２―５５，１９７８，藤田和也：戦後保健教育論の系譜

―文献整理・解題を中心に―．一橋論叢 ７７：１００―１０７，

１９７７などがあげられる．

７）戦時下の体錬科体操「衛生」の成立についての先行研究

は，杉浦守邦：４戦時体制期．（黒田芳夫執筆代表）．教師

のための学校保健―教育保健学試論―，５７３―５８１，ぎょう

せい，東京，１９７５，野村良和：国民学校令期の学校衛生に

関する研究―体錬科「衛生」の史的役割の検討を中心に―．

筑波大学体育科学系紀要 ２４：９７―１０５，２００１などがあげら

れる．

８）例えば，杉浦守邦：４戦時体制期．（黒田芳夫執筆代表）．

教師のための学校保健―教育保健学試論―，５７３―５８１，

ぎょうせい，東京，１９７５等

９）１９２０―３０年代を超国家主義＝非合理的な時代と描かれが

ちであった視点を，戦前・戦時期の近代性＝合理性として

認識を転換し，戦時期を戦後の「民主」的改革の先取りと

して評価した研究には，大内裕和：教育における戦前・戦

時・戦後―阿部重孝の思想と行動―．（山之内靖，ヴィク

ター・コシュマン，成田龍一編）．パルマケイア叢書４総

力戦と現代化，２１１―２３５，柏書房，東京，１９９５，および佐

藤学：教育史像の脱構築へ『近代教育史』の批判的検討．

（藤田英典・黒崎勲ほか編）．教育学年報６教育史像の再

構築，１１７―１４１，世織書房，神奈川，１９９７等があげられる．

本研究も同様の視点を有している．

１０）戦前からの連続としてとらえる時期区分論を再検討し，

構造的解釈を行った研究として，佐藤学：教育史像の脱構

築へ『近代教育史』の批判的検討．（藤田英典，黒崎勲ほ

か編）．教育学年報６教育史像の再構築，１１７―１４１，世織書

房，神奈川，１９９７があげられる．

１１）衛生教授訓練要目は，健康教育運動の展開において各学

校が独自に作成しており，その要目の名称は，「衛生教授

要目」，「健康教授要目」，「衛生訓練要目」，「健康訓練要

目」，「衛生実践要目」，「衛生教授細目」など，様々な要目

名で呼ばれている．その内容は，「教授」，「訓練」の要目

として呼ばれているものの，明確な意図と内容理解によっ

ての統一的使用ではないことから，これらを総称して「衛

生教授訓練要目」と表現している．しかしながら，国民学

校誕生後に，文部省が教育課程への導入に際して意図的に

使用した場合については，この限りではない．

１２）静岡県の学校衛生技師として健康教育運動を推進した村

山午朔は，「国民の健康はただ衛生行政の局にある者のみ

の努力ではどうすることもできない．国民体位の向上は国

民それ自身の自覚の下に不断の健康生活への精進が其の根

本問題でなければならぬ．それはどういう方法でこの国民

衛生運動を起こしたらよいか．兎に角一度軍部側地方側と

一堂に集まって懇談してみやう」と提案している（村山午
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朔：余の提唱する国民体位向上策．学校衛生 １７：１６―２８，

１９３７を参照）．

１３）前者は，「大西永次郎：体錬科中心健康教育要義．右文

館，東京，１９４０」として，後者は，「高橋喜一：学年別教

材配当健康訓練教範．右文館，東京，１９３９」に代表される

著作にみることができる．

１４）例えば，中尾勇：健康教育の基準．４―７，賢文館，東京，

１９３９を参照

１５）柳田茂一：健康教育の施設及経営と其の実際．３―４，

１９３７（著者蔵）

１６）前掲書８），５７１―５７６

１７）前掲書８），５７５―５７６

１８）富山市總曲輪尋常小学校：我が校の衛生教育．富山市役

所教育課 富山市学校衛生に関する研究，１―２，１９３５（富

山県立図書館所蔵）

１９）同前，６―７

２０）米子市啓成尋常小学校：学校衛生施設経営概要．３６―３８，

１９３６（鳥取県立図書館所蔵）

２１）和歌山県西牟婁郡秋津川尋常高等小学校：健康教育．３５，

１９３８（和歌山県立図書館所蔵）

２２）「健康科」新設の議論については，前掲書１４），３９―４９を

参照

２３）このような改革によって，国民学校では，体錬科教授要

項「三 教授上ノ注意（四）衛生ニ関スル事項」において，

「衛生ニ於テハ実際的訓練ヲ主トシ之ニ依リ体得シタル事

項ハ常ニ之ヲ日常生活ニ於テ実践セシムルニ力ムベシ」と

実践に重きがおかれ，さらに，他教科との「連繋」によっ

て，「衛生ノ指導ニ当リテハ児童ヲシテ自己ノ身体ニ就テ

ノ関心ヲ深カラシムルニ力ムベシ」と説明された．

２４）他教科に見られる「衛生」内容との具体的接点について，

国民科と修身科については，「石橋武彦：国語教科書に現

れた保健体育思想の研究．不昧堂，東京，１９７５」，「石橋武

彦：修身教科書に現れた保健体育思想の研究．不昧堂，東

京，１９７１」に詳しい分析が行われている．

２５）高橋喜一：学年別教材配当健康訓練教範．１―３，右文館，

東京，１９３９

２６）福井師範学校附属小学校：健康教育の姿態．福井県下聯

合教育研究会 健康教育の研究，１―３，１９３９（福井県敦賀

市立図書館所蔵），また，兵庫県師範学校訓導の横田初治

も同じように，学級担任が「健康教育」の中心を担うべき

であるとの考えを示している（横田初治：健康教育の理論

と実際．３４―３５，明治図書，東京，１９３８を参照）．

２７）大正１１年頃には全国を通じてわずか１００人前後に過ぎな

かった学校看護婦は，１９４０年代はじめには全国で５，０００人

に達している．（重田定正，新井英夫：学校と結核予防．

１２０―１２１，大日本教化図書出版，東京，１９４２を参照）

２８）文部省体育局衛生課課長の重田定正は，新たな教育職員

である養護訓導の職務について，「養護訓導は，児童の衛

生訓練に関すること，身体虚弱，精神薄弱等の特別養護を

要する児童の養護に関することなどを扱ふ外，教職員や児

童の身体検査を手伝ふとか，学校医や学校歯科医の補助を

しなければならぬ．（中略）養護訓導は，学校身体検査規

程にある，特別養護を要する児童の為にのみ働くのだとい

ふ考へも亦正しくない．固より之は養護訓導の職務中，主

要なものの一つであるが，その全部ではないことは前述の

通りである．

養護訓導が看護婦であり同時に教育職員であるのは，医

師であり同時に軍人として軍務に服する軍医とも似ている．

今後国民学校の衛生養護の分野に於ける養護訓導の責務は，

洵に重大であるから，養護訓導たるものは，教育方面の学

問にも興味を持つと共に，看護婦本来の仕事に就いてもそ

の研究を怠ってはならない」と説明している（重田定正，

新井英夫：学校と結核予防．１２２―１２３，大日本教化図書出

版，東京，１９４２を参照）．

２９）国民学校令第１８条第２項には「養護訓導ハ女子ニシテ国

民学校養護訓導免許状ヲ有スル者タルベシ」，同条第４項

には「養護訓導免許状ハ養護訓導ノ検定ニ合格シタル者ニ

地方長官之レヲ授与ス」とされている．養護訓導の検定に

合格する方法を説明すると，無試験検定と試験検定に大別

される．無試験検定は，「一，文部大臣の指定した学校又

は養成所を卒業した者，二，看護婦免状と国民学校訓導免

許状を持っている者」の両方か，このいずれかに該当する

者について行われる．一方，試験検定は，その資格として，

看護婦免許状を有しており，その上で「一，高等女学校を

卒業しているか，二，専門学校入学者検定規程に依り試験

検定に合格しているか，一般の専門学校入学に関し無試験

検定を受ける資格があるか，三，地方長官に特に適任と認

められたか，即ち現に学校に勤務し，二年以上勤務して成

績優良と認められているか，そのいずれかでなければなら

ない」とされている．

養護訓導の試験科目は，修身・公民科・教育・学校衛生

の四科目で，その程度は師範学校本課第二部女生徒のそれ

に準ずるとされ，試験科目学校衛生の中には，学校衛生施

設（設備衛生・教授衛生・身体検査・学校給食・衛生訓

練・要養護児童の養護・疾病の予防・救急看護）・学校衛

生法規・学校衛生実技（衛生訓練・身体検査・救急訓練）

が含まれている．

３０）前掲書１４），３０―３９

３１）前掲書１４），３９―４９

３２）韮崎尋常高等小学校：我校の躾教育衛生教育理論と実際．

１６６―１６７，１９３７（著者蔵）

３３）唐津市尋常小学校校長中島太：はしがき．健康教育の実

際．１９３７（唐津市近代図書館所蔵）

３４）福井師範学校附属小学校：健康教育の姿態．福井県下聯

合教育研究会 健康教育の研究，１―３，１９３９（福井県敦賀

市立図書館所蔵）

３５）前掲書２５），１―３

３６）前掲書１４），４６―４７

３７）前掲書１４），３９―４２

３８）前掲書１５），１６６

２８２ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



３９）前掲書１５），１６５―１６６

４０）その後，国民学校の誕生とともに，「学校身体検査規程」

は，１９４１（昭和１６）年４月８日に再び改正され，同規程外

に「学校職員身体検査規程」が公布され，学生・生徒・児

童の身体検査規程と切り離された．さらに１９４４（昭和１９）

年５月１７日，同規程，ならびに「学校職員身体検査規程」

を廃止し，「学校身体検査規程」を制定した．

４１）戦時下においては，国民の「体力」に関心が集まってお

り，鹿野政直はこの時代のことを「体力の時代」と呼ぶこ

とからも，「体力」は時代を象徴している（鹿野政直：健

康観にみる近代．朝日選書，東京，２００１，および鹿野政直

編：朝日百科日本の歴史別冊歴史を読みなおす２３桃太郎さ

がし―健康観の近代．朝日新聞社，東京，１９９５を参照）．

４２）崎田嘉寛：戦後初期学校体育の研究．渓水社，広島，

２００９

４３）前掲書１４），４２―４４を参照，広島高等師範学校附属小学校

を中心とする研究会については，「広島高等師範学校附属

小学校学校教育研究会編集：皇国日本健康教育の指標（臨

時増刊「学校教育」第３１６号），寶文館，東京，１９３９」，「九

州健康教育協会：新制度国民学校に於ける健康教育経営の

理論と実際．１９４０（著者蔵）」等を参照

４４）前掲書１４），４４―４５

４５）清水康幸：橋田邦彦における科学と教育の思想―戦時下

教育思想への一視角―．日本の教育史学 ２５：３２―５２，

１９８２，清水康幸：戦時下教育における「科学」の問題．（「講

座日本教育史」編集委員会）講座日本教育史 第４巻現代

�／現代�，１００―１２６，第一法規，東京，１９８４

４６）当時，「体位」という概念には，「体格」，「体力」，「精神

力」の三要素が含まれ，「綜合的」な能力の形成として「体

位の向上」が主張された．

４７）野津謙は，東京市特別衛生地区保健館学校衛生部部長と

して在職中，C.E.ターナーの‘Health Education’をモデル

として，�京橋区の小学校における健康教育の指導，�全

国各地での健康教育の普及講演活動，�保健館における健

康教育技術者養成の大きく三つの仕事を展開した．戦時下

に至っては，大政翼賛会国民生活指導副部長，大日本産業

報告会厚生部長を歴任し，国家主義的側面を強調しながら

積極的「健康教育」を推進した．

４８）新村拓：衛生の内面化に向けた健康教育．健康の社会史

養生，衛生から健康増進へ．２０３―２２７，法政大学出版局，

東京，２００６を参照

４９）昭和初期にみられる「衛生教育」導入の見方として，「環

境条件の整備を財政的不備を理由に軽んじ（中略）新教育

の理念をたくみにとり入れながら，即効的で安あがりな学

校衛生への質的転換をはかる必要に迫られ」（数見隆生：

教育としての学校保健．２０―２５，青木書店，東京，１９８０）

たとする見解があるが，昭和１０年代から戦時下に至る過程

では，以上のような設備管理的側面の議論は「衛生教育（健

康教育）」の積極的側面が強調される際の批判の対象とさ

れている．

５０）横田初治：健康教育の理論と実際．３１―３２，明治図書，

東京，１９３８，または，武立清：健康教育経営の実際．３３，

明治図書，東京，１９３９を参照

５１）前掲書３２），２１３―２１４

５２）横田初治：健康教育の理論と実際．２２，明治図書，東京，

１９３８

５３）佐賀県唐津市唐津尋常小学校：皇国民錬成への健康教育．

９８，１９４０（北海道大学附属図書館所蔵）

５４）寺�昌男，戦時下教育研究会編：総力戦体制と教育 皇

国民「錬成」の理念と実践．東京大学出版会，東京，１９８７

５５）鴫田忠男：国民学校衛生要義．１０４，聖紀書房，東京，

１９４２

５６）アルフォンス・ラービッシュ：文明化の過程における健

康概念と医療．思想 ８７８：１２１―１５３，１９９７，および，Al-

fons Labisch“Homo Hygienicus” Campus Verlag,

１９９２

５７）こうした状況から個人がなかなか抜け出すことができな

い環境を成立させた．この時代の認識の枠組み（「科学的」

や「合理的」等によって形成された）による環境は均質的

健康空間と称することができよう．本稿において検討した

国民学校体錬科体操「衛生」の成立は，以上の意味におい

ても重要な転換点として位置づけられる．

５８）森真一：自己コントロールの檻―感情マネジメント社会

の現実―．講談社選書メチエ，東京，２０００

５９）１９４１（昭和１６）年に国民学校体錬科体操「衛生」として

ナショナルカリキュラム中に「健康教育」が位置づけられ，

その教科目を拠り所として戦後「保健科」が誕生したこと

を健康の知が分配される「健康教育」の枠組み（体制）の

確立としてみることができる．

６０）瀧澤利行：近代日本における養生思想の展開．東京大学

大学院教育学研究科博士学位論文，１９９２，および成田龍

一：身体と公衆衛生―日本の文明化と国民化―．（歴史学

研究会編）．講座世界史４資本主義は人をどう変えてきた

か，３７５―４０１，東京大学出版会，東京，１９９５

６１）飯島渉：衛生の制度化と近代性の連鎖．（飯島渉・久保

亨・村田雄二郎編）．シリーズ２０世紀中国史２近代性の構

造，２１３―２３０，東京大学出版会，東京，２００９

６２）田口喜久恵，森昭三：明治５年の「学制」における「養

生法」設置の背景．学校保健研究 ３０：１２２―１３３，１９８８

（受付 １０．０３．０１ 受理 １０．０５．２２）

連絡先：〒３３８―８５７０

埼玉県さいたま市桜区下大久保２５５

埼玉大学教育学部（七木田）

２８３七木田：戦時下学校衛生改革と健康教育教科成立の基盤形成過程



�．はじめに

平成２０年中央教育審議会答申において，子どもの健康

を取り巻く状況として，都市化，少子高齢化，情報化，

国際化などによる社会環境や生活環境の急激な変化は，

子どもの心身の健康にも大きな影響を与えており，学校

生活においても生活習慣の乱れ，いじめ，不登校，児童

虐待などのメンタルヘルスに関する課題，アレルギー疾

患，性の問題行動や薬物乱用，感染症など，新たな課題

が顕著化している１）ことが示された．高校生においても，

夜型の生活などから朝食の欠食，睡眠や運動の不足など

の不適切な生活習慣により，将来における生活習慣病の

発症に繋がる可能性が高まることが危惧されている２）３）．

また喫煙，飲酒については，年齢が上がるにつれて経験

率が上がる４）ことや，大麻，覚せい剤などの薬物乱用で

検挙されるものが増えている５）ことから，高校生の喫煙，

飲酒，薬物乱用は，大きな社会問題になっている．その

他にも，望まない妊娠の増加や性感染症の蔓延６）７），出会

い系サイト等での被害やパソコンや携帯電話等による

ネット上のいじめ８）９），自殺企図を含む自傷行為，過量服

薬，過食嘔吐などの精神の健康問題は深刻である１０―１２）．

青年期は生涯を健康に生きるための基盤作りの時期であ

ることから，望ましい健康行動をとり危険な行動をとら

ないことは，高校生にとっての重要な健康課題である．

このような健康課題の解決に向けて，学校における健

康教育は大きな役割を担っている．今までにも平成９年

度保健体育審議会の答申で，心身の健康の保持増進を図

るためには，適切な生活習慣及び態度の確立，ストレス

対処法の習得，さらには，健康の保持増進のために必要

なことを実行し，健康に良くないことを絶つことのでき

る実践力が重要である１３）ことが示されていた．また平成

２１年高等学校学習指導要領の改訂においても，教科保健

の目標として個人及び社会生活における健康・安全につ

いて理解を深めるようにし，生涯を通じて自らの健康を

適切に管理し，改善していく資質や能力を育てる１４）こと

が示されている．これらのことから，これからの健康教

育に求められていることは，知識を習得させた上で思考

力，判断力を育成し，実際に生徒の健康行動の促進や危

険行動の防止に貢献することであると考えられる．その

ため，高校生の健康行動及び危険行動が，どのような要

都市部の高校生における健康行動及び危険行動の要因
―自己管理スキル，ストレス反応及び学校生活満足度との関連―

佐久間 浩 美＊１，高 橋 浩 之＊２

＊１東京都立美原高等学校
＊２千葉大学教育学部

Factors Related to the Healthy／Dangerous Behavior of High-School Students in Urban Environments
―Associations with Self-Management Skills, Stress Response,

and Satisfaction with School Life―

Hiromi Sakuma＊１ Hiroyuki Takahashi＊２

＊１Tokyo Metropolitan Mihara High School
＊２Faculty of Education, Chiba University

This study aimed to identify factors involving the healthy／dangerous behavior of high-school students by
investigating associations between their healthy／dangerous behavior and self-management skills, satisfaction
with school life, and stress responses. The survey subjects were５８８（２１７males and３７１females）, or８３．１％,

of a total of７０８（２８３male and４２５female）students of a high school in a large metropolitan area comprising

２４０first-,２３６second-, and２３２third-graders, excluding２４who refused to answer,８６with missing answers,

and１０being absent on the day of the survey. The results revealed that some of the survey items regarding

healthy behavior were associated with self-management skills, whereas many of those concerning dangerous

behavior were associated with stress responses. These findings suggest the importance for high-school stu-

dents to improve their self management-related cognitive skills toward healthy behavior, and develop the abil-

ity to appropriately deal with stress in order to prevent dangerous behavior.

Key words：healthy behavior, dangerous behavior, self-management skill, stress response, satis-

faction with school life
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因に左右されるのかを明らかにすることは，より充実し

た健康教育を行う上で重要である．

健康行動や危険行動に関連する要因はさまざまあるが，

生徒が一日の大半を過ごす学校生活での経験も要因の一

つであると考えられている．高倉らは，学校生活におけ

る満足が身体的な自覚症状の軽減につながることや，喫

煙，飲酒，性行動などの危険行動を行うものほど学校生

活の満足度が低いことなどを示し，学校生活の満足度と

健康行動及び危険行動との関連性を示唆している１５）１６）．

また，その他にも健康行動と危険行動に影響を与える要

因として，精神の健康が考えられている．睡眠，食事，

運動に関して良い健康習慣を持つものほど抑うつが低く，

飲酒，喫煙などの危険行動を経験しているものほど抑う

つが高い１７）ことや，心の健康度が低い者は生活習慣が悪

く１８），心の健康度の低さは危険行動にも繋がる可能性も

高い１９）ことから，健康行動及び危険行動とストレスには

相互に関連性がみられる可能性がある．

一方，筆者らは保健行動の実現に関連する要因として

認知的スキル２０）に着目している．認知的スキルとは，行

動を実現する上で必要な物の考え方やコミュニケーショ

ンなど主に認知的な心の働きが重要な役割を果たしてい

るスキルのことをいう．筆者らは，自分が望む行動を実

現する上で有効であり，またいろいろな行動場面で活用

可能な一般性の高い認知的スキルを自己管理スキルと呼

び，これらのスキルの豊富さを測るものとして自己管理

スキル尺度２１）を開発した．自己管理スキルが豊富なもの

ほど禁煙に成功した２１）ことや，自己管理スキルが豊富な

糖尿病患者ほど適切な健康行動がとれている２２）ことが示

され，多くの研究により自己管理スキルと健康行動との

関連が明らかにされている２３）２４）．また，認知的スキルは

保健学習にも活用され，望ましい性行動の選択やストレ

ス対処にも貢献する可能性が示されている２５）２６）．

そこで，本研究では高校生の健康行動及び危険行動と

自己管理スキル，ストレス反応及び学校生活満足度との

関連を検討し，高校生の健康行動と危険行動に関わる要

因を明らかにすることを目的とした．

�．方 法

１．調査の対象と方法

研究の対象は，都市部にある高校一校に在籍する１年

生２４０人，２年生２３６人，３年生２３２人合計７０８人（男子２８３

人，女子４２５人）のうち回答拒否２４人，回答漏れ８６人，

当日欠席１０名を除いた５８８人（男子２１７人，女子３７１人），

全体の８３．１％である．対象校は，住宅地の中にあり比較

的落ち着いた環境にある全日制普通科高校である．調査

は，自記式質問紙調査票を用いて無記名で行い，２００９年

７月に実施した．倫理的配慮として，教職員や調査参加

者には調査の目的を文書で説明し同意を得ている．また

調査に協力するかしないかは自由であると説明し，調査

票には回答拒否を意思表示できる欄を設けた．また，記

入後には封筒に入れ封をさせ，秘密の保持に留意した．

２．質問紙調査の内容

高校生の健康行動及び危険行動，自己管理スキル，ス

トレス反応及び学校生活満足度に関する調査内容は以下

の通りである．

１）高校生の健康行動及び危険行動

高校生の健康行動については，ブレスローの健康習

慣２７）の項目を参考に１０の質問項目を作成した．「７時間

以上の睡眠をとる」（睡眠）「朝食をほとんど毎日食べる」

（朝食）「昼食をほとんど全部食べる」（昼食）「夕食を

ほとんど毎日食べる」（夕食）「間食や夜食をほとんど食

べない」（間食）「清涼飲料水をほとんど飲まない」（清

涼飲料水）「体育以外の運動をする」（体育以外の運動）

「適正な体重を保つことに気をつけている」（適正な体

重を保つ）「部活動をする」（部活動）「自宅での勉強を

する」（自宅での勉強）である．

危険行動については，法律や社会的慣習などの社会規

範に違反する反社会的な行動と，本人の健康や健全な発

達を妨げる非社会的で自己破壊的な行動２８）について９の

質問項目を作成した．反社会的行動についての質問項目

は，「タバコを吸ったことがある」（喫煙），「お酒（ビー

ル，チュウハイ，日本酒など）を飲んだことがある」（飲

酒），「薬物（シンナー，大麻など）を使用したことがあ

る」（薬物）などを挙げた．非社会的で自己破壊的な行

動についての質問項目は，ウォルシュの直接的および間

接的に傷つける行為２８）を参考にして「カッターや針で身

体に傷をつけるなど故意に自分の身体に傷をつけたこと

がある」（自傷行為），「市販または医師から処方された

薬を多量に飲んだことがある」（過量服薬）」，「太ること

が嫌で故意に食後に吐いたことがある」（自己誘発嘔吐），

「インターネットのサイトで知り合った人に会いにいく，

異性に声をかけられよく知らない人の車に乗るなど，危

ない目に遭う可能性が高い行動をとったことがある」（状

況的危険行動），「ヘルメットをかぶらずにバイクを運転

する，安全を確認せずに自転車で猛スピードをだし交差

点を渡るなど，大きなけがや事故を引き起こす可能性が

高い行動をとったことがある」（身体的危険行動），「避

妊をしないで性交する，知り合って間もない人と性交す

るなど，危ない性行動をとったことがある」（性的危険

行動）などを挙げた．なお，質問項目の内容については，

高等学校教員，臨床心理士，研究者等で検討し，高校生

の危険行動を示す妥当な内容であることを予備調査で確

認した．

２）自己管理スキル

自己管理スキルは，筆者らが作成した自己管理スキル

尺度２１）を用いてスキルの豊富さを測定した．自己管理ス

キル尺度は，自己管理に関わる認知的スキルを測定して

おり，「何かをしようとするときには，十分に情報を収

集する（順項目）」「難しいことをするときに，できない

かもしれないと考えてしまう（逆項目）」など１０項目が
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ある．尺度の得点の範囲は１０点から４０点までで，得点の

高いものほど自己管理のスキルが豊富であることを意味

する．

３）ストレス反応

三浦らが作成したストレス反応測定尺度２９）を用いて，

心理的，身体的ストレス反応の表出の高さを測定した．

ストレス反応測定尺度は「悲しい，さみしい気持ちだ」

などの抑うつ・不安，「いらいらする，いかりを感じる」

などの不機嫌・怒り，「勉強が手につかない，ひとつの

ことに集中することができない」などの無気力，「頭痛

がする，体がだるい」などの身体的反応などの心理的・

身体的ストレス反応の表出の高さを測定している．尺度

の得点の範囲は０点から６０点までで，得点の高いものほ

どストレス反応の表出が高いことを意味する．

４）学校生活満足度

学校生活における充実感や不適応感など生徒の心の内

面に焦点をあてた学校生活での満足感を測定するため，

河村が作成した学校生活満足度尺度３０）を用いて測定した．

この尺度は，「私は勉強や運動，特技やひょうきんさな

どで友人から認められていると思う」「学校内で自分を

認めてくれる先生がいると思う」など高校生が自分の存

在や行動を級友や教師から承認されているか否かを示す

承認得点と，「私はクラスの人から無視されることがあ

る」「私はクラスや部活でからかわれたりバカにされる

ようなことがある」などのいじめや冷やかしの有無や，

「私はクラスにいるときや部活をしているとき，まわり

の目が気になって不安や緊張感を覚える」など不適応感

があるか否かを示す被侵害・不適応得点の２つの得点か

ら構成されている．尺度の得点はそれぞれ１０点から５０点

までで，承認得点は得点が高いものほど，自分の存在を

級友や教師から承認されていると感じていることを示し，

被侵害・不適応得点は得点が高いものほどいじめやわる

ふざけなどの被害を受けている可能性や，不適応感が高

いことを示している．

３．分析方法

調査集計と統計解析にはSPSS for Windows Ver.１４．０

を用いた．健康行動及び危険行動についての回答は，健

康行動をとっているか否か，危険行動を経験したことが

あるか否かの二値に分けて分析した．各項目における男

女の割合の比較はχ２検定を利用した．また，自己管理

スキル，学校生活満足度の承認，被侵害・不適応の男女

の平均値の差の検定にはｔ検定を用いた．さらに健康行

動，危険行動については，ロジスティック回帰分析を

行った．

�．結 果

１．高校生の健康行動及び危険行動についての実態

高校生の健康行動や危険行動について全体及び男女別

に示したものは表１の通りである．健康行動について，

夕食をほとんど毎日食べる，昼食をほとんど全部食べる，

朝食をほとんど毎日食べると回答するものは多く，およ

そ８割から９割の高校生が行っていた．また，およそ５

割から７割の高校生が行っている行動は，適正な体重を

保つことに気をつけている，部活動をする，体育以外の

運動をする，自宅での勉強をするであった．その他の間

食や夜食をほとんど食べない，清涼飲料水をほとんど飲

まない，７時間以上の睡眠をとると回答したものは少な

く，２割に満たなかった．危険行動について，最も多く

およそ５割の高校生が経験したことがある行動は飲酒で

あった．その他，１割から２割の高校生が経験したこと

がある行動は，身体的危険行動，自傷行為，喫煙であっ

た．状況的危険行動，過量服薬，性的危険行動，自己誘

発嘔吐，薬物などを経験したことがあるものは１割に満

たなかった．性別にみると，男子は女子に比べて，朝食

を毎日食べていない，清涼飲料水を飲む，体育以外での

運動をしている，適正な体重を保つことに気をつけてい

ない，部活動をしている，喫煙や身体的危険行動を経験

したものが多いなど，男女間に有意な差が見られた．

２．自己管理スキル，ストレス反応，学校生活での承認

及び学校生活での被侵害・不適応についての実態

自己管理スキル尺度の得点，ストレス反応測定尺度の

得点，学校生活満足度尺度の承認得点，学校生活満足度

尺度の被侵害・不適応得点の全体及び男女別に示したも

のは表２の通りである．自己管理スキル尺度の得点，ス

トレス反応測定尺度の得点，学校生活満足度尺度の承認

得点には差が見られなかったが，学校生活満足度尺度の

被侵害・不適応得点は男子の方が高く有意な差が見られ

た．

３．自己管理スキル，ストレス反応，学校生活での承認

及び学校生活での被侵害・不適応と健康行動及び危険

行動の出現との関連

自己管理スキル，ストレス反応，学校生活での承認及

び学校生活での被侵害・不適応が健康行動や危険行動の

出現にどのように関連しているのかを検討するため，自

己管理スキル，ストレス反応，学校生活満足度の承認，

学校生活満足度の被侵害・不適応を独立変数，健康行動，

危険行動を従属変数としたロジスティック回帰分析を

行った（表３，４）．健康行動については，健康行動を

とっていないと回答した群の自己管理スキル，ストレス

反応，学校生活満足度の承認，学校生活満足度の被侵

害・不適応を１とし，健康行動をとっていると回答した

群のオッズ比及び９５％信頼区間を算出した．危険行動で

は，危険行動の経験がないと回答した群の自己管理スキ

ル，ストレス反応，学校生活満足度の承認，学校生活満

足度の被侵害・不適応を１とし，危険行動の経験がある

と回答した群のオッズ比及び９５％信頼区間を算出した．

その結果，健康行動において男子では，間食をしない，

清涼飲料水を飲まない，適正な体重を保つことに気をつ

けているものほど自己管理スキルが高いこと，朝食を毎

日食べるものほどストレス反応の表出が低いこと，部活
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表１ 高校生の健康行動及び危険行動の性別比較（％）

項 目 カテゴリ
男子
ｎ＝２１７

女子
ｎ＝３７１

計
ｎ＝５８８

χ２値

１ 睡眠
１ ７時間未満 １８３（８４．３） ３２０（８６．３） ５０３（８５．５）

０．４０
２ ７時間以上 ３４（１５．７） ５１（１３．７） ８５（１４．５）

２ 朝食
１ 食べない ５６（２５．８） ６４（１７．３） １２０（２０．４）

６．１７＊
２ 食べる １６１（７４．２） ３０７（８２．７） ４６８（７９．６）

３ 昼食
１ 食べない ２６（１２．０） ３５（９．４） ６１（１０．４）

０．９５
２ 食べる １９１（８８．０） ３３６（９０．６） ５２７（８９．６）

４ 夕食
１ 食べない ９（４．１） ３０（８．１） ３９（６．６）

３．４３
２ 食べる ２０８（９５．９） ３４１（９１．９） ５４９（９３．４）

５ 間食
１ 食べる １７４（８０．２） ３０５（８２．２） ４７９（８１．５）

０．３７
２ 食べない ４３（１９．８） ６６（１７．８） １０９（１８．５）

６ 清涼飲料水
１ 飲む ２０２（９３．１） ２８８（７７．６） ４９０（８３．３）

２３．５６＊＊＊
２ 飲まない １５（６．９） ８３（２２．４） ９８（１６．７）

７ 体育以外の運動
１ しない ７０（３２．３） １９９（５３．６） ２６９（４５．７）

２５．２１＊＊＊
２ している １４７（６７．７） １７２（４６．４） ３１９（５４．３）

８ 適正な体重を保つ
１ 気をつけない ９７（４４．７） ９２（２４．８） １８９（３２．１）

２４．８６＊＊＊
２ 気をつける １２０（５５．３） ２７９（７５．２） ３９９（６７．９）

９ 部活動
１ しない ８２（３７．８） １８４（４９．６） ２６６（４５．２）

７．７０＊＊
２ している １３５（６２．２） １８７（５０．４） ３２２（５４．８）

１０ 自宅での勉強
１ しない １０５（４８．４） １９３（５２．０） ２９８（５０．７）

０．７２
２ する １１２（５１．６） １７８（４８．０） ２９０（４９．３）

１１ 喫煙
１ なし １８４（８４．８） ３３６（９０．６） ５２０（８８．４）

４．４６＊
２ あり ３３（１５．２） ３５（９．４） ６８（１１．６）

１２ 飲酒
１ なし ９８（４５．２） １８１（４８．８） ２７９（４７．４）

０．７２
２ あり １１９（５４．８） １９０（５１．２） ３０９（５２．６）

１３ 薬物
１ なし ２１３（９８．２） ３６８（９９．２） ５８１（９８．８）

１．２４
２ あり ４（１．８） ３（０．８） ７（１．２）

１４ 自傷行為
１ なし １９５（８９．９） ３１３（８４．４） ５０８（８６．４）

３．５１
２ あり ２２（１０．１） ５８（１５．６） ８０（１３．６）

１５ 過量服薬
１ なし １９６（９０．３） ３４０（９１．６） ５３６（９１．２）

０．２９
２ あり ２１（９．７） ３１（８．４） ５２（８．８）

１６ 自己誘発嘔吐
１ なし ２１０（９６．８） ３５５（９５．７） ５６５（９６．１）

０．４３
２ あり ７（３．２） １６（４．３） ２３（３．９）

１７ 状況的危険行動
１ なし ２０２（９３．１） ３３２（８９．５） ５３４（９０．８）

２．１２
２ あり １５（６．９） ３９（１０．５） ５４（９．２）

１８ 身体的危険行動
１ なし １６５（７６．０） ３１９（８６．０） ４８４（８２．３）

９．３０＊＊
２ あり ５２（２４．０） ５２（１４．０） １０４（１７．７）

１９ 性的危険行動
１ なし ２０５（９４．５） ３４３（９２．５） ５４８（９３．２）

０．８７
２ あり １２（５．５） ２８（７．５） ４０（６．８）

＊：ｐ＜０．０５ ＊＊：ｐ＜０．０１ ＊＊＊：ｐ＜０．００１

表２ 自己管理スキル尺度の得点，ストレス反応測定尺度の得点，学校生活満足度尺度の承認得点，学校生活満足度尺度の被

侵害・不適応得点の全体及び男女別得点

全体 ｎ＝５８８ 男子 ｎ＝２１７ 女子 ｎ＝３７１ ｔ値

自 己 管 理 ス キ ル ２４．９２±４．００ ２４．９６±３．８９ ２４．９０±４．０６ ０．１８

ス ト レ ス 反 応 １９．１８±１３．９４ １７．９５±１４．５４ １９．８９±１３．５４ １．６２

学校生活満足
承 認 ３０．０７±７．１６ ２９．６４±７．１８ ３０．３３±７．１４ １．１３

被侵害・不適応 １９．６５±７．４３ ２１．３１±７．７４ １８．６８±７．０８ ４．１９＊＊＊

＊＊＊：ｐ＜０．００１

２８７佐久間ほか：都市部の高校生における健康行動及び危険行動の要因



表３ 高校生男子の健康行動及び危険行動の有無による自己管理スキル，ストレス反応，学校生活満足度の承認，学校生活満

足度の被侵害・不適応のオッズ比

項 目 カテゴリ 自己管理スキル ストレス反応 承 認 被侵害・不適応

１ 睡眠
１ ７時間未満 １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ ７時間以上 １．０１ ０．９０―１．１３ ０．９８ ０．９４―１．０１ １．０１ ０．９５―１．０７ ０．９７ ０．９１―１．０２

２ 朝食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる １．０３ ０．９４―１．１３ ０．９７＊ ０．９５―０．９９ ０．９８ ０．９３―１．０３ ０．９９ ０．９５―１．０４

３ 昼食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる ０．９３ ０．８２―１．０５ ０．９８ ０．９５―１．０１ １．０１ ０．９５―１．０８ ０．９７ ０．９２―１．０３

４ 夕食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる １．１５ ０．９２―１．４３ ０．９６ ０．９１―１．０１ ９．４３ ０．８５―１．０４ ０．９３ ０．８６―１．０２

５ 間食
１ 食べる １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べない １．１４＊＊ １．０３―１．２７ １．０１ ０．９８―１．０３ ０．９６ ０．９１―１．０１ １．００ ０．９５―１．０５

６ 清涼飲料

水

１ 飲む １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 飲まない １．２１＊ １．０２―１．４２ １．００ ０．９６―１．０５ １．０３ ０．９５―１．１２ １．０１ ０．９３―１．０９

７ 体育以外

の運動

１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ している ０．９９ ０．９１―１．０８ ０．９７ ０．９５―１．００ １．０４ ０．９９―１．１０ １．００ ０．９６―１．０５

８ 適正な体

重を保つ

１ 気をつけない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 気をつける １．１０＊ １．０１―１．２０ １．００ ０．９８―１．０２ １．０３ ０．９９―１．０８ ０．９９ ０．９５―１．０３

９ 部活動
１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ している ０．９７ ０．８９―１．０５ ０．９８ ０．９６―１．００ １．０６＊ １．０１―１．１１ １．０５＊ １．００―１．０９

１０ 自宅での

勉強

１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ する １．０５ ０．９７―１．１４ ０．９８ ０．９６―１．００ １．０３ ０．９８―１．０７ １．０３ ０．９９―１．０８

１１ 喫煙
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９６ ０．８６―１．０８ １．０３＊ １．００―１．０６ ０．９９ ０．９３―１．０５ １．０１ ０．９６―１．０７

１２ 飲酒
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９７ ０．８９―１．０５ １．０２ １．００―１．０４ １．０４ ０．９９―１．０８ ０．９８ ０．９４―１．０１

１３ 薬物
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．８４ ０．６１―１．１６ １．０８ ０．９９―１．１８ １．００ ０．８６―１．１７ １．００ ０．８９―１．１２

１４ 自傷行為
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９５ ０．８３―１．１０ １．０５＊＊ １．０１―１．０９ ０．９９ ０．９２―１．０６ １．００ ０．９４―１．０６

１５ 過量服薬
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９５ ０．８２―１．０９ １．０４＊＊ １．０１―１．０８ １．０２ ０．９５―１．１０ ０．９９ ０．９３―１．０５

１６ 自己誘発

嘔吐

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９０ ０．７０―１．１５ １．０８＊＊ １．０２―１．１５ １．１２ ０．９８―１．２７ １．００ ０．９１―１．１０

１７ 状況的危

険行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．０２ ０．８７―１．２０ １．０５＊＊ １．０１―１．１０ １．０５ ０．９７―１．１５ １．０１ ０．９４―１．０８

１８ 身体的危

険行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９９ ０．９０―１．０９ １．０３＊＊ １．０１―１．０６ １．０４ ０．９８―１．０９ ０．９７ ０．９３―１．０２

１９ 性的危険

行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９３ ０．７７―１．１２ １．０９＊＊＊ １．０４―１．１５ １．１０ ０．９９―１．２２ ０．９５ ０．８８―１．０３

＊：ｐ＜０．０５ ＊＊：ｐ＜０．０１ ＊＊＊：ｐ＜０．００１

２８８ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



表４ 高校生女子の健康行動及び危険行動の有無による自己管理スキル，ストレス反応，学校生活満足度の承認，学校生活満

足度の被侵害・不適応のオッズ比

項 目 カテゴリ 自己管理スキル ストレス反応 承 認 被侵害・不適応

１ 睡眠
１ ７時間未満 １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ ７時間以上 １．０１ ０．９３―１．１０ ０．９８ ０．９５―１．００ １．０１ ０．９６―１．０６ ０．９９ ０．９４―１．０４

２ 朝食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる ０．９９ ０．９２―１．０７ ０．９６＊＊ ０．９４―０．９８ ０．９７ ０．９３―１．０１ １．００ ０．９５―１．０４

３ 昼食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる ０．９８ ０．８９―１．０８ ０．９８ ０．９５―１．０１ １．０１ ０．９６―１．０６ １．００ ０．９４―１．０５

４ 夕食
１ 食べない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べる ０．９２ ０．８３―１．０２ ０．９８ ０．９５―１．０１ １．００ ０．９４―１．０６ ０．９６ ０．９１―１．０２

５ 間食
１ 食べる １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 食べない １．０７ ０．９９―１．１５ ０．９８ ０．９５―１．００ ０．９８ ０．９３―１．０２ ０．９６ ０．９２―１．０１

６ 清涼飲料

水

１ 飲む １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 飲まない １．０２ ０．９５―１．０９ ０．９７ ０．９５―１．００ ０．９５＊ ０．９１―０．９８ １．０１ ０．９７―１．０５

７ 体育以外

の運動

１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ している １．０６＊ １．００―１．１３ １．００ ０．９８―１．０２ １．０２ ０．９９―１．０６ ０．９７ ０．９４―１．０１

８ 適正な体

重を保つ

１ 気をつけない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ 気をつける １．１２＊＊＊ １．０５―１．２１ １．０１ ０．９９―１．０３ １．０１ ０．９７―１．０５ ０．９９ ０．９５―１．０３

９ 部活動
１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ している １．０３ ０．９７―１．０９ ０．９９ ０．９７―１．０１ ０．９９ ０．９６―１．０３ １．０２ ０．９９―１．０６

１０ 自宅での

勉強

１ しない １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ する １．１６＊＊＊ １．０８―１．２３ ０．９８ ０．９６―１．００ １．００ ０．９６―１．０３ １．００ ０．９６―１．０３

１１ 喫煙
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．０１ ０．９１―１．１１ １．０４＊＊ １．０１―１．０７ １．０１ ０．９６―１．０６ ０．９３＊ ０．８７―０．９９

１２ 飲酒
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９２＊＊ ０．８７―０．９８ １．０２＊＊ １．００―１．０４ １．０５＊＊＊ １．０２―１．０９ ０．９８ ０．９４―１．０１

１３ 薬物
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．１４ ０．８３―１．５６ ０．９７ ０．８９―１．０６ ０．９４ ０．７９―１．１１ １．１４ ０．９８―１．３２

１４ 自傷行為
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．０３ ０．９５―１．１２ １．０７＊＊＊ １．０４―１．０９ ０．９７ ０．９３―１．０１ ０．９９ ０．９４―１．０４

１５ 過量服薬
１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．０２ ０．９２―１．１４ １．０４＊＊ １．０１―１．０８ １．０２ ０．９６―１．０７ １．０４ ０．９９―１．１１

１６ 自己誘発

嘔吐

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．１３ ０．９７―１．３１ １．１１＊＊＊ １．０６―１．１７ １．０６ ０．９８―１．１５ ０．９２ ０．８４―１．０１

１７ 状況的危

険行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９９ ０．９０―１．０９ １．０３＊ １．００―１．０６ １．０６＊ １．０１―１．１１ １．０２ ０．９７―１．０８

１８ 身体的危

険行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり ０．９６ ０．８８―１．０４ １．０３＊ １．００―１．０５ １．０１ ０．９７―１．０６ １．０１ ０．９７―１．０６

１９ 性的危険

行動

１ なし １．００ ― １．００ ― １．００ ― １．００ ―

２ あり １．０５ ０．９３―１．１７ １．０５＊＊＊ １．０２―１．０９ １．０１ ０．９６―１．０７ １．０２ ０．９６―１．０８

＊：ｐ＜０．０５ ＊＊：ｐ＜０．０１ ＊＊＊：ｐ＜０．００１

２８９佐久間ほか：都市部の高校生における健康行動及び危険行動の要因



動をしているものほど学校生活で承認される傾向や侵害

される傾向にあることが示された．女子では，体育以外

の運動をしている，適正な体重を保つことに気をつけて

いる，自宅での勉強をしているものほど自己管理スキル

が高いことや，朝食を毎日食べるものほどストレス反応

が低いこと，清涼飲料水を飲まないものほど学校生活で

承認されていない傾向にあることが示された．危険行動

において男子では，喫煙，自傷行為，過量服薬，自己誘

発嘔吐，状況的危険行動，身体的危険行動，性的危険行

動などの経験があるものほど，女子では喫煙，飲酒，自

傷行為，過量服薬，自己誘発嘔吐，状況的危険行動，身

体的危険行動，性的危険行動などの経験があるものほど

ストレス反応を高く表出する傾向が示された．また，女

子においては飲酒の経験があるものほど自己管理スキル

が低いことや，飲酒や状況的危険行動の経験があるもの

ほど学校生活で承認される傾向にあること，喫煙の経験

があるものほど学校生活で侵害されない傾向にあること

が示された．

�．考 察

１．高校生の健康行動と危険行動の実態

健康行動について，平成１８年度児童生徒の健康状態

サーベイランス事業報告書２）によると，高校生の平均睡

眠時間は６時間２５分であり，睡眠時間の平均が７時間を

下回っていた．高校生の睡眠時間が年々短くなっている

ことが報告されているが，研究対象校でも７時間以上の

睡眠をとっているものは少なく，十分な睡眠時間がとれ

ていないことが示されている．食習慣については，多く

のものが夕食をほぼ毎日とり，昼食を食べることは良い

傾向であるといえるが，朝食の欠食率が２割であること

や間食や清涼飲料水などの摂取率が高いことは問題であ

る．また，およそ半数のものが，体育以外で運動をして

いないことから，日常の生活のなかでの運動をする習慣

が少ないことが懸念される．これらの朝食の欠食や運動

不足，睡眠不足などの問題は，全国調査２）と同じ傾向が

みられており，研究対象校においても高校生の健康行動

は好ましい傾向とはいえないことが考えられる．

高校生における危険行動は，喫煙，飲酒などの反社会

的行動が今までの主流であったが，たばこの自動販売機

に成人識別機能が導入されたことや，コンビニエンスス

トアやスーパーなどでの未成年者に対するたばこや酒類

の販売の自粛により，若者の喫煙率や飲酒率の減少がみ

られるようになった４）．研究対象校において，飲酒を経

験したものは多いものの喫煙などの反社会的な危険行動

を経験したものは少なく，喫煙より自傷行為などの非社

会的な危険行動を経験したものの方が上回るという傾向

が示されている．このような非社会的な危険行動は，イ

ンターネットや携帯電話の普及，マスメディアからの影

響などにより増えていることが考えられる．例えば自傷

行為や過量服薬についての体験がインターネットのブロ

グや本に掲載されることにより，多くの高校生が影響を

受けている３１）ことや，携帯電話におけるコミュニティサ

イトの普及でネットを通じて知り合った人と会う機会が

増え，犯罪に巻き込まれるケースが増加している３２）こと

などである．またマスメディアの影響で若者の痩身志向

が強まり，それが食べ吐きなどの過激なダイエットにつ

ながり，摂食障害などの病的な状態に陥る１１）ことなども

指摘されている．さらに，これらのことは若者を取り巻

く環境の変化だけではなく，高校生の心身の健康問題が

多様化しており心に関する問題を抱えているものが多

い１２）ことなども原因の一つだといえる．全国の高校生を

対象にした危険行動に関する調査３３）において，多くの高

校生が飲酒，喫煙などの危険行動を経験していることや

自傷行動などの課題が深刻であることが示されている．

研究対象校においても，飲酒行動などを多くのものが経

験していたことや，自傷行為，過量服薬，摂食障害的な

行動を経験したものも少なくない状況であることから，

望ましくない傾向にあることが考えられる．

２．高校生の健康行動と危険行動に関わる要因

高校生の健康行動と関連がみられる要因は，男子にお

いては自己管理スキル，ストレス反応，学校生活満足度

の承認及び学校生活満足度の被侵害・不適応であり，女

子においては自己管理スキル，ストレス反応，学校生活

満足度の承認であった．

高校生の健康行動と自己管理スキルとの関連では，適

正な体重，間食行動，運動習慣，自宅での学習において，

よりよい健康行動をとるものほど自己管理スキルが高い

という傾向が見られた．このことから自己管理スキルは

高校生の健康行動においては，適正な体重を保つなどの

健康行動に貢献している可能性が考えられる．例えば，

適正な体重を保つため減量を行う際に，あまり考えもせ

ず意気込みだけで始めると，無理をしすぎることや持続

できないなどで失敗することが多い．しかし，さまざま

な選択肢の中から自分にあった方法を選び，具体的な目

標を設定することや，体重を記録して結果を次の行動に

活かすことなど観察・制御対象がスキル使用者の外的世

界であるベーシック認知的スキル３４）の「問題解決的に取

り組むスキル」を適用することや，できないかもしれな

いという否定的な考えに対して自分自身を励ますなど観

察・制御対象がスキル使用者の内的世界であるメタ認知

的スキル３４）の「否定的思考をコントロールするスキル」

を適用することで減量を成功させるなど，認知的スキル

の活用により適正体重を保つなどの健康行動が実現する

可能性が高まる３５）３６）ことが考えられる．

また，健康行動とストレス反応との関連では，男女と

もに朝食を毎日摂るものは，そうでないものに比べ，ス

トレス反応の表出が低い傾向がみられた．小，中学生を

対象にした研究において，朝食の欠食と心の健康度の低

下には有意な関連がみられている３７）．本研究においても

高校生において朝食を欠食しないものはストレスの表出
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が低いことより，朝食を毎日摂取するなどの家庭環境は，

ストレスを低減させ心の健康度を高める可能性があるこ

となどが考えられる．さらに健康行動と学校生活の満足

度との関連では，男子においては，部活動に参加してい

るものほど，周りのものから認められていると感じたり，

侵害されていると感じる傾向がみられた．高校生活の充

実感について行った調査によると，男子は女子に比べ部

活動をしている時に学校生活での満足を感じるものが多

いことや，部活動で得られるものとして友人と答えてい

る３８）３９）ことから，男子は部活動を行う中で，友人や教師

から認められていると感じていることが考えられる．ま

た，部活動には，仲間や先輩との上下関係の厳しさがあ

る３９）ことから，部活動を行うものは行わないものに比べ，

侵害されていると感じることも多いことが推察される．

高校生の危険行動と関連がみられた要因は，男子はス

トレス反応であり，女子はストレス反応，自己管理スキ

ル，学校生活満足度の承認及び学校生活満足度の被侵

害・不適応であった．

危険行動とストレス反応について，男子においては飲

酒，薬物を除く，すべての危険行動とストレス反応との

間に，女子においては，薬物を除く，すべての危険行動

とストレス反応との間に関連がみられており，これらの

危険行動をとるものほどストレス反応の表出が高い傾向

にあることが示された．今までの研究や事例において，

思春期の喫煙，飲酒，薬物乱用の予測因子として抑うつ

症状が有効である１７）ことや，若年女性における自傷行為

は抑うつと不安に関連性がみられる１０）こと，摂食障害は

ストレスが食べ吐きという食行動異常として現れる１１）こ

と，若者の間に不安感情の軽減を目的に，市販薬や処方

薬を過量摂取する方法がとられている３１）ことなど，危険

行動とストレスとの関連性が示されている．本研究にお

いても，多くの危険行動とストレス反応との間に関連が

あることが示されており，特に自己誘発嘔吐や自傷行為，

過量服薬，性的危険行動などの非社会的な危険行動を行

うものは，飲酒や喫煙，薬物などの反社会的な危険行動

を行うものより，さらに高いストレス反応を表出するこ

とが認められている．ホートンらは，自分を傷つける青

少年は，問題を認識して言語化する能力を欠いており，

ストレスへの対処が不十分であることから不適切な行動

をとっている１０）ことなどを指摘している．また，自傷行

為などの非社会的な危険行動は，一時的にはその場の不

快な感情を治めても，その効果は持続されずさらに重篤

な行為に及ぶことや，このような対処行動を繰り返すこ

とによって，次第にストレス耐性が低下する３１）ことなど

も示されている．これらのことから危険行動を行う高校

生は，ストレスが高まる状況において適切な対処行動を

とれずに危険行動を行っていることや，これらの危険行

動を繰り返すことで，さらにストレス反応を高く表出す

る可能性があるといえる．

また，女子において危険行動と関連がみられた要因は，

学校生活満足度と自己管理スキルであり，飲酒行動と状

況的危険行動をするものほど友人に認められていると感

じる傾向や，飲酒行動を行うものほど自己管理スキルが

低いという傾向がみられている．飲酒行動についての全

国調査４０）では，高校生の飲酒が，クラス会や打ち上げ，

誰かの部屋で仲間と飲むと回答するものが多いことから，

友人とのコミュニケーションのひとつであることが示さ

れている．高校生の女子の友だち関係の特徴は，クラス

内でグループを作り，そのなかで深くかかわり，グルー

プのなかでは同じような行動をとることが求められるな

どの同調圧力があることが指摘されている４１）４２）．そのた

め友だちとのコミュニケーションを深めるための飲酒経

験があるものほど，ないものに比べ友だちが多いと感じ

ていることが考えられる．また，女子で飲酒行動をとる

ものほど自己管理スキルが低い傾向がみられているのは，

結果を予測した上で行動を選択するなどのベーシック認

知的スキルである「問題解決的に取り組むスキル」や，

たとえ断ったとしても嫌われることはないと考えるメタ

認知的スキルである「否定的思考をコントロールするス

キル」などの認知的スキル３６）の不足により，飲酒を勧め

る友達からの影響に適切に対処できないことなどが考え

られる．

また，インターネットで知り合った人に実際に会うな

どの状況的危険行動をとるものほど，友人から認められ

ていると感じる傾向がみられることから，女子において

これらの行動は同じグループの中で認知されている可能

性が考えられる．警視庁の調査４３）によると，女子高校生

の２割がインターネットの出会い系サイトにアクセスし

た経験があり，そのうち半数が実際に会っていることが

示されている．また，利用に関して特に問題を感じてい

ないと回答しているものが多いことから，高校生がイン

ターネットを通じて知り合った人と，実際に会う危険性

に対する意識の低さが窺える．そのうえ利用のきっかけ

は，友だちが多く利用している４４）ということから，サイ

トの利用には友だち関係が大きな影響を与えている可能

性もある．これらのことから，サイトの危険性を低く見

積もる女子のグループ内では危険な行動は認知され，さ

らに同じような行動をとることによって，グループ内の

友だちからは認められていると感じる可能性があること

が推察される．

３．自己管理スキルが高校生の健康行動の促進や危険行

動の防止に果たす役割

松本ら３１）は，飲酒，喫煙，薬物乱用，自傷行為，過量

服薬，摂食障害などの，さまざまな危険な行動によって

自らの健康を損ない脅かす行動のことを一括して「故意

に自分の健康を害する」症候群と呼んでいる．自傷行為

は，直接的に故意に自分を傷つける行動であることや，

処方薬や市販薬の過量摂取や，飲酒，喫煙，薬物乱用，

過食嘔吐は，繰り返すことにより長期的に弊害が体に蓄

積することから，自分の健康を損なう行動である．また，
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さまざまな性感染症にかかる可能性がある危険な性行動

や，インターネットで知り合った人に会うなど事件に巻

き込まれるような行動，事故をおこすような無謀な行動

も，自分の健康を守れない行動だと考えられている．そ

のことをふまえて高校生の健康行動の実現と危険行動の

防止に自己管理スキルはどのように貢献できるのかにつ

いて次のように考える．自己管理スキルは，健康教育に

おいて重要な意味をもつ自己を管理する認知的スキルで

あることから，健康でありたいと望んでいる場合には，

それを実現するためにスキルは有効に働くことが考えら

れる．しかし，多くの危険行動と自己管理スキルには関

連性がみられなかったことから，危険行動など故意に自

分の健康を害する行動を無意識的にでも自分で選んで実

行している場合には，自己管理スキルは直接的に働きか

けることは少ないことが考えられる．

今回調査したなかでは，自己管理スキルは高校生の間

食行動，運動，体重管理などの健康行動には有益に働く

ものの，その他の健康行動とは関連が見られないことな

どが示された．さらに，先行研究において自己管理スキ

ルは高校生のストレス反応の低減に貢献する可能性が示

されていた２６）が，自己管理スキルと多くの危険行動の項

目には関連がみられないことから，自己管理スキルはス

トレス対処には有益に働くが，危険行動の防止に貢献す

るところまでには至らない可能性も示唆された．これら

のことから，自己管理スキルは習慣的で日常的な健康行

動には貢献するものの，頻度は少ないが一度でも経験す

ると大きな影響を及ぼす危険行動に関しては必ずしも貢

献しない可能性が考えられる．

本研究結果から，高校生の健康行動に関しては自己管

理に関わる認知的スキルを高めさせることや，危険行動

に関してはストレスに対して適切に対処する力を育てる

ことが重要であることが示唆された．今後はさらに他の

要因も含めて高校生の健康行動や危険行動との関連性を

検討し，健康行動の実現や危険行動の防止に貢献する包

括的なプログラムを開発し，実践，評価を行っていく必

要がある．

�．本研究の限界と今後の課題

本研究によって高校生の健康行動と危険行動に関連す

る要因が明らかになった．しかし対象が都市部の高校生

という限られたものであることから，今後は調査の対象

を広げて，本研究の妥当性を検証しなければならない．

また，危険行動はストレス反応と学校生活満足度との間

にも関連がみられていたが，本研究結果からは二つの要

因がどのように危険行動へ影響を及ぼしているのかにつ

いて明らかにすることはできなかった．今後は，高校生

の健康行動及び危険行動に関わる要因を明らかにし，健

康行動と危険行動に関わる要因の概念モデルを作成する

ことが課題であるといえる．

�．結 語

本研究では，高校生の健康行動や危険行動と自己管理

スキル，ストレス反応及び学校生活満足度との関連性を

検討し，高校生の健康行動と危険行動に関連する要因を

明らかにすることを目的とした．研究の対象は，都市部

にある高校一校に在籍する１年生２４０人，２年生２３６人，

３年生２３２人，合計７０８人（男子２８３人，女子４２５人）のう

ち回答拒否２４人，回答漏れ８６人，当日欠席１０名を除いた

５８８人（男子２１７人，女子３７１人），全体の８３．１％である．

研究の結果，今回調査したいくつかの健康行動の項目に

は自己管理スキルが関連しており，多くの危険行動の項

目にはストレス反応が関連していたことが明らかになっ

た．これらのことから，健康行動に関しては自己管理に

関わる認知的スキルを高めさせることや，危険行動に関

してはストレスに対して適切に対処する力をつけさせる

ことが重要である可能性が示された．

本研究は文部科学省の科学研究費補助金（課題番号
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�．はじめに

保健室は，学校保健安全法１）および学校教育法施行規

則２）に定められた学校内の施設である．２００９年より施行

された学校保健安全法では，養護教諭の役割や，保健室

機能が明確化され，学校保健活動の中核として位置づけ

されている．養護教諭が，学校保健活動の中核的な役割

を果たすためには，日常の救急処置，健康相談，健康診

断などに加え，学校内の教職員はもとより，学校外の組

織・機関とも連携を推進していく必要がある．養護教諭

の役割と保健室の機能は互いを規定し合っているもので

あり３）４），学校内で保健室の位置が適正であるかどうかは，

養護教諭の行う学校保健活動に大きな影響を与えると考

えられる．

「保健室の適正な位置」については，平成１９年に改定

された文部科学省の小学校施設整備計画５）において，保

健室の位置に関する指針があげられているが，その根拠

については明らかにしていない．これまで，保健室の適

正な位置に関しては，いくつかの意見はみられるもの

の６）７），研究としてはあまりなされていない．友定８）は，

保健指導や健康相談などの活動を，保健室の「内」のみ

でなく，「外」につなぐ機能としても捉え，保健室を学

校の健康文化活動の充実をはかる空間と考えていく必要

性を述べている．白石９）は，救急処置重視型と相談活動

重視型の養護教諭では，保健室の位置に対する考えに差

があり，養護教諭が重視する機能の差異によっても適正

な位置の評価が異なる可能性を述べている．斉藤ら１０）は，

養護教諭の相談活動を校種間で比較調査した結果，学年

が上がるに従って相談活動が有意に高くなっていたと報

告している．これらの先行研究から，校種間で養護教諭

の職務内容には違いがあると考えられ，養護教諭から見

た「保健室の適正な位置」についても校種間で異なる可

能性がある．

学校建築は一度建てられると長期にわたり維持される

養護教諭による小学校の保健室の位置の評価

石 塚 智惠子＊１，２，井 上 文 夫＊２

＊１，２京都市立東山小学校
＊２京都教育大学大学院教科教育専攻保健体育専修

Evaluation of the Location of School Health Rooms in Elementary Schools by Yogo Teachers

Chieko Ishizuka＊１，２ Fumio Inoue＊２

＊１，２Kyoto Municipal Higashiyama Elementary School
＊２Graduate School of Health and Physical Education, Kyoto University of Education

The purpose of this study was to examine the consciousness of Yogo teachers for evaluating the appropri-

ate location of school health room in relation to its function.

Questionnaires concerning the location of the school health room were sent to all of１９４Yogo teachers of

elementary schools in Kyoto City and answers were obtained from９７of them. Every school health room was

located on the first floor.８９．７％ of school health rooms were located on the same floor, and７４．２％ were in

the same buildings as the teachers’room.４３％ of Yogo teachers judged the location of their school health

rooms as appropriate, and２９％ of them judged as neutral, and２７％ of them judged as inappropriate. Easy ac-

cess of other teachers and easy observation of children by Yogo teachers were chosen as important points.

Four factors（needs for closeness to every place; close cooperation with other teachers; children’s conven-

ience; and closeness to children）were extracted from the １３ viewpoints of evaluation. The most time-

consuming work of Yogo teachers was first-aid for sick and hurt children, followed by health consultation and

health information. The comparison of the score of each factor among different viewpoint of their function re-

sulted in no significant difference. In the free description part of the questionnaire, school health rooms dis-

tant from the teachers’room or the playground were judged as inappropriate. Analysis of ground plans

showed appropriate health rooms were close to teachers’room and faced the playground. The importance of

the need for closeness to every place and close cooperation with other teachers was confirmed by the analy-

sis of interviews with Yogo teachers. In sum, the viewpoint of Yogo teachers, the main constituents managing

school health rooms, should be considered for the evaluation of school health room location.

Key words：yogo teacher, school health room, location, function, evaluation

養護教諭，保健室，位置，機能，評価
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ため，設計の段階で適正な位置を決めなければならない．

全国の小中学校で戦後建築された学校の多くは，建築後

多くの年数を経過しており，改築の時期を迎えている６）．

また，文部科学省では，少子化を主な理由として公立小

中学校の統廃合を促進する方針を固め，中教審に審議を

要請している１１）．この様な学校建築の変革期に，より一

層充実した教育的機能を保健室が果たすため，現在の学

校の保健室の位置を養護教諭がどのように評価している

かを明らかにすることは，今後，新築，改築時に各校の

養護教諭が保健室の位置について提案する際に大きな参

考資料となる．本研究の目的は養護教諭が保健室の適正

な位置を評価する視点を明らかにし，今後保健室の位置

評価を行う際の資料とすることである．

�．方 法

１．質問紙調査

２００７年４月現在京都市の小学校に勤務するすべての養

護教諭１９４人を対象として，郵送法による質問紙調査を

実施した．実施時期は２００７年７月９日～３１日であった．

質問紙の内容は，�対象者の属性（５項目）�勤務校の

概要と児童の保健室の利用状況（８項目）�勤務校の保

健室の概要（５項目）�歴任校の保健室の概要（９項目）

�保健室の機能と位置についての評価（３項目）�位置

の評価に関する自由記述とした．保健室の機能について

は，日本学校保健会の「養護教諭の専門性と保健室の機

能を生かした保健室経営の進め方」１２）から保健室の機能

の９項目を，保健室の位置の評価には表１に示したよう

に文部科学省の小学校施設整備計画５）に示された５項目

の基準をもとに，学校現場の具体的な実状にあわせて著

者らが作成した１３の評価項目を用いた．また，養護教諭

の評価の視点を明らかにするため，それら１３の評価項目

の重要度について因子分析を行った．質問紙調査で得ら

れた結果を補強するため，以下の平面図調査とインタ

ビュー調査を行った．

２．平面図調査

質問紙調査で過去・現在をあわせて２人以上の養護教

諭から適切と評価された学校を適切評価校とし，同様に

２人以上の養護教諭から不適切と評価された学校を不適

切評価校としたところ，適切評価校は１２校，不適切評価

校は６校であった．そのうち平面図が入手できたのは，

適切評価校９校と不適切評価校５校であった．この１４校

の平面図について検討を行った．

３．インタビュー調査

質問紙調査の結果，２人以上から不適切と評価された

学校のうち，勤務経験者が最も多かったＡ校勤務経験者

４人を対象としてインタビュー調査を実施した．インタ

ビュー内容は「保健室の位置を評価する１３の評価項目の

中にＡ校の保健室の位置を不適切と判断する項目はあっ

たか」，「保健室の機能を発揮するために，具体的に位置

の影響があったか」などの調査項目を設定した．

４．分析方法

� 質問紙調査：集計結果については，統計パッケージ

SPSS１１．５ for Windowsを用いて分析した．位置の重

要度に関係すると考えられる項目についてはクロス集

計を行った．クロス表の検定にはχ２検定あるいは

Fisherの正確確率検定１３）を用いた．因子分析には主因

子法を用い，初期の固有値が１以上のものについてバ

リマックス回転を行った．各因子の回答の選択肢にお

いて，良いほうが高得点となるように点数をつけて，

因子ごとの合計得点を算出した．得点の平均値の差の

検定には，２群間ではWilcoxon検定，３群以上では

Kruskal-Wallis検定を用い，いずれもｐ＜０．０５を有意

とした．自由記述については，記述内容を適切，不適

切に分けた後，その理由を列挙し，表１の１３の評価項

目に該当するものがあるかどうかを確認した．

� 平面図調査：平面図上の保健室の長径を１単位とし，

保健室から各施設（職員室，運動場，体育館，トイレ，

プール，相談室）までの，平面図上の通常移動経路を

保健室の長径の単位に換算し，適切評価校と不適切評

価校の２群間で比較した（Wilcoxon検定）．なお，隣

接施設は０．５単位とした．また，保健室が職員室等の

設置されている管理棟に含まれているかどうか，保健

室から運動場が観察できるかどうかを調査した．さら

に，校舎の築年数を京都市立学校沿革史１４）より調査し，

適切，不適切間での比較をｔ検定で行った．

� インタビュー調査：川喜多１５），宮内１６）らによるKJ法

の手順にのっとり，会話の順序に応じて番号をつけ，

文意を損なわないようにその内容を１枚のカードにし，

２次資料として，合計４０枚のカードを作成した．そこ

から同じ内容のカードを集め，小グループを作り，そ

表１ 保健室の位置の評価項目＊

１．静かで良好な日照，採光，通風などの環境が得られる

位置

２．運動場や体育館（講堂）との連絡がよい位置

３．相談室に近い位置

４．救急車が容易に近づける位置

５．職員室から近い位置

６．トイレが使いやすい位置

７．児童が日常移動する時，目にとまりやすい位置

８．児童が日常移動する時，立ち寄りやすい位置

９．プールとの連絡がよい位置

１０．教職員が日常移動する時，立ち寄りやすい位置

１１．教職員が日常移動する時，児童の利用状況が目にとま

りやすい位置

１２．普通教室に近い位置

１３．運動場，校庭など休み時間の子ども達の姿が観察でき

る位置

＊文部科学省の小学校施設整備計画５）に示された５項目の基準

をもとに，学校現場の具体的な実状にあわせて著者らが作成

した．
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のグループに小見出しをつけた．小見出しのついたグ

ループ間の関連性を考え，さらにグループ編成を繰り

返し，そのグループに大見出しをつけ，グループ間の

因果関係を考えていった．このような手順の上，Ａ校

勤務経験者４人の保健室の位置評価の観点の背景を

KJ図解に表した．

５．倫理的配慮

質問紙調査については文書により，インタビュー調査

については口頭により，本調査結果を本研究以外の目的

に使用しないこと，匿名性を保持することを説明し，前

者については回答が得られたことを同意とし，後者につ

いては口頭による同意を得た．

�．結 果

１．質問紙調査

１）回答者と勤務校の概要について

京都市内の公立小学校の全養護教諭１９４人のうち９７人

から回答が得られた（回答率５０％）．

年齢では４０歳以上が７４．２％を占め，１人配置は８５．６％，

中学校勤務経験のあるものが３６．１％であった．勤務校の

児童数は平均４９３人（１６～１，００７人）であり，特別支援学

級（京都市では育成学級と呼ぶ）は９２．８％に設置されて

いた．表２に示すように，保健室の来室者は，けがによ

るものが６～２０人，体調不良によるものが１０人以下，相

談によるものは５人以下の学校が多かった．

２）保健室の位置について

保健室はすべての学校で１階に設置されており，保健

室と職員室が同じ建物は７２校（７４．２％）であり，同じ階

は８７校（８９．７％）であった．現在勤務校における保健室

の位置の適切評価は，「適切である」４１校（４３．２％），「ど

ちらともいえない」２８校（２９．３％），「不適切である」２６

校（２７．４％）であった．保健室と職員室が同じ建物にあ

る場合は「適切である」，異なる場合は「不適切である」

の評価が多く（ｐ＜０．０５），保健室と職員室の階が別の

場合は，「不適切である」という評価が多く見られた

（ｐ＜０．０１）（表３）．

養護教諭による１３の評価項目の重要度の回答を表４に

示す．静かで良好な環境，職員室から近い，運動場や体

育館が近い，子どもの姿が観察できるなどの項目が重要

と回答する率が高かった．

表５に示すように，中学校勤務経験のある養護教諭で

は，保健室が職員室（ｐ＜０．０５）や普通教室（ｐ＜０．０５）

に近いことを重要と考えていない傾向が見られた．また，

勤務校数の多い養護教諭ほど保健室と職員室の近接を重

要（ｐ＜０．０１）と考えていた．特別支援学級設置校の養

護教諭は，「職員室が近いこと」「児童の保健室の利用状

況が教職員の目にとまりやすいこと」を重要と考えてい

た（ｐ＜０．０５）．

保健室の９つの機能のうち，最も時間を費やすものは，

表６に示すように，けがや病気の救急処置と回答した者

が６０．０％，健康相談活動と回答した者が１８．９％，情報収

集管理（健康情報収集，健康診断，健康課題把握，健康

教育推進のための調査をあわせたもの）と回答した者が

２１．１％であった．

保健室の位置を評価する１３項目の評価を主因子法によ

り因子分析し，バリマックス回転した結果，４つの因子

が抽出された．第１因子は「近接のニーズ」，第２因子

は「教職員との連携」，第３因子は「子ども達の利便性」，

第４因子は「子ども達との近接」と解釈され，各因子の

寄与率は２２．２２％，１１．４２％，７．６６％，４．１２％であった

（表７）．この因子別の合計得点を，養護教諭の年齢階

級，勤務校数，保健室の位置の評価，保健室の機能（救

急対応，相談活動，その他の３つに分類）で費やす時間

の多いもの別に比較したが，いずれにおいても有意差は

認められなかった（表８）．しかし，表５でもみられた

ように，中学校経験者では子どもとの近接を重視しない

傾向がみられ，特別支援学級設置校の方が教職員との連

携を重視する結果となった．

３）自由記述による適切評価の分析

９７名の回答のうち，３３名（３４％）から適切評価，３７名

（３１．８％）から不適切評価の理由記述が得られた．適切

と評価された保健室は，表１の「７．児童が日常移動す

る時，目にとまりやすい位置」，「８．児童が日常移動す

表２ 来室理由別一日の保健室来室人数の分布

来 室 理 由
１ 日 来 室 者 数

５ 人 以 下 ６ ～１０人 １１～２０人 ２１人 以 上 合 計 欠 損 値

け が ９（９．３％） ３５（３６．１％） ３４（３５．１％） １３（１３．４％） ９１（１００％） ６

体 調 不 良 ３８（３９．２％） ３９（４０．２％） １２（１２．４％） ２（２．１％） ９１（１００％） ６

相 談 ４７（４８．５％） ２９（２９．９％） １１（１１．３％） ２（２．０％） ８９（１００％） ８

表３ 保健室と職員室の設置場所と評価との関係

保健室と

職員室

保健室の評価
Fisher正確

確率検定適切
どちらとも

いえない
不適切

建物
同一 ３７ ２０ １２ χ２＝１７．６８

別 ３ ７ １４ ｐ＜０．０１

階
同一 ４０ ２５ １８ χ２＝１５．９９

別 ０ ２ ８ ｐ＜０．０１

欠損値 ４

２９７石塚ほか：養護教諭による小学校の保健室の位置の評価



る時，立ち寄りやすい位置」，「１０．教職員が日常移動す

る時，立ち寄りやすい位置」，「１１．教職員が日常移動す

る時，児童の利用状況が目にとまりやすい位置」の４項

目が当てはまったものが多かった．この中の１０校の保健

室は，管理棟や教室棟の中心部に配置されていた．また，

不適切の自由記述の３７校の内訳は，保健室と職員室の

「設置階が異なる」８校，「棟が異なる」９校，「階も棟

も異なる」１校であり，「職員室から遠い（離れている）」

７校で，合計２５校（５８．１％）が職員室との関係によるも

のであった．その他は，「教室から遠い（離れている）」

６校，「運動場から遠い（離れている）」６校，「その他」

６校であった．適切評価の自由記述と異なり，「職員室

が遠い（保健室が孤立している）」「運動場が遠い・見え

ない」という理由のみで不適切と評価しており，評価項

表４ 養護教諭による評価項目の重要度の評価の割合（％）

評 価 項 目 重 要 どちらかといえば重要 あまり重要でない 重要でない

静かで良好な環境 ８３．２ １６．８ ０ ０

運動場や体育館が近い ６９．８ ２６．０ ４．２ ０

相談室に近い ２７．１ ５４．２ １７．７ １．０

救急車が近づける ４６．２ ４４．１ ７．５ ２．２

職員室から近い ７１．９ ２５．０ ３．１ ０

トイレが使いやすい ６１．５ ３５．４ ２．１ １．０

児童の目にとまりやすい ４７．９ ３８．５ １２．５ １．０

児童が立ち寄りやすい ５９．４ ３１．３ ９．４ ０

プールが近い ３３．７ ５２．６ １１．５ ２．１

教職員が立ち寄りやすい ５４．２ ４１．７ ４．２ ０

教職員の目にとまりやすい ５６．８ ４０．０ ３．２ ０

普通教室に近い ３２．６ ４９．５ １３．７ ４．２

子どもの姿が観察できる ６４．２ ３１．６ ４．２ ０

表５ 養護教諭の校種別経験・勤務校数と職員室や教室からの保健室の位置の重要性

保健室の位置 養護教諭の経験など

重要度の意識
Fisher正確

確率検定
欠損値

重 要
どちらかと

いえば重要

あまり重要

でない
重要でない

職員室が近い 中学校経験
あり ８ １８ ８ ３ χ２＝９．７１

３
なし ２３ ２９ ５ ０ ｐ＜０．０５

教室が近い 中学校経験
あり ２２ １４ ２ ０ χ２＝５．９１

２
なし ４６ １０ １ ０ ｐ＜０．０５

職員室が近い 勤 務 校 数

１―２ １９ １０ １ ０ χ２＝１２．２８

２３―４ １６ １０ ２ ０ ｐ＜０．０１

５―８ ３４ ３ ０ ０

教室が近い 勤 務 校 数

１―２ ９ １４ ４ ３ χ２＝７．２１

３３―４ １０ １１ ６ １ ｐ＝０．３３２

５―８ １２ ２１ ３ ０

職員室が近い 特別支援学級
あり ６７ ２０ ２ ０ χ２＝８．１０

１
なし ２ ４ １ ７ ｐ＜０．０５

教職員の目にとま

りやすい
特別支援学級

あり ５３ ３３ ２ ０ χ２＝７．２４
２

なし １ ５ １ ０ ｐ＜０．０５

表６ 最も職務に充てる時間の長い保健室機能

番号 項 目 人数 割合

１ 健康診断・発育測定 ６ ６．３％

２ 個人及び集団の健康課題を把握 ４ ４．２％

３ 健康情報の収集，活用，発信，管理 ８ ８．４％

４ 疾病や感染症の予防と管理 ０ ０％

５ 児童生徒の保健指導，健康相談 １８ １８．９％

６ けがや病気の児童を休養させ救急処置 ５７ ６０．０％

７ 児童の委員会活動 ０ ０％

８ 健康教育推進のための調査 ２ ２．１％

９ 組織活動の中心機関の役割 ０ ０％

欠損値 ２
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目が２つ以上重複（重複回答校数は７校）するものは少

なかった．

２．平面図調査について

保健室と運動場の距離は，不適切評価校では，適切校

評価校に比べ有意に離れていた（ｐ＜０．０５）が，職員室，

体育館，トイレ，プールについて有意差はみられなかっ

た（表９）．築年数についても，適切校（３１．８±１４．８年）

と不適切校（３９．８±２５．３年）で有意差は見られなかった．

適切評価校では，すべての保健室が職員室と同じ建物

にあり，７校の保健室が運動場に面していた．不適切評

価校では，３校が保健室と職員室の建物または階が異

なっていた（表１０）．

表７ 保健室の位置評価の１３の評価項目の因子分析（主因子法，バリマックス回転）

１３の評価項目 因 子

評価項目
の番号

内 容 １ ２ ３ ４ 共通性

４ 救急車が容易に近づける位置 ０．７５４ －０．２０４ ０．１１５ －０．１１５ ０．６３７
９ プールとの連絡がよい位置 ０．７０２ ０．２１４ ０．１３６ －０．２０６ ０．５９９
２ 運動場や体育館との連絡がよい位置 ０．６１８ ０．１０２ ０．０８９ －０．２５ ０．４０１
３ 相談室に近い位置 ０．５１２ －０．０２１ ０．０２２ ０．０３３ ０．２６４
６ トイレが使いやすい位置 ０．４００ ０．２０２ ０．０４８ ０．０４９ ０．２０５
１１ 教職員が日常移動する時，児童の利用状況が目にとまりやすい位置 －０．０１５ ０．８６３ ０．０４５ －０．１８ ０．７７９
１０ 教職員が日常移動する時，立ち寄りやすい位置 ０．０２９ ０．６４７ ０．１８１ ０．０８６ ０．４５９
５ 職員室から近い位置 ０．３３５ ０．４５１ ０．０６７ ０．２１９ ０．３６９
８ 児童が日常移動する時，立ち寄りやすい位置 ０．００２ ０．１３１ ０．７６３ －０．０３６ ０．６０１
７ 児童が日常移動する時，目にとまりやすい位置 ０．０９２ ０．０２１ ０．６３８ ０．０７３ ０．４２２
１３ 運動場，校庭など休み時間の子ども達の姿が観察できる位置 ０．３３６ ０．２４２ ０．４４７ ０．２１８ ０．４１９
１２ 普通教室に近い位置 ０．２４３ ０．２７９ ０．３４３ ０．５０３ ０．５０７
１ 静かで良好な日照，採光，通風などの環境が得られる位置 ０．１８３ ０．０６０ －０．００２ －０．４５８ ０．２４７

初 期 の 固 有 値 ３．４１ １．９４ １．４６ １．１４
寄 与 率 ２２．２２ １１．４２ ７．６６ ４．１２
累 積 寄 与 率 ２２．２２ ３３．６４ ４１．３０ ４５．４６

表８ ４因子の合計得点と養護教諭の特性との関連

比 較 項 目 人数
得点の平均値（標準偏差）

近接ニーズ 教職員との連携 子どもの利便性 子どもとの近接 欠損値

養護教諭の

年齢

２０―３９歳 ２５ １７．０（２．３）

ｐ＝０．６３５

１０．８（１．２）

ｐ＝０．８４３

１０．４（１．６）

ｐ＝０．６２４

９．１（１．１）

ｐ＝０．７１６ １４０―４９歳 ４３ １６．９（２．５） １０．７（１．３） １０．６（１．４） ９．３（０．９）

５０―６０歳 ２８ １６．８（２．３） １０．６（１．２） １０．２（１．７） ９．４（０．９）

養護教諭の

勤務校数

１―２校 ３１ １７．３（２．３）

ｐ＝０．２２７

１０．７（１．３）

ｐ＝０．９１８

１０．０（１．８）

ｐ＝０．１８７

９．０（１．０）

ｐ＝０．２３７ １３―４校 ２８ １６．７（２．８） １０．７（１．３） １０．９（１．２） ９．３（０．９）

５―８校 ３７ １６．６（２．０） １０．８（１．２） １０．４（１．６） ９．５（０．８）

現在の保健

室の評価

適切 ４０ １６．４（２．４）

ｐ＝０．１１９

１０．９（１．２）

ｐ＝０．３８７

１０．４（１．７）

ｐ＝０．４８１

９．２（０．９）

ｐ＝０．３３９ ５どちらともいえない ２８ １６．８（２．３） １０．６（１．３） １０．２（１．４） ９．２（１．０）

不適切 ２６ １７．４（２．１） １０．８（１．３） １０．７（１．４） ９．５（１．０）

時間を要す

る保健室機

能

救急処置 ５７ １６．６（２．３）

ｐ＝０．２０４

１０．７（１．３）

ｐ＝０．６６０

１０．４（１．４）

ｐ＝０．２４８

９．２（１．０）

ｐ＝０．８８９ ２相談活動 １８ １７．７（１．５） １０．９（１．３） １０．８（１．７） ９．４（０．９）

健康情報 ２２ １６．７（２．８） １０．７（１．２） １０．２（１．８） ９．３（０．８）

中学校勤務

の経験

あり ３８ １６．７（２．７）
ｐ＝０．６２９

１０．５（１．４）
ｐ＝０．１８５

１０．２（１．６）
ｐ＝０．１３６

９．０（０．９）
ｐ＝０．０２＊ ３

なし ５７ １６．９（２．０） １０．９（１．２） １０．６（１．５） ９．５（０．８）

特別支援学

級の有無

あり ９０ １６．９（２．２）
ｐ＝０．６３１

１０．８（１．２）
ｐ＝０．０２＊

１０．４（１．６）
ｐ＝０．４４５

９．３（０．９）
ｐ＝０．６３９ ２

なし ７ １６．０（３．４） ９．６（１．２） １０．１（１．２） ９．１（１．２）

上段３項目はKruskal-Wallis検定，下段２項目はWilcoxon検定を用いた

表９ 適切校と不適切校間の保健室から各施設への換算距離

の比較

施設 評 価 ｎ
平均値

（標準偏差）
最小―最大

漸近有意
確率＊

職員室
適 切 校 ９ １．７（１．４） ０．５―５．０

０．６８５
不適切校 ５ ２．８（２．９） ０．５―７．５

運動場
適 切 校 ９ １．０（０．９） ０．５―３．０

０．０１０
不適切校 ５ ３．６（２．１） １．５―５．５

体育館
適 切 校 ９ ４．９（２．３） ２．５―１０．０

０．４９７
不適切校 ５ ５．９（２．４） ４．０―１０．０

トイレ
適 切 校 ９ １．３（０．８） ０．５―３．０

０．１７４
不適切校 ５ ２．２（１．４） ０．５―４．０

プール
適 切 校 ９ ７．９（３．５） ３．５―１３．５

０．１８６
不適切校 ５ １１．８（６．０） ６．５―２２．０

＊Wilcoxon検定

２９９石塚ほか：養護教諭による小学校の保健室の位置の評価



３．インタビュー調査について

調査対象者４名（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）は，Ａ校勤務時の

年齢はそれぞれ異なるものの，勤務経験が２４年以上，年

代が５０歳代前半から６０歳代までという共通したプロ

フィールであった．うち１名（Ｃ）は中学校勤務の後，

初めてＡ校で小学校勤務を経験した点が，その他の調査

対象者と異なっていた．

図１にインタビューから得られた４名の評価観点を示

す．運動場，プールと保健室が離れ，子どもたちの観察

ができず，救急救命機能を発揮しにくい点が共通の不適

切評価項目として挙げられた．しかし，保健室が職員室

に隣接していることが，担任と連携が取りやすい（Ｂ），

担任も健康情報をよく見ている（Ａ），などの適切評価

があり，さらに，子どもたちとの近接が取りにくい反面，

子どもたちが保健室の前を往来することが少なく，保健

室登校や来室児童のプライバシーが守られる点が適切評

価となっており（Ａ），これらの適切評価は不適切評価

の部分をかなり緩和していた．

�．考 察

１．保健室利用と養護教諭の業務について

今回の調査では，保健室の利用状況は，１日の来室者

からみると，約８割の学校では「けが」が６～２０人，「体

調不良」，「相談」は各１０人までであり，合計すると１０～

表１０ 平面図から見た適切評価校，不適切評価校の概要

評 価 番号 職員室の建物
運動場との

位置関係

運動場が観

察できるか

管理棟との

位置関係
建築年 そ の 他

適 切

１ 同じ 面している できる 管理棟内 １９７３

２ 同じ 面している できる 管理棟内 １９５６

３ 同じ 面している できる 管理棟内 １９７６

４ 同じ 面している できる 管理棟内 １９８６

５ 同じ 面している できる 管理棟内 １９８０

６ 同じ 面してない できる 管理棟内 １９７７

７ 同じ 面している できる 管理棟内 １９３８

８ 同じ 面している できる 管理棟内 １９８９

９ 同じ 面してない できない 管理棟内 １９６８

不 適 切

１０ 異なる 離れている できない 別棟 １９１０

１１ 異なる 離れている できない 別棟 １９７７ 普通教室隣接

１２ 同じ 離れている できない 管理棟内 １９６８ インタビュー調査対象

１３ 異なる 離れている できない 別棟 ２０００ 特別教室棟

１４ 同じ（別階） 離れている できない 管理棟内 １９７２ １９９４年リフォーム

図１ Ａ校勤務養護教諭４名の保健室の位置評価の観点
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４０人程度であり，日本学校保健会の保健室利用状況調査

に関する報告書１７）の小学校で１日平均来室者数３０．３人，

最近の文部科学省の学校保健・安全部会の資料１８）の４１人

とほぼ一致した結果であった．文部科学省の資料では，

１人あたりの平均時間は１１分であることから，養護教諭

は１日に４５０分（７．５時間）を来室者への対応に充ててい

ることになる．日本学校保健会により示された保健室の

機能として，表６に示す９つが挙げられており１２），多く

の場合１人の養護教諭がこれらすべての機能を担当しな

ければならない．

今回の調査で，保健室機能のうち最も職務に充てる時

間の長いものとして，けがや病気の児童を休養させ救急

処置をするが６０％を占め，児童生徒の保健指導，健康相

談は１９％であり，その他の健康情報収集，健康診断，健

康課題把握，健康教育推進のための調査などを合わせた

もの（これらは情報収集管理としてまとめることができ

る）が２１％であった．ほとんどの小学校の保健室では来

室者の対応に追われていることから，他の機能に費やす

時間が不足している可能性が考えられ，来室者への対応

を行いながら同時に行わざるを得ない機能があるのが実

情と考えられる．保健室登校も小学校で２５．５％にあった

と報告されており１９），さらに養護教諭による保健授業の

機会は以前より増加していると推測される．また，保健

主事としての業務を行う養護教諭も小学校では３０％程度

あると報告されている．今回，学校保健安全法により，

保健室や養護教諭の果たす役割が明確にされたことは評

価できるが，今後，国はその役割を行いうるさまざまな

環境を保障していく必要があり，保健室の位置もその環

境の重要な１つと考えられる．

２．保健室の位置とその評価

今回の調査では，保健室はすべて１階に位置し，「す

べての保健室が１階にある」とする白石ら２０）の研究と同

じ結果であった．これは，保健室の機能が救急救命を最

優先すると捉えられた結果と考えられる．しかし，保健

室の評価項目のうち，「救急車が近づきやすい」「プール

との連絡がよい」などの救急救命に関するものについて

の養護教諭の評価は，重要度の割合の７位，８位と下位

であった．また，「保健室と職員室の建物が異なる」「階

が異なる」場合は，不適切と評価していること，平面図

調査で，適切評価校はすべて保健室と職員室が同じ建物

内にあり，保健室が管理棟内にグルーピングされていた

ことから，職員室との近接が重視されていることが明ら

かとなった．さらに，運動場に面している７校が適切と

評価されていた．運動場との近接について，保健室と運

動場等各施設間の距離の比較から不適切評価校の距離が

大きいことが示された．すなわち，保健室は職員室と同

じ管理棟にあり，運動場に面していることが評価の高い

理由となっていた．ただ，今回の養護教諭の「適切」，

「不適切」の評価について考えてみると，きわめて主観

的なものであり，客観的に様々な要素についてチェック

した結果ではない．従って，客観性の乏しい評価と考え

られるが，一方で日常業務を行う上で障害となった様々

な経験に基づいたものでもある．そして，そういった評

価の理由についても，質問紙の記述やインタビューから

も汲み取ることができる．今後，日常業務での具体的，

客観的な評価リストを作成していく必要がある．

長倉２１）は，学校建築に関する基本的な機能が生かしき

れてない事例が多い状況にあったとして「開かれた学校

の計画」の中で，「日常の校内動線上で学校のいろいろ

な部分（状況）が教職員の視野の中に入ってくること」，

「学校管理用諸室は，グルーピングされていること」「保

健室は，体育ゾーンの近くに位置し，運動場から直接入

れること，車がアプローチできること」などを配置計画

のチェックリスト項目として挙げている．

今回の平面図調査からも，長倉と同様，運動場に面し，

学校管理用諸室の中に保健室がグルーピングされている

（保健室が管理棟の中に位置する）保健室は，その位置

が適切であると評価され，反対に，この条件が満たされ

ない保健室の位置は，不適切と評価されていた．しかし，

今回の調査で，「日常の校内動線上で学校のいろいろな

部分（状況）が教職員の視野の中に入ってくること」と

「学校管理用諸室の中に保健室をグルーピングすること

（保健室が管理棟に位置する）」，「保健室の位置が体育

ゾーンに隣接する」という条件を満たすことは容易でな

いことが明らかになった．

３．保健室の位置評価の視点

それでは養護教諭はどのような視点から保健室の位置

評価を行っているのであろうか？

保健室の位置を評価する１３の評価項目を因子分析した

結果，４つの因子，第１因子「近接のニーズ」，第２因

子「教職員との連携」，第３因子「子どもたちの利便性」，

第４因子「子どもたちとの近接」が抽出された．

第１因子「近接のニーズ」としては，けがや病気など

の児童等に対する救急対応の機能に対して，「救急車が

近づきやすい位置」，「プールとの連絡がよい位置」，「運

動場や体育館との連絡がよい位置」の３項目が挙げられ

た．一方，第４因子「子どもたちとの近接」は「普通教

室に近い位置」と「静かで良好な環境」（マイナスの寄

与）の２項目が挙げられ，子どもたちと近いことは静か

で良好な環境と相反するという養護教諭の意識の表れと

考えることができる．「静かで良好な環境」が重要度の

割合において１位であったが，因子分析からはその根拠

は十分汲み取れなかった．おそらく，救急救命が最優先

であるものの，頻度から考えた場合，毎日の学校生活の

中で，保健室が自然環境を取り入れ，子どもたちが過ご

しやすい位置にあることを第１に考えた評価であろうと

推察される．さらに，保健室が隣接する有人施設の割合

は，白石ら２０）の調査に比べると半数であった．健康診断

の実施や保健室休養児童に静かな環境を提供するため隣

接施設に有人施設を配置していない結果と推察できる．

３０１石塚ほか：養護教諭による小学校の保健室の位置の評価



普通教室の近くに保健室が位置することは，児童の様子

を観察して対応できるという利点と，保健室が静かな環

境にあるというニーズが相反している．「保健室が普通

教室の近くに位置することが重要である」とする回答が

低かったことも推察の根拠である．

第２因子「教職員との連携」としては，「教職員が日

常移動する時，児童の利用状況が目にとまりやすい位

置」，「教職員が日常移動する時，立ち寄りやすい位置」，

「職員室から近い位置」の３項目が挙げられた．さらに，

「保健室と職員室の建物が異なる」「階が異なる」場合

は，不適切と評価していること，勤務校が多い養護教諭

ほど，保健室と職員室が近接していることを重要と考え

ていたことから，担任をはじめとする教職員との連携を

多くの養護教諭が重要と考えていることが明らかとなっ

た．

第３因子「子どもたちの利便性」として，「児童が日

常移動する時，立ち寄りやすい位置，「児童が日常移動

する時，目にとまりやすい位置」「運動場，校庭など休

み時間の子どもたちの姿が観察できる位置」の３項目が

挙げられた．保健室が，来室児の対応と支援のための指

導に機能していることからも，子どもたちが，立ち寄り

やすい位置，目にとまりやすい位置に保健室があること

が，子どもの利便性を担保することになる．

今回，自由記述で，適切と評価される保健室の位置は，

共通した評価項目が満たされていることが明らかになっ

た．すなわち，適切と評価された１０校の保健室は，管理

棟や教室棟の中心部に位置し，「児童が日常移動する時，

目にとまりやすい位置」，「児童が日常移動する時，立ち

寄りやすい位置」，「教職員が日常移動する時，立ち寄り

やすい位置」，「教職員が日常移動する時，児童の利用状

況が目にとまりやすい位置」という４つの評価項目が満

たされていた．大嶺２２）は，統計的有意差は得られなかっ

たが，養護教諭は，保健室が建物の中央に位置している

場合は，適切と評価していると分析している．逆に，保

健室の位置を不適切と評価する条件の一つに，子どもた

ちの動線が保健室まで伸びてこないとことを挙げ，今回

の調査で重要度の割合が１位となった静かで良好な環境

が満たされても，子どもたちの動線が保健室まで伸びて

こない場合は，適切評価にならないと述べている．

すなわち「児童が日常移動する時，目にとまりやすい

位置」，「児童が日常移動する時，立ち寄りやすい位置」，

「教職員が日常移動する時，立ち寄りやすい位置」，「教

職員が日常移動する時，児童の利用状況が目にとまりや

すい位置」の４つの項目は，保健室の位置を評価するに

は重要なポイントと考えられる．

インタビューから得られた４名の養護教諭のＡ校の保

健室の評価では，運動場，プールと保健室が離れ，子ど

もたちの観察ができず，救急救命機能を発揮しにくい点

が共通の不適切評価項目として挙げられた．しかし，保

健室が職員室に隣接していることが，担任と連携が取り

やすい（Ｂ），担任も健康情報をよく見ている（Ａ），な

どの適切評価があり，さらに，子どもたちとの近接が取

りにくい反面，子どもたちが保健室の前を往来すること

が少なく，保健室登校や来室児童のプライバシーが守ら

れる点が適切評価となっており（Ａ），これらの適切評

価は不適切評価の部分をかなり緩和しており，「それは

それなり」の評価であった．

Ａ校勤務歴４名の内，１名の中学校勤務歴を有する養

護教諭（Ｃ）は，子どもたちが保健室へ行くことを担任

がプラスに捉えられるかどうかにも関係する，メインス

トリートに保健室があると，子どもたちの様子がつかみ

やすいことが支持されていると思うが，学校全体で子ど

もたちを見ていこうということに価値がおかれているの

かどうかが問題であるという中学校勤務経験者の視点か

ら意見を述べていた．今回の質問紙調査でも，中学校勤

務経験者は，保健室が職員室や普通教室に近いことを重

要と考えていない者が多く，今回のインタビュー調査結

果との関連性が認められた．森田２３）が，生徒指導におい

て「可視性」が強く要求される中学校において，保健室

が唯一の避難場所や離脱空間として「適度な不可視性」

として機能する役割を論じていることからも，小学校と

中学校での保健室の位置の評価の違いの要因と考えられ

た．

インタビュー対象者４名が，保健室の位置の１３の評価

項目の内，「重要である」と同じ回答していたのは「職

員室が近い」「教職員が日常移動する時，立ち寄りやす

い位置」という教職員との連携を評価する２項目のみで

あり，さらに保健室の機能では，４名の回答がすべて分

かれた．これらから，養護教諭は，保健室の位置を多面

的，総合的に評価していることが理解できる．いずれに

せよ，小学校では救急の対処や安静児童のケアをしつつ，

相談活動を行い，教職員との連携，児童の健康観察，学

校保健活動などを並行して行わざるを得ないことが，今

回の結果につながったと考えられ，あらためて保健室の

位置の重要性が確認された．

「保健室の救急救命機能が十分に発揮できない」とす

るＡ校の保健室の位置の不適切評価は，保健室が職員室

に隣接されている位置関係によって十分緩和していると

考えられた．小学校では，担任１人が学習面，生活面と

子どもたちの学校生活のすべてを文字通り担っており，

このため小学校では，特に職員室（教職員）との連携（近

接）が重要となるのではないかと考えられた．

大嶺２２）は，保健室の位置の評価は，職員室，運動場，

トイレなどと保健室の位置の関係，子どもたちの校舎内

の動線，自然環境という３つの側面の相互関係によって

決まってくると考察しており，この研究では，総合評価

を特に左右する項目を選定できなかったと述べている．

McKibbenら２４）は，保健室に相当するナーシングオ

フィスの配置や設計について，ナーシングオフィスが建

物のすべてのエリアにアクセスしやすく出来ていること
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が重要と指摘し，これは，「保健室が，管理棟や教室棟

の中心部に位置している」ことに共通している．さらに，

設計や建築の過程でスクールナースが意見を述べること

の重要性を指摘しているが，わが国でも養護教諭の意見

が設計に十分反映されるような仕組みが望まれる．

４．研究の限界と今後の課題

今回の研究では，質問紙の回収率が５０％であり，半数

の養護教諭の考えが反映されない結果となった．また平

面図調査については，各校の校舎平面図の入手が難しく，

特に建築設計の図面の閲覧の許可が得られず，一部の学

校のみの調査となった点が今後の課題となった．

２０１１年から，文部科学省が方針を固め中教審に審議を

要請中である小中一貫校での教育１１）が，著者の勤務校で

も開始される．６歳から１３歳までが学校生活をおくる小

中一貫校では，小学校では職員室（教職員）との連携（近

接）を重要としながら，中学校は，生徒指導において「可

視性」が強く要求され，保健室が唯一の避難場所や離脱

空間として「適度な不可視性」として機能する役割を森

田２３）が論じているように，校種でまとめることができな

い小学校と中学校での保健室の位置の評価の違いが，本

研究でも明らかとなった．本研究では，調査対象を小学

校に限定して行った．しかし，小中一貫校教育の推進に

伴い，今後校種を広げ，さらに小中一貫校という新たな

校種を含めた研究をしていくことが必要となる．さらに

養護教諭一人ひとりの保健室の位置の評価が，養護教諭

の勤務実績の中での実感をより客観的な評価基準となる

よう評価の根拠として明らかにし，保健室が児童，生徒

の教育を担保すべく機能するため，保健室の位置につい

て今後も研究し継続，発信し続けていくことが重要と考

えられた．

�．結 語

養護教諭が保健室機能を果たす上で重要と考える保健

室の位置の評価ポイントとして，救急処置や観察が容易

なために子どもの姿が見える（運動場，プールが近い）

ことに加え，教職員との連携がとりやすい（職員室が近

い，教職員が立ち寄りやすく，目にとまりやすい）こと

を重視する結果が得られ，そのためには保健室が学校の

中心部にあることが望ましいと考えていた．
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�．緒 言

NHK放送文化研究所の国民生活時間調査（２００５）１）に

よれば，１９７０年代以降，日本人の睡眠時間は約４０分間短

縮された．近年では，社会全体の生活の夜型化が進行し，

加えて塾や習い事，パソコンや携帯電話などの情報機器

の普及によって，児童生徒の睡眠時間はさらに短くなっ

ている．そして，睡眠不足に起因する眠気やだるさ，疲

労感などの不定愁訴を抱く生徒の増加が指摘されてい

る２―６）．また，睡眠不足の健康影響のみならず，就寝時刻

が遅く，睡眠時間が短い生徒ほど，学業成績が低い７）と

いう報告もなされている．特に，生徒が慢性的な睡眠不

足のため，授業中に居眠りをすることは，学習効率を妨

げ，基礎学力の定着に支障をきたす危険があると考えら

れる．

授業中の居眠りは，当該教科・科目への興味の度合い

や授業の理解度，前夜の睡眠不足等の理由によって，誰

もが体験することである．しかし，一過性とも思われる

居眠りが何らかの要因と背景によって日常化し，日中の

活動性を阻害して，健康状況の悪化や学力低下をもたら

すとするならば，学校保健における検討課題とすべきで

あると考えられる．

産業保健の分野では，作業中の居眠りが生命に関わる

重大事故につながることから，様々な対策が講じられて

いる８）９）．しかし，学校保健の分野では，居眠りについて

の研究は極めて少ない．そこで，本研究では，中学生の

授業中の居眠り（以下「居眠り」とする）の実態を調査

し，学業成績，自覚症状及び生活時間との関連について

検討したので報告する．

�．方 法

１．調査対象

岡山市内の公立中学校１校に在籍する中学１～２年生

４９０名（男子２４５名，女子２４５名）を調査対象とした．

２．調査時期

調査時期は，２００９年１月中旬であった．居眠り，生活

時間及び自覚症状に関する調査は，朝のホームルームを

利用して担任教諭が実施した．その際，１月上旬から２

ヶ月間を振り返って回答するように指示してもらった．

３．調査内容

１）居眠り及び生活時間に関する調査

調査項目は，居眠り，就寝時刻（Ａ：ふだんの就寝時

刻，Ｂ：就寝時刻が一定かどうかの程度），起床時刻，

睡眠時間，テレビ・ビデオ使用時間，パソコン・ゲーム

機使用時間，家庭での学習時間であった．それぞれの項

目ごとに３～４の選択肢を設けた．居眠りについては，

「なし」，「１～２回／週」，「３～４回／週」，「５回以上／

週」の中から選択してもらい，「１～２回／週」，「３～４

回／週」，「５回以上／週」と答えた者を，「居眠りあり」

として統合した．なお，居眠りについては，「机やいす

にもたれて，うとうとするなど，眠るつもりはないのに

つい眠ってしまったこと」と定義して用いることとし，

調査実施の際に，担任教諭に補足説明をしてもらった．

２）学業成績に関する調査

生徒の学業成績の評価については，平成１３年４月に，

中学校及び高等学校における指導要録の改善が実施され

た１０）．各教科の評定については，従来，目標に準拠した

評価を加味しつつ，集団に準拠した評価を行うこととし

中学生の授業中の居眠りと学業成績，自覚症状及び
生活時間との関連について
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ていたが，今回の指導要録の改善においては，学習指導

要領に示す基礎的・基本的な内容の確実な習得を図るな

どの観点から，学習指導要領に示す目標に照らして，そ

の実現状況を評価する「目標に準拠した評価」に改めら

れた．

児童生徒等を対象とした学力テストと朝食摂取，生活

時間などの個々の問題との関連を検討した研究によれば，

朝食をしっかり摂り，就寝時刻が早く，睡眠時間の長い

生徒はテストの成績が良いとされている１１―１４）．中学生の

ライフスタイル要因と学業成績との関連を検討するにあ

たって，先述の学力テストの結果は，特定の教科におけ

る１回のテストの結果に基づくものであり，１年間にわ

たる９教科の絶対評価に依拠した指標を用いる方が，よ

り総合的かつ信頼性の高い資料になると考えられる．し

たがって，本研究では，当該年度末の指導要録に記載さ

れた９教科の絶対評価の成績（以下，「学業成績」）を用

いることとした．

学業成績は，指導要録の「各教科の学習の記録」に記

載されたものから転記した．９教科（国語，社会，数学，

理科，音楽，美術，技術家庭，保健体育，英語）の評定

は，観点別学習状況の絶対評価に基づいて，予め校内で

定めた算定基準により１～５の５段階に整理されている．

５は「十分満足できると判断されるもののうち，特に高

い程度のもの」，４は「十分満足できると判断されるも

の」，３は「おおむね満足できると判断されるもの」，２

は「努力を要すると判断されるもの」，１は「一層努力

を要すると判断されるもの」である．本研究の分析にお

いては，各教科の評定を合計した９教科の総合評定と教

科別の評定を使用した．

３）自覚症状に関する調査

ふだんの自覚症状の調査には，新版「自覚症しらべ」

（産業疲労研究会）２５項目１５）を用いた．質問形式につい

ては，「ふだん，次のようなことがよくありますか」と

いうように修正を加えて実施し，各症状について「ある」

と答えた数の合計を「訴え数」とした．

４．資料の分析方法

資料の分析方法については，居眠りの有無別にみた学

業成績及び自覚症状の訴え数の比較には，対応のない場

合の平均値の差の検定（ｔ検定）を，居眠りの有無と生

活時間との関連については，クロス集計の後χ２検定を

行った．いずれも有意水準は，５％未満とした．

５．倫理的配慮

本研究では，生徒の学業成績を取り扱うため，個人情

報保護の観点から，得られた資料についてはプライバ

シーを厳正に守り，研究目的以外には決して使用しない

ことを調査開始前に学校管理者（学校長）に説明し，承

諾を得た．また，各クラスでの調査時において，データ

はコンピューターで一括して処理し，個人を特定できる

ような報告をしないことを生徒に十分に説明し，理解と

協力を求めた上で，調査に同意しない場合には拒否でき

ることを担任教諭から伝達してもらった．

�．結 果

１．授業中の居眠りの実態

表１に，居眠りの状況について示した．授業中に「居

眠りあり」と答えた生徒は，男子３２．７％，女子３１．４％（全

体で３２．０％）であり，性別による差異は認められなかっ

た．また，「あり」と答えた者の居眠り頻度の内訳は，

全体で「１～２回／週」が２４．３％，「３～４回／週」は４．７％，

「５回以上／週」は３．１％となっていた．

２．生活時間

表２に，生活時間についての性別比較を示した．就寝

時刻（Ａ），睡眠時間，パソコン・ゲーム機使用時間，

家庭での学習時間の４項目に有意な差がみられた．男子

は女子に比べて，就寝時刻が早い者，睡眠時間が長い者，

パソコン・ゲーム機使用時間が長い者，家庭での学習時

間が短い者が多くなっていた．

３．居眠りの有無別にみた学業成績の比較

表３に，居眠りの有無別にみた学業成績について示し

た．学業成績には，性差はみられたが，学年による差は

みられなかったので，ここでは，性別に分析することに

した．その結果，９教科の総合評定では，男子が，「居

眠りなし」３１．４±６．８（平均値±標準偏差），「居眠りあ

り」２６．２±６．３となり，同様に女子では，「居眠りなし」

３４．０±５．８，「居眠りあり」３０．０±６．８となり，群間に有

意差が認められた．また，教科ごとにみても，すべての

教科において，男女とも総合評定と同様の結果となり，

「居眠りなし」の者が，「居眠りあり」の者に比して学

業成績が良好であった．

４．居眠りの有無別にみた自覚症状の訴え数

表４に，居眠りの有無別にみた自覚症状の訴え数につ

いて示した．全体（２５項目）では，女子において，「居

眠りあり」の者が「居眠りなし」の者に比べて，訴え数

が有意に多くなっていた．症状群別にみると，男子では，

�群「ねむけ感」が，女子では，�群「ねむけ感」，�

群「不安定感」，�群「だるさ感」において，「居眠りあ

り」の者が「居眠りなし」の者に比べて，訴え数が有意

に多くなっていた．

表１ 居眠りの状況

区 分

男子

（ｎ＝２４５）

女子

（ｎ＝２４５）

全体

（Ｎ＝４９０） χ２

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

居眠りなし １６５ ６７．３ １６８ ６８．６ ３３３ ６８．０
ns

居眠りあり ８０ ３２．７ ７７ ３１．４ １５７ ３２．０

１～２回／週 ６１ ２４．９ ５８ ２３．７ １１９ ２４．３

３～４回／週 １１ ４．５ １２ ４．９ ２３ ４．７

５回以上／週 ８ ３．３ ７ ２．９ １５ ３．１

注）性別比較が，nsで差なし．
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５．居眠りの有無と生活時間との関連

表５に，居眠りの有無と生活時間との関連について示

した．男女に共通して関連がみられたのは，「睡眠時間」

と「家庭での学習時間」であった．「居眠りあり」の者

は，睡眠時間が短く，家庭での学習時間も短い者が多く

なっていた．また，男子では，「就寝時刻（Ｂ）」と関連

がみられ，「居眠りあり」の者では，就寝時刻が「全く

決まっていない」者が３３．８％となっていた．一方，女子

表２ 生活時間

項 目 区 分
男子（ｎ＝２４５） 女子（ｎ＝２４５） 全体（Ｎ＝４９０）

χ２
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

就寝時刻（Ａ）

１．１１時以前 １３４ ５４．７ ８４ ３４．３ ２１８ ４４．５

＊＊２．１１～１２時 ７５ ３０．６ １０３ ４２．０ １７８ ３６．３

３．１２時以降 ３６ １４．７ ５８ ２３．７ ９４ １９．２

起床時刻

１．６時より前 １０ ４．１ ９ ３．７ １９ ３．９

２．６～７時 １３６ ５５．５ １３４ ５４．７ ２７０ ５５．１

３．７時以降 ９９ ４０．４ １０２ ４１．６ ２０１ ４１．０

睡眠時間

１．６時間未満 １７ ６．９ １５ ６．１ ３２ ６．５

＊２．６～７時間 ６３ ２５．７ １００ ４０．８ １６３ ３３．３

３．７時間以上 １６５ ６７．３ １３０ ５３．１ ２９５ ６０．２

就寝時刻（Ｂ）

１．大体決まっている ８５ ３４．７ ８６ ３５．１ １７１ ３４．９

２．時々遅くなる １０２ ４１．６ １０８ ４４．１ ２１０ ４２．９

３．全く決まっていない ５８ ２３．７ ５１ １０．８ １０９ ２２．２

テレビ・ビデオ使用時間

１．１時間未満 ２４ ９．８ ２４ ９．８ ４８ ９．８

２．１～２時間 ７０ ２８．６ ６５ ２６．５ １３５ ２７．６

３．２時間以上 １５１ ６１．６ １５６ ６３．７ ３０７ ６２．７

パソコン・ゲーム機使用時間

１．１時間未満 ７３ ２９．８ １５１ ６１．６ ２２４ ４５．７

＊＊２．１～２時間 ９２ ３７．６ ５２ ２１．２ １４４ ２９．４

３．２時間以上 ８０ ３２．７ ４２ １７．１ １２２ ２４．９

家庭での学習時間

１．１時間未満 １４８ ６０．４ １２２ ４９．８ ２７０ ５５．１

＊２．１～２時間 ７９ ３２．２ ９５ ３８．８ １７４ ３５．５

３．２時間以上 １８ ７．３ ２８ １１．４ ４６ ９．４

注１）性別比較が，＊ｐ＜０．０５，＊＊ｐ＜０．０１で差あり．

注２）「就寝時刻（Ａ）」はふだんの就寝時刻を，「就寝時刻（Ｂ）」は，就寝時刻が一定しているかどうかについて尋ねた．

表３ 居眠りの有無別にみた教科別評定及び総合評定

教 科

男 子 女 子

居眠りなし

（ｎ＝１６５）

居眠りあり

（ｎ＝８０）
ｔ検定

居眠りなし

（ｎ＝１６８）

居眠りあり

（ｎ＝７７）
ｔ検定

国 語 ３．４±１．０ ２．８±０．８ ＊＊ ３．７±０．９ ３．３±１．０ ＊＊

社 会 ３．７±１．０ ３．０±１．０ ＊＊ ３．８±０．９ ３．２±０．９ ＊＊

数 学 ３．５±１．０ ２．８±１．１ ＊＊ ３．６±０．８ ３．１±０．９ ＊＊

理 科 ３．５±１．０ ２．８±０．９ ＊＊ ３．７±０．８ ３．１±１．０ ＊＊

音 楽 ３．５±０．７ ３．２±０．７ ＊＊ ４．２±０．７ ３．８±０．８ ＊＊

美 術 ３．４±０．８ ３．０±０．７ ＊＊ ４．０±０．７ ３．５±０．８ ＊＊

保 健 体 育 ３．６±０．７ ３．１±０．７ ＊＊ ３．７±０．６ ３．３±０．９ ＊＊

技術・家庭 ３．５±０．８ ３．０±０．７ ＊＊ ３．８±０．７ ３．４±０．８ ＊＊

英 語 ３．３±１．１ ２．７±０．９ ＊＊ ３．６±０．９ ３．０±１．０ ＊＊

総 合 評 定 ３１．４±６．８ ２６．２±６．３ ＊＊ ３４．０±５．８ ３０．０±６．８ ＊＊

注）数字は平均値±標準偏差，＊＊ｐ＜０．０１で有意差あり．
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では，「就寝時刻（Ａ）」において関連がみられ，「居眠

りあり」の者は，「居眠りなし」の者に比べ，１２時以降

に就寝する者が３２．５％と多くなっていた．

� 考 察

本研究の対象とした中学生の場合，居眠りの状況とし

ては，「あり」が全体で３２．０％であった．本調査の結果

は，１９９９年に石原ら１６）が実施した岡山市内の中学生５４６１

名を対象とした調査（「居眠りあり」４２．５％）に比べ，

居眠りをする者の割合がやや低くなっていた．先行研究

との差異は，本調査との調査時期の違いによるものか，

他の要因によるものかは不明であるが，今日ほぼ３０％程

度の中学生が，日常的に授業中に居眠りをしているとい

う実態が明らかとなった．

過度の眠気から生じる居眠りは，作業中にノンレム睡

眠が混入する状態であり，ワーキングメモリーが機能低

下し，情報が一部断絶した状態で脳に取り込まれ，学習

の記憶強度が低くなる危険性が高まることが知られてい

る１７）．中学生の場合，授業中にも関わらず，度々居眠り

が生じる場合，学習効率は明らかに低下するものと考え

られる．本調査の結果，居眠りのある生徒は，居眠りの

ない生徒に比べ，９教科の総合評定及びすべての教科に

おいて，学業成績が低くなることが明らかとなった．こ

のように，生徒が授業中に居眠りをすることは，学習内

容の定着に影響を及ぼすことが推察された．

一方，居眠りの有無とその背景となる生活時間との関

連では，居眠りをする者は，睡眠時間が短く，家庭での

学習時間も短いという結果を示していた．また，男子で

は，「就寝時刻（Ｂ）」との関連がみられ，「居眠りあり」

の者は，就寝時刻が「全く決まっていない」者が多くなっ

ていた．女子では，「就寝時刻（Ａ）」において関連がみ

られ，「居眠りあり」の者は，１２時以降に就寝する者が

多くなっていた．すなわち，授業中の居眠りは，就寝時

刻の遅れからくる睡眠不足が一因であることが改めて確

表４ 居眠りの有無別にみた自覚症状の訴え数

症 状 群

男 子 女 子

居眠りなし

（ｎ＝１６５）

居眠りあり

（ｎ＝８０）
ｔ検定

居眠りなし

（ｎ＝１６８）

居眠りあり

（ｎ＝７７）
ｔ検定

�群 「ねむけ感」 ２．５±１．５ ３．０±１．４ ＊ ２．７±１．５ ３．４±１．３ ＊

�群 「不安定感」 １．１±１．４ １．２±１．４ １．５±１．６ １．９±１．６ ＊

�群 「不快感」 １．０±１．１ １．１±１．４ １．３±１．４ １．７±１．７

�群 「だるさ感」 ０．９±１．２ １．１±１．３ １．１±１．３ １．５±１．４ ＊

�群 「ぼやけ感」 ０．９±１．１ １．０±１．５ １．２±１．４ １．５±１．５

全 体 ６．４±５．１ ７．５±５．２ ７．８±５．４ １０．０±５．８ ＊

注）数字は平均値±標準偏差，＊ｐ＜０．０５で有意差あり．

表５ 居眠りの有無と生活時間との関連（％）

項 目 区 分

男 子 女 子

居眠りなし

（ｎ＝１６５）

居眠りあり

（ｎ＝８０）
χ２

居眠りなし

（ｎ＝１６８）

居眠りあり

（ｎ＝７７）
χ２

就寝時刻（Ａ）

１．１１時以前 ５８．８ ４６．３ ３３．９ ３５．１

２．１１～１２時 ２９．７ ３２．５ ４６．４ ３２．５ ＊

３．１２時以降 １１．５ ２１．３ １９．６ ３２．５

睡眠時間

１．６時間未満 ３．６ １３．８ ４．８ ９．１

２．６～７時間 ２２．４ ３２．５ ＊ ３６．６ ５０．６ ＊

３．７時間以上 ７３．９ ５３．８ ５８．９ ４０．３

就寝時刻（Ｂ）

１．大体決まっている ４０．６ ２２．５ ３６．９ ３１．２

２．時々遅くなる ４０．６ ４３．８ ＊ ４４．０ ４４．２

３．全く決まっていない １８．８ ３３．８ １９．０ ２４．７

家庭での学習時間

１．１時間未満 ５５．２ ７１．３ ４１．７ ６７．５

２．１～２時間 ３７．６ ２１．３ ＊ ４５．２ ２４．７ ＊

３．２時間以上 ７．３ ７．５ １３．１ ７．８

注１）男女どちらかに，居眠りの有無と有意の関連のみられた項目のみ示した．＊ｐ＜０．０５．

注２）「就寝時刻（Ａ）」はふだんの就寝時刻を，「就寝時刻（Ｂ）」は，就寝時刻が一定しているがどうかについて尋ねた．
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認された．

平成１９・２０年度に実施された「全国学力・学習状況調

査追加分析報告書」１８）によれば，基本的生活習慣は，そ

れ自体が学力に影響するが，学習習慣を経由しても学力

に影響を及ぼすことが指摘されている．先述のように，

居眠りは日中の学習効率の低下を介して学業成績の結果

に関与すると推察されるが，一方で，家庭での規則正し

い生活と学習習慣の確立も中学生の学力形成には重要な

要因となる．本研究において，居眠りと家庭での学習時

間との間に関連がみられたことから，学校においては，

生徒の居眠りの実態を明らかにするとともに，保護者・

地域との連携を図りながら，生活・学習習慣の形成を支

援していく取り組みが必要であると考えられる．

ところで，先行研究において，居眠り頻度の多い生徒

は，睡眠時間が短く，慢性疲労，不安などの心身症状の

訴え数を多くすることが報告１６）されている．本研究にお

いても，特に女子の「居眠りあり」の者に自覚症状の訴

え数が多く，症状群別にみても，「居眠りあり」の者は，

男女ともに「ねむけ感」が，女子では，「不安定感」，「だ

るさ感」の訴え数が多くなっていた．これらのことから，

中学生の健康管理の視点からも，居眠りを生じないライ

フスタイルについての指導が求められる．

本研究は，中学生の居眠りと学業成績及び自覚症状と

の関連について，主として生活時間の観点から検討を

行ってきた．しかし，生徒が居眠りをする原因として，

生活時間以外にも，当該授業への関心の程度１９），講義中

心の授業形態２０），昼食後の眠気（post-lunch dip）２１）の影

響，部活動，気候や室温など，様々な要因が関与すると

考えられ，本研究の結果をもって言及できる範囲には限

界がある．また，思春期の場合，二次性徴の過程で生じ

る眠気２２）との関連についても考慮する必要があり，今後

さらに検討していきたい．

�．ま と め

本研究では，岡山市内の中学１～２年生４９０名を調査

対象として，中学生の居眠りと学業成績，自覚症状及び

生活時間との関連について検討した，調査は２００９年１月

に行った．主な結果は，以下の通りである．

１．授業中に「居眠りあり」と答えた生徒は，男子３２．７％，

女子３１．４％（全体で３２．０％）で，性差は認められなかっ

た．

２．居眠りの有無別にみた学業成績では，男女ともに，

「居眠りなし」の方が「居眠りあり」に比して，総合

評定及び各教科とも学業成績が良好であった．

３．居眠りと自覚症状の訴え数との関連では，「居眠り

あり」の女子は，「居眠りなし」の者に比して自覚症

状の訴え数が多くなっていた．症状群別では，男子で

は，�群「ねむけ感」が，女子では，�群「ねむけ感」，

�群「不安定感」，�群「だるさ感」において，「居眠

りあり」の者が「居眠りなし」の者に比し，訴え数が

多くなっていた．

４．居眠りの有無と生活時間との関連では，男女に共通

して関連がみられたのは，「睡眠時間」と「家庭での

学習時間」であり，「居眠りあり」の者は，睡眠時間

と学習時間が少ない者が多くなっていた．また，「居

眠りあり」の男子に就寝時刻が決まっていない者が，

「居眠りあり」の女子には就寝時刻の遅い者が多かった．

以上より，中学生の居眠りは，学業成績及び自覚症状

との関連がみられることから，学校における健康教育の

中に位置づけ，自らの健康状態を維持し，授業に集中で

きる生活時間の過ごし方について，適切な指導が必要で

あると考えられた．

付 記

本研究の一部は，第５６回日本学校保健学会（２００９年１１

月２９日，於：沖縄県立看護大学）にて発表した．

謝 辞

本調査の実施にあたり，ご協力下さいました生徒の

方々及び教職員の皆様に対し，記して感謝の意を表しま

す．
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会 報 平成２１年度 第４回日本学校保健学会理事会議事録

日 時：平成２２年２月２８日（日）１１：００～１４：３０

場 所：東京都渋谷区広尾４―３―１ 聖心女子大学 マリアンホール内・グリーンパーラー

出席者：實成文彦（理事長）・植田誠治・岡田加奈子・瀧澤利行・松本健治・宮下和久（常任理事）・市村國夫・鎌田

尚子・川畑徹朗・後藤ひとみ・小林正子・佐藤 理・佐藤祐造・白石龍生・鈴江 毅・高倉 実・友定保

博・中川秀昭・野津有司・野村良和・三木とみ子・宮尾 克・村松常司・森岡郁晴・門田新一郎・山本万喜

雄・横田正義・渡邉正樹（理事）・出井美智子（監事）

理事長挨拶

日本学術会議主催のシンポジウムについて，案内がなされた．

・前回議事録の確認 前回議事録について確認し，了承された．

・今回議事録署名人の指名 鎌田尚子，渡邉正樹の両理事が指名された．

１．審議事項

� 特別委員会（倫理委員会）の設置規定（案）について

宮下法・制度検討委員会委員長および中川倫理委員会準備委員長より，特別委員会（倫理委員会）の設置につ

いて準備委員会の検討をもとに経過が報告され，倫理委員会の役割および構成について審議された．委員数，謝

金，旅費等に関する事項，委員長の互選方法について質疑が行われた．審議の結果，倫理審査委員会と倫理行動

規範委員会との機能を明確にし，次回理事会までに検討を要する点を継続審議し，成案の提案を受けることに

なった．

� 役員選出規定・名誉会員および賛助会員に関する内規改正について

宮下法・制度検討委員会委員長より役員選出規定の選挙権者の規定，名誉会員の就任期日等に関する規定につ

いて，文言の整理を内容とする改正を必要とする提案がなされ，次期理事会において改正案の提案を受けること

となった．

� 投稿規定の改定・投稿時チェックリスト案について

佐藤編集委員長より，資料に基づき現行規定の加除を行った投稿規定の改定および投稿時のチェックリスト

（案）について提案を受け，審議の結果，提案を了承した．

� 第５７回日本学校保健学会について

三木第５７回日本学校保健学会会長より，第５７回学会の準備状況について報告を受けた．学会前日の役員会及び

関連行事は東京都豊島区駒込の女子栄養大学駒込キャンパスにおいて開催したい旨の提案があり，了承された．

学会企画についてはさらに詳細な内容を次回理事会にて報告を受けることになった．

� 第５８回日本学校保健学会について

宮尾第５８回日本学校保健学会会長より第５８回学会の開催期日（平成２３年１１月１２日，１３日）等について報告を受

け，了承した．

� 次回理事会および委員会の日程について

次回理事会は平成２２年６月２７日（日）１１時より聖心女子大学において開催することとなった．

� その他

２．報告事項

� 委員会報告

１）法・制度検討委員会

宮下委員長より，資料に基づき，法制度検討委員会と倫理委員会準備委員会との合同委員会から報告があっ

た．

２）学会誌編集委員会

佐藤委員長より，学校保健研究・School Health合同編集会議報告，編集委員会報告，編集委員会業務中間

報告がなされた．

３）学術委員会

松本委員長より学術委員会の報告がなされた．第５７回学会シンポジウム，学校保健の構造化・体系化，およ

びこれらの論文化について意見が出され，再検討が要請された．

４）国際交流検討委員会
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市村委員長より国際交流事業のアンケートについて状況報告が行われた．審議の迅速化が要望された．

� 会務報告

１）庶務関係

・瀧澤庶務担当常任理事より，第１４期選挙管理委員会が発足することが報告された．

・瀧澤庶務担当常任理事より，名誉会員の推戴について，各地区からの推薦を統一した様式を使って推薦を受

けることとし，次期理事会までに様式を整備する旨報告があった．

・瀧澤庶務担当常任理事より，平成２２年度の学会賞選考が開始される旨報告があった．

２）広報・出版関係

植田広報・出版担当常任理事よりHPの管理，学校保健研究第５１巻５号までとSchool Healthの諸経費支払い

について報告があった．

３）渉外関係

岡田渉外担当常任理事より，第４回子どもの食育フォーラムの後援，公衆衛生関連学協会連絡協議会役員会

の開催，健やか親子２１推進協議会総会，前回理事会におけるたばこ値上げ新聞広告の予算に関する質問に対す

る回答について報告があった．
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会 報 第５７回日本学校保健学会開催のご案内（第５報）
年次学会長 三木 とみ子（女子栄養大学）

１．メインテーマ：「変化の時代における学校保健と学校力 ～生涯健康の基礎づくり～」

２．開催期日：平成２２年１１月２７日（土）～２８日（日）

３．学会会場：女子栄養大学 坂戸キャンパス

〒３５０―０２８８ 埼玉県坂戸市千代田３―９―２１

（東武東上線「池袋」より急行で４２分「若葉駅」下車徒歩３分

※学会会場には駐車場がございませんので，公共の交通機関を利用してお越しください．

４．主 催：日本学校保健学会

５．後 援：文部科学省，�日本学校保健会，埼玉県教育委員会，埼玉県学校保健会，埼玉県医師会，埼玉県歯科
医師会，埼玉県薬剤師会，埼玉県高等学校校長協会，埼玉県中学校長会，埼玉県公立小学校校長会

埼玉県特別支援学校長会，埼玉県養護教員会，埼玉県学校保健主事会，坂戸市，坂戸市教育委員会

女子栄養大学

６．学会のプログラム：３２５ページ以降に掲載

７．学会行事：

日本学校保健学会 常任理事会 １１月２６日（金）１０：００～１２：００ 駒込キャンパス（３号館５階第３会議室）

日本学校保健学会 理事会 １１月２６日（金）１３：００～１５：００ 駒込キャンパス（３号館３階第１会議室）

日本学校保健学会 評議員会 １１月２６日（金）１５：００～１７：００ 駒込キャンパス（３号館５階小講堂）

日本学校保健学会 役員懇親会 １１月２６日（金）１７：００～１９：００ 駒込キャンパス（３号館５階松柏軒）

日本学校保健学会 総会 １１月２７日（土）１３：００～１４：００ 坂戸キャンパス（１２号館５階１２５０１（Ａ会場））
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日本学校保健学会 各種委員会

国際交流検討委員会 １１月２７日（土）１２：００～１３：００ 坂戸キャンパス（６５０１Ｂ教室）

編集委員会 １１月２８日（日）１２：００～１３：００ 坂戸キャンパス（６５０２Ｂ教室）

学術委員会 １１月２８日（日）１２：００～１３：００ 坂戸キャンパス（６５０２Ａ教室）

法・制度検討委員会 １１月２８日（日）１２：００～１３：００ 坂戸キャンパス（６５０１Ａ教室）

※学会関連行事

日本教育大学協会全国養護部門 理事会 １１月２６日（金）９：００～１０：００

駒込キャンパス（３号館３階第１会議室）

〃 総 会 １１月２６日（金）１０：００～１２：００

駒込キャンパス（３号館３階第１会議室）

〃 懇親会 １１月２６日（金）１２：００～１４：００

駒込キャンパス（３号館５階松柏軒）

教員養成系大学保健協議会 １１月２６日（金）１０：００～１５：００

駒込キャンパス（１号館３階１３０１教室）
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会場内のご案内
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学会運営についてのご連絡

★参加者の皆様へ

１）登録済み証（参加証）

年次学会ホームページで事前に登録，または郵便振替にて参加申込みをされた方には，１０月中旬～下旬に登

録済み証（参加証）を郵送いたします．１１月上旬までにお手元に届いていない場合は，年次学会事務局E-mail：

sh５７＠eiyo.ac.jpにご連絡ください．

２）受付時間と場所

受付は，１１月２７日（土），２８日（日）両日ともに午前８：３０より，女子栄養大学坂戸キャンパス６号館前に

て行います．

３）受付手続き

・登録済み証（参加証）をお持ちの方

受付で，登録済み証（参加証）をお渡しください．引き換えに資料等とネームプレートをお渡しします．会

場内では必ずネームプレートを着用してください．

・参加費を振込み済みでも，登録済み証（参加証）が届いていない，またはお忘れの方

お振込みを確認させていただくために，少しお時間をいただきます．当日受付にお申し出ください．確認で

き次第，資料等とネームプレートをお渡しします．会場内では，必ずネームプレートを着用してください．

・当日参加費をお支払いの方

当日「参加申込書」に必要事項をご記入の上，参加費８，０００円（学生の場合は３，０００円）を添えて，受付へご

提出ください．引き換えに資料等とネームプレートをお渡しします．会場内では必ずネームプレートを着用し

てください．

※なお，ネームプレートはお帰りの際，受付にご返却ください．

４）懇親会（１１月２７日土曜日 １８：００～）

懇親会への参加を希望される方は，１１月２７日（土）の受付時間内に，懇親会受付にて会費５，０００円（学生は

３，０００円）をお支払いください．

なお，事前参加登録にてお支払いの方には，あらかじめ郵送される参加証に懇親会参加の印をつけておりま

すのでご確認ください．

５）休憩室，企業展示，物産展

休憩室は，６号館，１２号館に設けますので，ご自由にお使いください．

企業展示は１２号館１階，および休憩室で行われます．また地域物産展を催す予定にしております．

６）昼食

学会当日は事前予約の方に限り，お弁当の販売をいたします．お弁当を事前予約された方は，時間

（１１：３０～の予定）になりましたら１２号館２階１２２０１教室にて，あらかじめ郵送された“弁当引換券”とお弁

当を引き換えてください．休憩室でお召し上がりいただいて構いません．

また，１１月２７日（土）および１１月２８日（日）昼食時に行われるランチョンセミナーへの参加を事前に申し込

まれた方には，あらかじめランチョンセミナー参加券を郵送いたします．時間になりましたら，セミナーの開

催会場前で，ランチョンセミナー参加券とお弁当を引き換えて，セミナー会場でお召し上がりください．なお，

当日参加の方は先着順となりますので，総合受付のランチョンセミナー当日受付までお越しください．

７）呼び出し

会場内でのマイクを使った呼び出しは行いませんのでご了承ください．
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８）クローク

大きな荷物等をお預かりするクロークを，総合受付近くに設置いたします．１１月２７日（土），１１月２８日（日）

とも８：３０～１８：００の時間帯でご利用いただけます．ただし，貴重品につきましてはお預かりできませんので

ご了承ください．

９）駐車場

学会参加者が駐車できるスペースはございませんので，公共交通機関でのご来場をお願いいたします．

１０）年次学会本部

会場内，６号館２階第１会議室になっております．

会場内は，敷地内（建物の中はもちろん，建物の外でも）

すべて禁煙です

★演題番号について

一般演題には，それぞれ演題番号がついていますので，プログラムでご確認ください．

口演の場合

ポスターの場合

年次学会事務局

１．全般的事項の問い合わせ

〒３５０―０２８８ 坂戸市千代田３―９―２１ 女子栄養大学内

第５７回日本学校保健学会 事務局（担当：尾崎）

E-mail：sh５７＠eiyo.ac.jp

TEL：０４９―２８２―４７９２ FAX：０４９―２８２―４８０６

２．年次時会期間中の問い合わせ（１１月２７日（土），２８日（日）のみ）

１）年次学会について：総合受付（６号館正面入り口）

２）日本学校保健学会について：日本学校保健学会事務局デスク（６号館正面入り口）
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★一般演題（口演）発表の方へ

１）発表時間
発表時間は８分，討論は４分（計１２分）です．７分で１鈴，８分で２鈴，討論終了時（１２分）で３鈴を鳴らし

て合図をいたしますので，時間を厳守してください．

２）発表者受付
発表者は，必ず各会場の発表者受付で，事前（３０分前まで）に受付の確認をお願いします．なお，当日配布資

料のある方は，ここで担当者にお渡しください．

３）次演者席
発表会場では，次演者席を用意しておりますので，発表の１演題前になりましたら，移動をお願いします．

４）パワーポイント
パワーポイントを利用される方は，必ず事前に年次学会事務局（E-mail：sh５７＠eiyo.ac.jp）まで送付願います．

（１１月１５日（月）を締切りとさせていただきます）．その際，以下の注意事項をお守りください．
�プロジェクターに接続されるパソコンのOSは，すべてWindows XPです．従って，Windowsパソコンで動作で

きることが条件ですのでご注意ください．（Macパソコンで作成された場合は，各自で必ずWindowsパソコンで

動作できることをご確認ください）

�学会で使用するPower Pointは「Power Point２００３」です．Power Point２００７を用いて作成されたファイルは，

開くことができない場合がありますので，必ずPower Point９７―２００３の形式で保存してください．（もしPower

Point２００７形式で送付された場合は，事務局でPower Point９７―２００３の形式に変換しますので，スライドの印象

が変わってしまうことがあることをご承知おきください）．

�データのファイル名は「演題番号 発表者氏名」としてください．「演題番号」は２７または２８から始まる，プロ

グラムに記載された番号です．（登録時の番号ではありませんのでご注意ください．）

�原則として，スライド枚数は１０枚前後でお願いします．なお動画の使用はご遠慮ください．またパソコンの操作

は発表者自身で行っていただきますのでご了承ください

�データは原則として，Ｅメールの添付でお送りください．ただし，５MB（メガバイト）以上のファイルはサー

バーが受信を拒否しますので，５MB未満であることを確認してから送信してください．その際，確認のために，

Power Pointのバージョン，作成したパソコンの種類（WindowsかMacか）をお知らせください．（例Power Point

２００３Windows）

�Ｅメールの場合，必ず受け取りの返信をいたしますので，もし返信がない場合は事務局までご一報ください．

（ただしすぐに返信できる体制ではありませんので，最大１週間程度お待ちいただきます）

�５MB以上の大きなデータは，お手数ですが，Windowsパソコンで読むことができる形式でCD―Rに書き込んで

事務局まで郵送していただきますようお願い致します．（送付いただいたCD―Rはお返しできませんのでご了承

ください．USBメモリーその他の記憶媒体でお送りいただいても，お返しできませんので，ご注意願います）．

	発表当日は念のため，USBメモリー等で各自のデータをお持ちください．


お預かりしたデータは，事務局が責任を持って学会終了時すみやかに消去（廃棄）させていただきます．

〈データ送付先〉１１月１５日（月）必着
E-mailの場合：sh５７＠eiyo.ac.jp（第５７回年次学会専用）

郵送の場合：〒３５０―０２８８

坂戸市千代田３―９―２１ 女子栄養大学内

第５７回日本学校保健学会 事務局 （尾崎）

３２０ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



★一般演題（ポスター）発表の方へ

１）発表会場

４号館３階のＧ会場，Ｈ会場となります．

２）ポスター作成要領

パネルは，縦１８０cm×横９０cmの用紙が張付け可能なものを用意しております．P２７またはP２８で始まる「演題

番号」があらかじめパネルの左上に表示してありますので，これを隠さないような形で，「演題名」「発表者氏名

（所属）」を含めて記載したポスターをご用意ください．

※掲示用の画鋲は学会事務局で用意いたします．

３）掲示時間

１１月２７日（土）は９：００～１７：３０，１１月２８日（日）は９：００～１５：００が掲示時間となります．ポスターの貼付

けは２７日（土），２８日（日）とも８：３０からできます．また発表の２時間前までには掲示をするようにしてくだ

さい．

４）討論時間

１１月２７日（土）は１６：００～１７：１０，１１月２８日（日）は１３：００～１４：３０にそれぞれ討論の時間を設定しました．

この時間に座長を交えて発表４分，討論３分（計７分）を行いますので，プログラムをご覧になって，それぞれ

割り当てられた時間帯には，必ず，各ポスターの前で待機をお願いします．

５）撤去

ポスターは，１１月２７日（土）は１８：００までに，１１月２８日（日）は１６：００までに撤去をお願いします．
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★一般演題の座長の方へ

１）座長受付

座長の方は，各会場の受付（発表者受付）で，事前（１５分前まで）に座長の確認をお願いします．その際，配

布資料がある場合や，発表の変更がある場合は，係りからお伝えします．

２）進行について

担当時間の進行は座長の方に一任します．ただし，時間内に終了するようご協力をお願いします．

★講演およびシンポジウムを担当されます方へ

１）パワーポイント

パワーポイントを利用される方は，必ず，事前に年次学会事務局（sh５７＠eiyo.ac.jp）まで送付願います．（１１

月１５日（月）を締切りとさせていただきます）．その際，以下の注意事項をお守りください．

�プロジェクターに接続されるパソコンのOSは，すべてWindows XPです．従って，Windowsパソコンで動作で

きることが条件ですのでご注意ください．（Macパソコンで作成された場合は，各自で必ずWindowsパソコンで

動作できることをご確認ください）

�学会で使用するPower Pointは「Power Point２００３」です．Power Point２００７を用いて作成されたファイルは，

開くことができない場合がありますので，必ずPower Point９７―２００３の形式で保存してください．（もしPower

Point２００７形式で送付された場合は，事務局でPower Point９７―２００３の形式に変換しますので，スライドの印象

が変わってしまうことがあることをご承知おきください）．

�パソコンの操作は，学会の担当者が行いますが，発表者ご自身で行っていただくこともできますので，あらかじ

めお申し付けください．

�データのファイル名には「発表者氏名」をお入れください．

�データはできるだけ，Ｅメールの添付でお送りください．ただし，５MB（メガバイト）以上のファイルはサー

バーが受信を拒否しますので，５MB未満であることを確認してから送信してください．その際，確認のために，

Power Pointのバージョン，作成したパソコンの種類（WindowsかMacか）をお知らせください．（例Power Point

２００３Windows）

�Ｅメールの場合，必ず受け取りの返信をいたしますので，もし返信がない場合は事務局までご一報ください．

（ただしすぐに返信できる体制ではありませんので，最大１週間程度お待ちいただきます）

�５MB以上の大きなデータは，お手数ですが，Windowsパソコンで読むことができる形式でCD―Rに書き込んで

事務局まで郵送していただきますようお願い致します．（送付いただいたCD―Rはお返しできませんのでご了承

ください．USBメモリーその他の記憶媒体でお送りいただいても，お返しできませんので，ご注意願います）

	発表当日は念のため，USBメモリー等で各自のデータをお持ちください．


お預かりしたデータは，事務局が責任を持って学会終了時すみやかに消去（廃棄）させていただきます．

〈データ送付先〉１１月１５日（月）必着

E-mailの場合：sh５７＠eiyo.ac.jp（第５７回年次学会専用）

郵送の場合：〒３５０―０２８８

坂戸市千代田３―９―２１ 女子栄養大学内

第５７回日本学校保健学会 事務局 （尾崎）

２）発表者受付

講演やシンポジウムの発表者は，必ず各会場の発表者受付で，事前（１５分前まで）に受付の確認をお願いしま

す．なお，当日配布資料のある方は，ここで担当者にお渡しください．

３）進行について

担当時間の進行は座長（司会）の方に一任しておりますので，その指示に従ってください．
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日
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３２４ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



第５７回日本学校保健学会プログラム

１１月２７日（土）

（午前）

【学会長講演】 ９：３０～１０：１０ Ａ会場（一般公開）

「学校における健康教育１８年後の検証―時代を超えて変わらない価値あるものは何か―」

演 者 三木とみ子（女子栄養大学教授）

座 長 宮尾 克（名古屋大学教授）

【基調シンポジウム】１０：１０～１２：００ Ａ会場（一般公開）

「これからの学校保健と学校力―学校は何をすべきか学校をどう支えるか―」

座 長 衞藤 隆（日本子ども家庭総合研究所母子保健研究部長）

三木とみ子（女子栄養大学教授）

シンポジスト

� 「学校経営的な見地から」

天笠 茂（千葉大学教授）

� 「学校力の向上と学校保健とのかかわり」

坂根 清貴（岡山市立野谷小学校校長）

� 「心身の健康課題解決のために養護教諭が中核的役割を果たすとは何か」

山本 康子（足立区立第一中学校養護教諭・主幹教諭）

� 「健康教育を学級経営に機能させること」

佐久間美穂子（元江東区立第二亀戸小学校教諭）

（午後）

【ランチョンセミナー１（ノボノルディスクファーマ株式会社）】１２：０５～１３：００ Ｅ会場

「小さく生まれた子（SGA）に対する食事指導と低身長の治療」

演 者 児玉 浩子（帝京大学医学部小児科教授）

座 長 村田 光範（和洋女子大学教授）

【ランチョンセミナー２（花王株式会社）】１２：０５～１３：００ Ｂ会場

「日常から学ぶ健康習慣」

演 者 土屋 秀一（花王株式会社ヒューマンヘルスケア研究センター）

座 長 瀧澤 利行（茨城大学教授）

【学会総会】１３：００～１４：００ Ａ会場

【学会・学術委員会共同シンポジウム】１４：００～１５：４０ Ａ会場

「変革の時代における養護教諭の養成のこれからを問う」

座 長 後藤ひとみ（愛知教育大学教授）

白石 龍生（大阪教育大学教授）

シンポジスト

� 「養護教諭養成の現状と課題」

後藤ひとみ（愛知教育大学教授）

� 「教師教育のこれから―制度改革の議論を考える―」

岩田 康之（東京学芸大学准教授）

� 「保健師教育のこれから」

村嶋 幸代（東京大学大学院教授）

� 「現職養護教諭からの期待」

堀田美枝子（埼玉県立浦和西高等学校・全国養護教諭連絡協議会会長）
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【ワークショップ１】１４：００～１５：２０ Ｋ会場

「豊かな心を培うための健康教育」

大津 一義（順天堂大学教授）

宮城 重二（女子栄養大学教授）

【ワークショップ２】１４：００～１５：２０ Ｉ会場

「行動変容につながるライフスキル教育の進め方」

川畑 徹朗（神戸大学大学院教授）

ワークショップ２については申込みが必要です．氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，メールア

ドレス，JKYBワークショップへの参加経験の有無を書いてtetsurok＠people.kobe-u.ac.jpへお申し込みくだ

さい．

申込み締め切り期限は１１月１２日（金）としますが，定員（３０人）になり次第，受付を終了致しますので，

御了承ください．

【特別企画対談】１５：５０～１６：５０ Ａ会場

「養護教諭とヘルスプロモーション」

鎌田 尚子（桐生大学・前女子栄養大学教授）

�石 昌弘（東京医科大学・元国立公衆衛生院院長）

【特別講演】１６：５５～１７：５５ Ａ会場

「時間栄養学と学校保健」

演 者 香川 靖雄（女子栄養大学副学長）

座 長 武見ゆかり（女子栄養大学教授）

【一般口演】１４：００～１７：００ Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｊ，Ｋ，Ｌ会場

【ポスター討論】１６：００～１７：１２ Ｇ，Ｈ会場

【懇親会】１８：００～ Ｍ会場（５号館Ａ棟カフェテリア）
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１１月２８日（日）

（午前）

【ワークショップ３】 ９：００～１０：２０ Ｊ会場

「学校における性教育の考え方進め方を検証する」

石川 哲也（神戸大学名誉教授）

武田 敏（千葉大学名誉教授）

【ワークショップ４】 ９：００～１０：２０ Ｋ会場

「養護教諭のヒヤリ・ハットとは何かを考える」

鈴木 裕子（国士舘大学専任講師）

刈間 理介（東京大学環境安全研究センター准教授）

【学会賞受賞者講演】 ９：４５～１０：１５ Ａ会場

「中学生における『ネット上いじめ』に関連する心理社会的要因の検討」

演 者 安藤美華代（岡山大学大学院教育学研究科）

座 長 野津 有司（筑波大学教授）

（受賞者は前日の総会にて表彰）

【日本学校保健学会共同研究発表】 ９：４５～１０：１５ Ｄ会場

「認知的スキルを育成する高等学校保健学習『精神の健康』の実践と評価」

演 者 佐久間浩美（東京都立美原高等学校養護教諭）

座 長 門田新一郎（岡山大学教授）

【シンポジウム１】１０：２０～１２：００ Ａ会場（一般公開）

第５７回日本学校保健学会年次学会 日本学術会議心理学・教育学委員会 教育の質向上検討分科会（主催）

「実践や学問構築に活かす質的研究」

座 長 岡田加奈子（千葉大学教授）

朝倉 隆司（東京学芸大学教授）

シンポジスト

� 「学校教育の実践と質的研究―教育心理学の立場から―」

秋田喜代美（東京大学大学院教授）

� 「養護教諭の実践と質的研究―養護教諭の立場から―」

冨塚都仁子（千葉市立宮崎小学校養護教諭）

� 「実践と質的研究―現職ならびに大学院での経験から―」

平川 俊功（東京家政大学特任准教授）

� 「質的研究の可能性と課題―質的研究の試みからみえてきたもの―」

小林 央美（弘前大学准教授）

【シンポジウム２】１０：２０～１２：００ Ｄ会場

「変化の時代における保健科教育内容の検討―未来を生きる子どもたちに必要な保健の教養を問う―」

座 長 植田 誠治（聖心女子大学教授）

シンポジスト

� 「未来を生きる子どもたちに必要な保健の教養は何か：医師の立場から」

弓倉 整（内科医・東京都医師会理事）

� 「子ども時代の環境が一生の健康を決める：ライフコース疫学の視点から」

藤原 武男（独法国立成育医療研究センター研究所成育社会医学研究部長）

� 「情報社会の発展が生んだ新しい指導事項とその課題」

黒上 晴夫（関西大学総合情報学部教授）
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【教育講演】１１：００～１１：５０ Ｅ会場

「わが国の予防接種のこれから―学校に期待すること―」

演 者 加藤 達夫（独立行政法人国立成育医療研究センター理事長・総長）

座 長 衞藤 隆（日本子ども家庭総合研究所母子保健研究部長）

【一般口演】 ９：３０～１１：５４ Ｂ，Ｅ，Ｊ，Ｋ会場

（午後）

【ランチョンセミナー３（社団法人 細菌製剤協会）】１２：００～１２：５５ Ｅ会場

「MRワクチンの開発と２０１２年の麻しん排除に向けた予防接種」

演 者 上田 重晴（大阪大学名誉教授，社団法人細菌製剤協会理事）

座 長 伏見 環（社団法人細菌製剤協会常務理事）

【ランチョンセミナー４（日本ケロッグ株式会社）】１２：００～１２：５５ Ｌ会場

「企業が行う食育の推進―よい生活習慣がよい人間をつくるを確信して―」

演 者 井出 留美（日本ケロッグ株式会社広報室長）

座 長 五明 紀春（女子栄養大学学部長・副学長）

【シンポジウム３】１３：０５～１４：４５ Ａ会場

「養護診断開発の課題と展望」

座 長 大沼久美子（女子栄養大学専任講師）

シンポジスト

� 「養護診断開発の方法とプロセス」

三村由香里（岡山大学教育学部准教授）

� 「養護診断開発の方法とシステム」

遠藤 伸子（女子栄養大学教授）

【シンポジウム４】１３：０５～１４：４５ Ｅ会場

「変化の時代における母子健康手帳（親子健康手帳）の役割と教育としての活用」

座 長 小林 正子（女子栄養大学教授）

藤内 修二（大分県福祉保健部健康対策課長）

シンポジスト

� 「母子手帳を活用した青年期女性への母性教育」

井上 栄（大妻女子大学教授）

� 「中学生まで使える親子健康手帳の作成と活用」

江崎みゆき（小牧市保健センター所長）

� 「母子健康手帳の『ハンディをもつ子版』との統合の可能性」

川名はつ子（早稲田大学教授）

� 「これからの母子健康手帳」

藤内 修二（大分県福祉保健部健康対策課長）

【シンポジウム５】１３：０５～１４：４５ Ｄ会場

「学校に関わる健康，安全，環境の危機管理：基本方針と実際」

座 長 西岡 伸紀（兵庫教育大学大学院教授）

シンポジスト

� 「地域で取り組む学校の健康危機管理」

岡田 就将（岐阜県健康福祉部保健医療課課長）

� 「安全に関する危機管理：学校管理下の事件・事故」

渡邉 正樹（東京学芸大学教授）

� 「学校環境に関わる危機管理：学校環境衛生，学校における薬品の管理」
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鬼頭 英明（兵庫教育大学大学院教授）

� 「学校での取組の実際：学校保健，学校安全にわたる危機管理」

宮本香代子（広島市立吉島東小学校校長）

【シンポジウム６】１３：０５～１４：４５ Ｃ会場

「学校歯科保健の評価をどう捉えどう活かすか―新たな視点の提案―」

座 長 安井 利一（明海大学歯学部教授・学長）

シンポジスト

� 「学校の保健統計からわかること，わからないこと」

中田 郁平（日本学校歯科医会会長）

� 「歯肉炎評価指数（PMA指数）と生活習慣調査等の活用による新たな取り組み」

岩崎 和子（群馬大学教育学部附属特別支援学校養護教諭）

� 「赤染めの評価を客観的にみる歯垢指数（DI）を利用する取り組み」

小野 友美（江東区立第四砂町小学校養護教諭）

【一般口演】１４：３０～１６：１４ Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｊ，Ｋ会場

【ポスター討論】１３：１０～１４：２８ Ｇ，Ｈ会場

【自由集会１】１６：１５～１８：００ Ｅ会場

「文化の違いから考える子どものボディイメージ・ダイエット・運動習慣―日本とオーストラリアにおける

心とからだのヘルスプロモーション―」

Prof. Jennifer O’Dea（シドニー大学教授）

千須和直美（シドニー大学）

香川 雅春（女子栄養大学専任講師）

【自由集会２】１６：００～１８：００ Ｃ会場

「養護教諭養成におけるカリキュラム改革の提言―モデル・コア・カリキュラムからとらえた教育職員免許

法『養護に関する科目』の分析をふまえて―」

日本教育大学協会全国養護部門研究委員会

【自由集会３】１６：００～１８：００ Ｌ会場

「非行と食育―輝く未来のために」

細井 陽子（九州女子大学講師）
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【一般口演】
１１月２７日（土） 午後の部 １４：００～１７：００

Ｂ会場 １４：００～１５：２４

〔原理・歴史〕

座長：七木田 文彦（埼玉大学） １４：００～１４：３６

２７pB０１ 宮本常一の学校保健学的文献研究�―子どもの人間形成の担い手に着目して―

○小瀬古 貴子 （川崎市立今井小学校）

２７pB０２ 子どもを読みとくための力量形成―養護教諭のライフヒストリーから―

○久保 千恵子 （東北大学大学院教育学研究科後期課程）

２７pB０３ 保健の授業研究における２つの方向性と保健担当教師の力量形成

○植田 誠治 （聖心女子大学）

座長：野村 良和（筑波大学） １４：３６～１５：２４

２７pB０４ 戦前期岡山市における「養護訓導」制度への再検討

○河内 信子 （山陽学園短期大学）

２７pB０５ 学校衛生施設・設備の研究

○竹下 智美 （一橋大学大学院社会学研究科）

２７pB０６ ターナー健康教育論の受容と戦後学校保健計画

○七木田 文彦 （埼玉大学教育学部）

２７pB０７ 府県の学校衛生史に関する検討�―学校創始時の教員の学問基盤などの検討―

○高橋 裕子 （愛知教育大学）

Ｃ会場 １４：００～１５：４８

〔発育・発達〕

座長：中下 富子 （埼玉大学） １４：００～１４：３６

２７pC０１ 小学校３，４年生における人物画とコンピテンスとの関係

○萱村 俊哉 （武庫川女子大学文学部心理・社会福祉学科）

２７pC０２ 中学生の生活習慣改善意識と学力の向上に向けた実践的研究

○松原 紀子 （飯田市立竜東中学校）

２７pC０３ 児童の体格と学区の環境の関係について

○黒川 修行 （東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野）

座長：戸部 秀之（埼玉大学） １４：３６～１５：１２

２７pC０４ 大学における地域貢献事業として小学生への運動教室（アクティブ・キッズ・プロジェクト）の成果と

今後の展望

○白上 剛史 （佐賀大学大学院，佐賀大学）

２７pC０５ スポーツクラブに所属している成長期の生徒を対象とした食事摂取状況と体格等との検討

○坂元 美子 （神戸女子大学）
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２７pC０６ 幼児・児童における基礎体力の測定方法に関する考察～反復横とびの調査から～

○米山 優貴 （東京福祉大学）

座長：松本 健治（鳥取大学） １５：１２～１５：４８

２７pC０７ 中学・高校生女子の踵骨骨量の増加と不定愁訴の関係

○兒玉 桃子 （女子栄養大学栄養生理学研究室）

２７pC０８ 若年者の肥満に伴う血中アディポネクチン低下と脈波伝播速度の亢進との関連

○宮井 信行 （大阪教育大学）

２７pC０９ 中国における発育促進現象とその社会経済的背景について

○商 （SHANG WEN） （鳥取大学大学院地域学研究科）

Ｄ会場 １４：００～１５：４８

〔喫煙・飲酒・薬物〕〔その他〕

座長：家田 重晴（中京大学） １４：００～１４：３６

２７pD０１ 神奈川県における児童生徒の喫煙，飲酒，薬物乱用の実態

―TADASKY２００１年と２００９年との比較―

○片岡 千恵 （筑波大学大学院）

２７pD０２ 親における養育態度と青少年の喫煙，飲酒，薬物乱用に関する意識

―TADASKY２００９年の結果より―

○中山 直子 （首都大学東京大学院）

２７pD０３ 青少年の喫煙，飲酒，薬物乱用防止のための保護要因―TADASKY２００９年の結果より―

○久保 元芳 （宇都宮大学）

座長：野津 有司（筑波大学） １４：３６～１５：１２

２７pD０４ 高校生の喫煙・飲酒・薬物乱用と朝食，運動，アルバイト時間との関連性

―２００９年JSPAD調査からの報告―

○三好 美浩 （財団法人日本性教育協会）

２７pD０５ 養護教諭養成課程における授業評価に関する研究（第１報）

～授業前後の自覚症状の変化と授業振り返りを通して～

○八重樫 節子 （東京福祉大学教育学部）

２７pD０６ 大学院生を対象とした「心身健康教育実践原論」授業の取り組みと受講学生の授業評価について

○松田 芳子 （熊本大学教育学部）

座長：照屋 博行（福岡教育大学） １５：１２～１５：４８

２７pD０７ 中高生の危険行動とアセッツの関連

○荒井 信成 （筑波大学大学院人間総合科学研究科体育科学専攻）

２７pD０８ 小中学生の医薬品や健康に関する知識の実態と「医薬品に関する教育」の効果に関するアンケート調査

結果について

○河野 有 （くすりの適正使用協議会）
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２７pD０９ 大学生の違法薬物に対する意識―質問紙調査の結果から―

○中野 智美 （茨城大学大学院教育学研究科）

Ｅ会場 １４：００～１５：４８

〔保健学習・保健指導〕

座長：高橋 浩之（千葉大学） １４：００～１４：３６

２７pE０１ 摂食障害傾向者の対人関係に関する検討

○笠井 直美 （新潟大学教育学部）

２７pE０２ 「プレ保健授業担当教師」の学びの履歴に関する探索的試み

○小浜 明 （仙台大学）

２７pE０３ 保健体育科コース大学生および中学校保健体育科教員の保健学習に対する意識

―グループまたは，個別インタビューによる聴き取り調査の結果―

○上田 裕司 （兵庫教育大学大学院）

座長：瀧澤 利行（茨城大学） １４：３６～１５：１２

２７pE０４ 大学における教科教育と健康教育の統合化の試み

○福重 八恵 （小樽商科大学）

２７pE０５ 成長過程においての自己肯定感の確立と生活習慣改善をねらいとする学校現場における保健学習の教育

的効果に関する研究―キャリア教育を取り入れた保健学習の実践に基づく検討―

○浅井 千恵子 （京都教育大学大学院）

２７pE０６ 私立中学校・高等学校における文化祭食品衛生管理の現状

○小坂 桃子 （慶應義塾大学保健管理センター）

座長：佐藤 佑造（愛知学院大学） １５：１２～１５：４８

２７pE０７ 月経痛への対処に関する養護教諭の係わり

○平田 まり （関西福祉科学大学）

２７pE０８ 小学校におけるデス・エディケーションの教育内容構成に関する研究

○白石 孝久 （順天堂大学大学院）

２７pE０９ 科目・保健教育内容として教科書・安全領域の内容・構造の問題とその改善

―保健授業におけるNIEの活用―

○内山 源 （茨城女子短期大学）

Ｊ会場 １４：００～１７：００

〔特別支援教育〕〔国際保健〕

座長：大澤 清二（大妻女子大学） １４：００～１４：４８

２７pJ０１ 全国特別支援学校における多職種導入と連携に関する実態

○近藤 福美 （前川崎医療福祉大学医療福祉学研究科）
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２７pJ０２ 知的障害者の乗馬療法における個に応じた運動プログラム作成に関する基礎研究

～乗馬中の筋電図分析から その１～

○土屋 奈津美 （東京福祉大学）

２７pJ０３ 韓国のナースプラクティショナーについて

○小林 育枝

２７pJ０４ ラオス国立大学教育学部の教職員の健康・環境教育についての学習・指導経験およびニーズの実態

○友川 幸 （信州大学教育学部）

座長：永田 憲行（熊本大学） １４：４８～１５：３６

２７pJ０５ 弱視児童生徒のための拡大教科書の現状と課題

○高柳 泰世 （本郷眼科・神経内科）

２７pJ０６ 小学校における特別支援学校「健康診断用手順書」活用に関する一考察 第１報

○大家 さとみ （佐賀大学文化教育学部附属特別支援学校）

２７pJ０７ 医療的ケアを受けている子どもをもつ母親のニーズとQOL向上への支援の検討

○森島 依香 （愛知県扶桑町役場）

２７pJ０８ 養護教諭が行う特別に支援を要する子どもを抱える家族への支援方法

○中下 富子 （埼玉大学）

〔ライフスキル教育〕

座長：近森 けいこ（名古屋学芸大学） １５：３６～１６：２４

２７pJ０９ いじめの影響とレジリエンシー，ソーシャル・サポート，ライフスキルとの関係

―新潟市及び広島市の中学校８校における質問紙調査の結果より―

○菱田 一哉 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

２７pJ１０ ネットいじめ防止に有効なアプローチの検討―加害防止の観点から―

○菅野 瑶 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

２７pJ１１ 少年非行の再犯防止に関わる要因についての研究―主に逸脱仲間との関係に着目して―

○三島 枝里子 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

２７pJ１２ 小学生・中学生・高校生の自己肯定感に関する横断的調査

○小池 はるか （高田短期大学）

座長：中村 晴信（神戸大学大学院） １６：２４～１７：００

２７pJ１３ 仲間意識形成における養護教諭の役割―ライフスキル獲得のための支援の在り方―

○鈴木 郁美 （茨城大学大学院教育学研究科）

２７pJ１４ スポーツマンシップ教育の進め方に関する研究

○山羽 教文 （順天堂大学大学院）

２７pJ１５ 青少年にとっての理想的な居住空間の在り方に関する研究

―相反する２つの宿泊施設の比較を通して―

○深澤 清 （順天堂大学大学院）
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Ｋ会場 １５：２６～１６：３８

〔健康評価・保健統計〕

座長：笠井 直美（新潟大学） １５：２６～１６：０２

２７pK０１ 通学形態が児童の心身および生活行動に与える影響

○青� 直子 （浜松学院大学短期大学部）

２７pK０２ ヘルスプロモーティングスクールと心理社会的学校環境

―教員対象の質問紙調査を通しての一考察―

○一期� 直美 （熊本市立出水中学校）

２７pK０３ 中・高校生の新体操部員（女子）における体型，生活習慣，健康に関する研究

○宮木 弘子 （女子栄養大学保健管理学研究室）

座長：松田 芳子（熊本大学） １６：０２～１６：３８

２７pK０４ 養護教諭の精神的健康度に関する研究（第１報）

○上原 美子 （筑波大学大学院人間総合科学研究科）

２７pK０５ 大学生の授業中における居眠りの要因

○國方 功大 （京都教育大学大学院）

２７pK０６ 大学生の骨密度と不定愁訴の関連について

○加藤 恵子 （名古屋文理大短大部）

Ｌ会場 １４：００～１６：３６

〔学校給食・食育〕

座長：香川 明夫（女子栄養大学） １４：００～１４：４８

２７pL０１ 学校給食で提供される料理に対する嗜好と食態度・食行動の関連

―日本と米国の児童を事例とした比較調査―

○長谷川 めぐみ （杏林大学保健学部公衆衛生学教室）

２７pL０２ 郡部中学生の朝食の実態について

○藤原 章司 （香川大学教育学部）

２７pL０３ 児童館における食育活動の実施状況―地方自治体の人口規模別食育実践度の比較―

○田路 千尋 （武庫川女子大学生活環境学部食物栄養学科）

２７pL０４ 地域協働・幼小中連携を生かした学校発の食育推進

○八竹 美輝 （堺市立三国丘小学校）

座長：門田 新一郎（岡山大学） １４：４８～１５：３６

２７pL０５ 食習慣・栄養知識に影響を与える栄養教育～大学競技選手を対象として～

○津吉 哲士 （筑波大学大学院体育研究科，仙台大学運動栄養学科）

２７pL０６ 中学生における食事中の自発的コミュニケーションと食行動，食態度との関連

○衞藤 久美 （女子栄養大学）
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２７pL０７ 『魚丸ごと食育』を通して子どもが生きる力を身に付ける教材開発

○香川 明夫 （女子栄養大学短期大学部）

２７pL０８ 国語科と連携する“食に関する指導”

○萩 真季 （大阪市立南大江小学校）

座長：数見 隆生（宮城教育大学） １５：３６～１６：３６

２７pL０９ 食育基本法導入前後の短期大学における教育が卒業生に与える影響について

○落合 利佳 （大阪大谷大学）

２７pL１０ 簡易調査法による日常的な身体活動レベルの推定及び妥当性についての検討

○小梶 翔子 （園田学園女子大学人間健康学部）

２７pL１１ 高校生における日常的な食事の総合評価についての検討

○池畑 美幸 （園田学園女子大学人間健康学部）

２７pL１２ 中学生のテレビの視聴時間と食品表示活用，食物摂取量との関連

○中西 明美 （女子栄養大学大学院栄養学研究科）

２７pL１３ メディアがおやつ選択行動・購買行動に及ぼす影響

○赤松 佐知子 （大阪市立大学大学院生活科学研究科）

３３５学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



【一般口演】
１１月２８日（日） 午前の部 ９：３０～１２：００

Ｂ会場 ９：３０～１１：５４

〔養護教諭・保健室〕

座長：采女 智津江（文部科学省スポーツ・青少年局） ９：３０～１０：０６

２８aB０１ ケーススタディにおける人間関係図の活用の仕方について その４―子どもへの活用を通して―

○岩� 順子 （千葉県白井市立南山中学校）

２８aB０２ 個別保健指導の再考�―指導場面での教師と子どもの関係性―

○薮 佳織 （石川県立小松商業高等学校）

２８aB０３ 個別保健指導再考�―フローチャートを活用して―

○谷山 茉里子 （石川県立宝達高等学校）

座長：田嶋 八千代（岡山大学大学院） １０：０６～１０：４２

２８aB０４ 保健室のリセット効果に関する研究 第３報

気分レベル尺度を用いた来室記録用紙の活用による養護教諭の対応の検討

○小尾 敦子 （千葉県市原市立国分寺台中学校）

２８aB０５ 健康相談活動の困難事例における高等学校養護教諭による連携構築の取り組み

○戸賀沢 亮子 （埼玉県立富士見高等学校）

２８aB０６ 「中一ギャップ」の生徒に対する健康相談活動の事例分析

～「背景要因」および「養護教諭の対応」の明確化～

○鹿野 裕美 （宮城大学）

座長：下村 淳子（愛知学院大学） １０：４２～１１：１８

２８aB０７ 養護教諭の行うタッチングの有効性をデータからみる

○五十嵐 利恵 （福井県越前市武生西小学校）

２８aB０８ 養護実践におけるタッチングの認識と実際に関する調査の検討

○澤村 文香 （女子栄養大学大学院）

２８aB０９ 中学校の養護教諭が抱える多忙感の要因と課題

○吉田 あや子 （西南女学院大学）

座長：高橋 香代（岡山大学大学院） １１：１８～１１：５４

２８aB１０ 養護実践におけるヒヤリ・ハットの実態とその関連要因の検討

○大沼 久美子 （女子栄養大学）

２８aB１１ 養護教諭の外科的救急処置におけるヒヤリ・ハット事例の実態把握と背景要因の研究 第１報

ヒヤリ・ハット事例の実態把握

○道上 恵美子 （埼玉県立草加南高等学校）

２８aB１２ 養護教諭の外科的救急処置におけるヒヤリ・ハット事例の実態把握と背景要因の研究

第２報 ヒヤリ・ハット事例の背景要因のクラスター分析

○道上 恵美子 （埼玉県立草加南高等学校）
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Ｅ会場 ９：３０～１０：５４

〔疾病予防・健康管理〕

座長：中川 秀昭（金沢医科大学） ９：３０～１０：１８

２８aE０１ 学校教員のアレルギー疾患の認識にかかわる調査

○金子 彩夏 （群馬大学教育学部）

２８aE０２ 小・中・高等学校における新型インフルエンザＡ（H１N１）集団発生の感染症サーベイランス

○室屋 恵子 （慶應義塾大学保健管理センター）

２８aE０３ 新型インフルエンザ対策としての「学校欠席者情報収集システム」

○大日 康史 （国立感染症研究所感染症情報センター）

２８aE０４ 学校欠席者・保育園欠席者発症者サーベイランスによる記録，連携，早期探知の感染症対策

○菅原 民枝 （国立感染症研究所感染症情報センター）

座長：宮尾 克（名古屋大学） １０：１８～１０：５４

２８aE０５ 海外修学旅行における一次予防の視点による健康安全への取り組み

○阿部 真理子 （慶応義塾大学看護医療学部健康マネージメント研究科）

２８aE０６ 高等学校における麻しん予防接種向上の実践―公立高校３校における麻しん指導実践の成果―

○森田 富士子 （兵庫教育大学大学院）

２８aE０７ 高等学校における，生徒・保護者・教員の麻しん指導に対する意識調査

○森田 富士子 （兵庫教育大学大学院）

Ｊ会場 １０：２６～１１：５０

〔性教育・エイズ教育〕

座長：友定 保博（山口大学） １０：２６～１１：１４

２８aJ０１ 日本と中国における高校生の性に関する実態調査�性意識・性行動の比較

○伊藤 常久 （東北生活文化大学短期大学部）

２８aJ０２ 日本と中国における高校生の性に関する実態調査�性を取り巻く背景要因の比較

○土井 豊 （東北生活文化大学）

２８aJ０３ 中国青少年の性に関わる危険行動防止に焦点をあてたライフスキル教育の背景に関する研究

○李 美錦 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

２８aJ０４ 中学生の性行動の関連要因―埼玉県Ａ中学校における追跡調査の結果より―

○宋 昇勲 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

座長：鈴江 毅（香川大学） １１：１４～１１：５０

２８aJ０５ 中高生の恋愛行動とその背景要因に関する研究

○丸井 淑美 （狭山市立入間野中学校）

２８aJ０６ 家庭における性教育の実践とその関連要因―小学６年生の保護者を対象として―

○堀部 美穂 （札幌市立幌南小学校）
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２８aJ０７ 性意識・性行動におけるピア・プレッシャーおよびメディアの影響

○時田 奈巳 （北海道教育大学）

Ｋ会場 １０：２０～１１：４４

〔学校安全・安全教育〕

座長：園山 和夫（桐蔭横浜大学） １０：２０～１１：０８

２８aK０１ 刺激欲求性とヘルスリスク行動との関わり

○山田 浩平 （愛知教育大学養護教育講座）

２８aK０２ 温熱性脱水による作業効率への影響

○前川 麓 （京都教育大学大学院）

２８aK０３ 安全教育に関する一考察―一次救命処置についての教材開発へ向けた予備的検討―

○中薗 伸二 （びわこ成蹊スポーツ大学）

２８aK０４ 中学生のけがの発生状況と教育環境との関連について（第２報）

○米元 まり子 （千葉県市原市立ちはら台南中学校）

座長：面澤 和子（弘前大学） １１：０８～１１：４４

２８aK０５ “子どもの危険”への対処を目指した養護教諭・保健室の役割

―保健室ネットワークの構築にむけた調査結果から―

○後藤 ひとみ （愛知教育大学）

２８aK０６ 学校救急看護活動・症状診断の過程と他者関係・コミュニケーションの事実と問題点

○中村 朋子 （愛知東邦大学）

２８aK０７ 養護教諭の行う救急処置―実践における「判断」と「対応」の実際―

○岡 美穂子 （岡山大学大学院教育学研究科発達支援学専攻）
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【一般口演】
１１月２８日（日） 午後の部 １４：３０～１６：１５

Ａ会場 １４：５０～１６：１４

〔養護教諭・保健室〕

座長：北口 和美（大阪教育大学） １４：５０～１５：３８

２８pA０１ 退職養護教諭を活用した経験の浅い養護教諭の現職研修の現状

○林 典子 （名古屋学芸大学）

２８pA０２ めざす養護教諭職務行動を考える

○菊地 紀美子 （飯田女子短期大学）

２８pA０３ 養護教諭の職務研究―IUHPE（国際健康教育ユニオン）会議での報告を通して得た成果と課題―

○宍戸 洲美 （National Network of Yogo teacher in JAPAN）

２８pA０４ 複数配置が養護教諭の職務意識に与える影響

○久保 昌子 （京都女子大学大学院）

座長：徳山美智子（藍野大学） １５：３８～１６：１４

２８pA０５ 演習を通して学ぶ「健康相談活動」の資質能力

○今野 洋子 （北翔大学）

２８pA０６ 養護教諭のコミュニケーション能力に関する一考察

―現職養護教諭と養護教諭志望学生の比較から―

○安林 奈緒美 （名古屋大学大学院）

２８pA０７ 保健室経営計画と養護教諭の役割意識との関連について

○宮田 幸江 （東海学園大学保健センター）

Ｂ会場 １４：５０～１６：１４

〔学校保健組織活動〕〔その他〕

座長：竹鼻 ゆかり（東京学芸大学） １４：５０～１５：２６

２８pB０１ 養護活動における子どもとの相互行為を通した養護教諭の人間形成機能

―Ｒ・シュタイナーの人間学に焦点をあてて―

○大森 智子 （茨城大学大学院教育学研究科）

２８pB０２ 学校保健を重視した学校経営に関する研究―高等学校学校長へのインタビューより―

○留目 宏美 （聖路加看護大学）

２８pB０３ 学校・保護者・学校医が協働する家族支援―「子育てを語ろう」研修会の取り組み―

○菊地 美和子 （横浜国立大学教育人間科学部附属特別支援学校）

座長：林 典子（名古屋学芸大学） １５：２６～１６：１４

２８pB０４ 学校保健業務における４村合併による地域連携の構築と推進の臨床的事例報告

○青嶋 裕子 （長野県阿智村立阿智中学校）
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２８pB０５ 他職種と連携した生徒保健委員会活動

○近藤 充代 （愛知県立豊橋工業高等学校）

２８pB０６ 就学移行期における生活習慣と学校生活との関連

○竹鼻 ゆかり （東京学芸大学）

２８pB０７ 保健学習における情意領域の評価に関する研究

○前上里 直 （北海道教育大学札幌校）

Ｃ会場 １４：５０～１５：３８

〔歯科保健〕

座長：丸山 進一郎（学校歯科医・前日本学校歯科医会専務理事） １４：５０～１５：３８

２８pC０１ 歯や口の健康と生活習慣との関連―Ａ小学校の実態から―

○小野 友美 （江東区立第四砂町小学校）

２８pC０２ 高等学校における歯・口腔の健康及び全身の健康の３校比較に関する研究

○外山 恵子 （愛知県立日進高等学校，愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座）

２８pC０３ 歯周病健診（唾液検査）を活用した歯科保健調査票（高校版）の作成

―歯周病リスク評価と歯科保健行動との関連―

○工藤 宣子 （岩手県立宮古北高等学校）

２８pC０４ 特別支援学校における歯周疾患要観察者（GO）に対する養護教諭による個別指導の実践とその効果

○岩崎 和子 （群馬大学教育学部附属特別支援学校）

Ｄ会場 １４：５０～１５：５０

〔喫煙・飲酒・薬物〕

座長：三好 美浩（財団法人日本性教育協会） １４：５０～１５：５０

２８pD０１ 中学生の医薬品の使用実態に関する研究

○堺 千紘 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

２８pD０２ 喫煙，飲酒，薬物乱用と生活習慣に関する全国高校生調査―飲酒の機会についての検討―

○江嵜 和子 （兵庫教育大学連合大学院）

２８pD０３ 大学生の喫煙防止に対する意識

○春名 誠美 （四日市看護医療大学）

２８pD０４ 医療専門職専攻学生の喫煙防止意識

○安林 幹翁 （中部大学）

２８pD０５ 中学生のメディア接触時間に関する調査

○井上 里加子 （ノートルダム清心女子大学）
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Ｅ会場 １４：５０～１６：１４

〔保健学習・保健指導〕〔発育・発達〕

座長：香川 雅春（女子栄養大学） １４：５０～１５：３８

２８pE０１ 小学校保健室における発育グラフソフト活用の可能性

―発育グラフソフトを保健室の必須ツールとして活用した健康管理の報告―

○辻野 智香 （さいたま市立植竹小学校，埼玉大学大学院教育学研究科）

２８pE０２ 小学生対象の保健指導への発育グラフ活用の可能性

―健全なボディ・イメージを育むグループ保健指導の検討―

○齋藤 久美 （筑波大学附属小学校，埼玉大学大学院教育学研究科）

２８pE０３ 質的方法を用いた青少年のボディイメージと健康行動に関する研究

○千須和 直美 （シドニー大学教育社会福祉学部）

２８pE０４ Promoting health in schools using a self esteem approach

（セルフエスティームアプローチを用いた学校でのヘルスプロモーション）

○ジェニファー・オディア （シドニー大学教育社会福祉学部）

座長：宮下 和久（和歌山県立医科大学） １５：３８～１６：１４

２８pE０５ 女子の身体プロポーションの年齢的変化に関する縦断的研究

○廣原 紀恵 （徳島大学）

２８pE０６ BMIによる肥満・やせの評価をめぐって―早晩熟の判定をもとにして―

○後和 美朝 （大阪国際大学）

２８pE０７ 小学１年生における母乳栄養と血中脂質の検討

○外山 千鈴 （慶應義塾大学保健管理センター）

Ｊ会場 １４：３０～１５：５４

〔疾病予防・健康管理〕〔その他〕

座長：下村 義夫（上越教育大学） １４：３０～１５：１８

２８pJ０１ 定期健康診断の一環として精神健康度調査票を用いた大学生のメンタルヘルス

○百々 由美子 （福島大学大学院・東北文化学園大学保健管理センター）

２８pJ０２ 保健体育科教員を目指す大学生の疾病に関する知識について

○内山 有子 （日本女子体育大学スポーツ健康学科幼児発達学専攻）

２８pJ０３ THP活動導入における教職員健康診断の有所見率の推移

○鈴木 雅子 （成立学園中学・高等学校）

２８pJ０４ 若年女性における健康問題に関する研究

○山口 孝子 （名古屋市立大学看護学部）

座長：荒木田 美香子（国際医療福祉大学） １５：１８～１５：５４

２８pJ０５ 通学時の携行品の実態と児童生徒及び養護教諭の意識調査

―ヘルスプロモーションの一視点として―

○鈴木 郁衣 （千葉市立蘇我小学校）
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２８pJ０６ 運動性外反母趾の成因と予防対策

○朱 敏鴻 （筑波大学院体育学専攻）

２８pJ０７ 近見視力検査の眼科学的評価（その２）

○高橋 ひとみ （桃山学院大学）

Ｋ会場 １４：３４～１５：５８

〔心の健康・健康相談〕

座長：近藤 卓（東海大学） １４：３４～１５：２２

２８pK０１ ヘルシースクールの展開―心の健康づくり「自己認識スキル形成」を通して―

○荒井 裕見子 （市原市立里見小学校）

２８pK０２ ICTを活用した出席管理における健康観察の試み

○倉上 洋行 （順天堂大学）

２８pK０３ アサーショントレーニングソフトの改良

○塚本 光夫 （熊本大学教育学部）

２８pK０４ 高校生における抑うつ予防のための介入研究―自記式のハッピー・ノートを活用して―

○貴志 知恵子 （兵庫教育大学大学院）

座長：津島 ひろ江（川崎医療福祉大学） １５：２２～１５：５８

２８pK０５ 不登校児の生活習慣

○藤原 寛 （京都府立医科大学小児科）

２８pK０６ 写真投影法を用いた中学生の対人関係行動の解析―抑うつと自己評価に着目して―

○山下 稔哉 （山口県立大学大学院健康福祉学研究科）

２８pK０７ 学生の不安の愁訴の推移―四半世紀にわたる調査結果の分析―

○沢田 孝二 （山梨学院短期大学）
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【ポスター発表】
１１月２７日（土）１６：００～１７：１２

Ｇ会場 １６：００～１７：１１

〔発育・発達〕

座長：野井 真吾（埼玉大学） １６：００～１６：３５

P２７G０１ 保育園児の衝突回避行動の観察測定結果について

○宮本 邦彦 （大阪青山大学健康科学部）

P２７G０２ 「幼児を対象とした生活改善と体力向上を目指す実証的研究」

○山下 みどり （国際武道大学）

P２７G０３ 幼児の足底円蓋形成の実態と重心動揺量との関連性

○田邊 郁恵 （都立青井高等学校・杏林大学）

P２７G０４ 子どもが運動を継続するための要因の検討

―地域スポーツ少年団に参加する小学生とその保護者の調査から―

○金 美珍 （女子栄養大学大学院）

P２７G０５ 体つくり運動への応用を意図したコミュニケーション・ワークプログラムの開発とその検証

○中西 純 （国際武道大学）

座長：小磯 透（国際武道大学） １６：３６～１７：１１

P２７G０６ 通学方法が児童の発育と生活に及ぼす影響の検討

○佐藤 江莉 （宮城県松山高等学校）

P２７G０７ 学校と家庭における発育曲線活用の検討

○近藤 志保 （女子栄養大学）

P２７G０８ 児童生徒の健康を見守る発育グラフ

○福田 彩子 （川越市立大東西小学校）

P２７G０９ 寒冷昇圧試験による子どもの血圧反応に関する検討：血圧反応の速度に注目して

○鹿野 晶子 （埼玉大学）

P２７G１０ 小学生における平日と休日のメラトニン・リズムに関する検討

○野井 真吾 （埼玉大学）

〔疾病予防・健康管理〕

座長：和気 則江（琉球大学） １６：００～１６：３５

P２７G１１ 青少年期における摂食障害の一次予防

○小原 久未子 （神戸大学発達科学部）

P２７G１２ 大学生の体調不良時の対処法の実態と健康教育の意義に関する検討

○島本 太香子 （奈良大学教養部）
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P２７G１３ 大学新入生の精神的健康の変化

○佐々木 浩子 （北翔大学）

P２７G１４ 高校生の抑うつ傾向と生活習慣との関わり

○中永 寛士 （倉敷芸術科学大学）

P２７G１５ ２０歳代女性の便秘対策とその要因

○西山 悦子 （新潟大学医学部保健学科）

座長：青柳 直子（浜松学院大学短期大学部） １６：３６～１７：１１

P２７G１６ 男子大学生の睡眠と自律神経機能との関連

○樫地 千恵美 （徳島文理大学）

P２７G１７ 学校欠席者情報収集システムを用いた学級閉鎖の有効性についての検討

○鈴江 毅 （香川大学医学部公衆衛生学）

P２７G１８ 校種別にみた慢性疾患のある児童生徒が学校生活を送るための効果的な支援に関する教員の意識

○大倉 幸子 （関西女子短期大学）

P２７G１９ 養護教諭が実感する“理解しがたい”子どもの外傷に関する調査研究

○松本 稜子 （埼玉大学大学院教育学研究科）

P２７G２０ 大学生における「清潔」に対する認識についての研究

○中村 真美 （川崎幸病院）

〔保健学習・保健指導〕

座長：栗林 貴子（東京都教育庁） １６：００～１６：３５

P２７G２１ 女子中学生における骨量と生活習慣との関連 第１報―体格・月経・食生活との関連を中心に―

○林 和枝 （中部大学生命健康科学部）

P２７G２２ 女子中学生における骨量と生活習慣との関連 第２報―睡眠・運動習慣との関連を中心に―

○高見 精一郎 （日本赤十字豊田看護大学看護学部）

P２７G２３ 女子中学生における骨量と生活習慣との関連 第３報

―骨量の低い女子中学生の生活習慣を中心に―

○中島 佳緒里 （愛知淑徳大学大学院心理学研究科）

P２７G２４ 小学校との連携による発育グラフソフトの活用

○青木 美子 （加須市立北川辺中学校）

P２７G２５ インターネットを用いた自己の食生活マネジメント教育

○坂本 恵里佳 （園田学園女子大学人間健康学部）
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〔心の健康・健康相談〕

座長：板谷 幸恵（女子栄養大学） １６：３６～１７：１１

P２７G２６ アスペルガー障害の大学生に対する支援

○糠谷 敬子 （愛知学院大学保健センター）

P２７G２７ 自傷する児童・生徒の対応経験をもつ養護教諭の語りからみる「自傷」

○砂谷 有里 （明治学院大学大学院社会学研究科社会学専攻博士後期課程）

P２７G２８ 自己認識と携帯電話に対する依存との関係性

○満武 華代 （佐賀大学大学院）

P２７G２９ 高校生の携帯電話使用と睡眠との関連

○本田 優子 （熊本大学）

P２７G３０ WHO―５を用いた高校生の精神的健康とその関連

○瀧澤 透 （八戸大学人間健康学部）

Ｈ会場 １６：００～１７：１２

〔特別支援教育〕〔その他〕

座長：大家 さとみ（佐賀大学） １６：００～１６：３５

P２７H０１ 自閉症スペクトラムをもつ子どもと家族への支援

○津本 理衣 （長野県立子ども病院）

P２７H０２ 自閉症をもつ子どもの障がいの受容への支援

○津本 理衣 （長野県立子ども病院）

P２７H０３ 高校の体育授業で実感されている“気になる生徒”の実態

○野田 耕 （九州共立大学スポーツ学部）

P２７H０４ 課外活動や習い事が中高生の健康行動に及ぼす影響

○上地 勝 （茨城大学教育学部）

P２７H０５ 女子学生の身体活動量と栄養素摂取状況（平成２１年度看護系大学入学生における調査結果）

○糸井 亜弥 （神戸女子大学健康福祉学部健康スポーツ栄養学科）

〔歯科保健〕〔養護教諭・保健室〕

座長：今野 洋子（北翔大学） １６：３６～１７：１１

P２７H０６ 咀嚼と肥満の関連性に関する研究

�咀嚼習慣定着のための児童，保護者，担任の食・生活習慣の改善の難易度に関する調査

○関根 幸枝 （茨城県鉾田市立巴第一小学校）

P２７H０７ 中学生の歯と口腔の健康について

○大嶺 智子 （杏林大学保健学部）
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P２７H０８ Ｏ県における中学生のう歯・歯周疾患の被患状況の類型化

○中山 いづみ （岡山大学大学院教育学研究科発達支援学系）

P２７H０９ 女子高生を対象とした「歯周病予防教育事業」

○深井 智子 （明海大学歯学部）

P２７H２０ 高校生の食行動異常に影響を及ぼす危険因子について

○出水 典子 （奈良女子大学大学院）

〔養護教諭・保健室〕

座長：吉田 あや子（西南女学院大学） １６：００～１６：２１

P２７H１０ 看護師免許を基礎とする養護教諭養成カリキュラムのあり方（第二報）

―入学者の学習実態・要求をふまえての検討―

○山梨 八重子 （熊本大学教育学部）

P２７H１１ 養護教諭養成におけるベーシック・エンカウンター・グループ

○石田 妙美 （東海学園大学）

P２７H１２ 養護教諭の健康相談活動スキルアップのためのプログラムの開発

○坂田 由美子 （筑波大学大学院人間総合科学研究科）

座長：山梨 八重子（熊本大学） １６：２２～１６：４３

P２７H１３ 心の問題を持つ子どものサインとその養護診断・対応プロセスに関する研究

○中村 恵子 （新潟青陵大学看護福祉心理学部）

P２７H１４ 養護教諭が捉える保健師との連携に関する研究

○伊豆 麻子 （新潟青陵大学）

P２７H１５ 小学校教員が抱く健康相談活動に関する意識の実態

○佐藤 倫子 （札幌市立福住小学校）

〔健康評価・保健統計〕〔学校保健組織活動〕

座長：宍戸 洲美（帝京短期大学） １６：４４～１７：１２

P２７H１６ 思春期の児童・生徒における生活いきいき感（QOL）の変化と関連要因

―二次性徴の発現との関連性―

○青木 亜里 （東海大学文学研究科コミュニケーション学専攻・伊勢原市立桜台小学校）

P２７H１７ 学校の管理下の災害について―特に負傷に関する過去３９年間の傾向―

○笠次 良爾 （奈良教育大学保健体育講座）

P２７H１８ Ａ県下における朝鮮学校の性教育のあり方―性教育が継続的に実施されている要因の検討―

○崔 賀英 （聖路加看護大学大学院修士課程ウィメンズヘルス・助産学専攻）

P２７H１９ 子どもの健康認識を育てる生徒保健委員会活動―第２０回IUHPE会議の報告を基に―

○松本 順子 （川崎市立御幸中学校）

３４６ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



【ポスター発表】
１１月２８日（日）１３：１０～１４：２８

Ｇ会場 １３：１０～１４：２８

〔疾病予防・健康管理〕

座長：河田 史宝（茨城大学） １３：１０～１３：４５

P２８G０１ 高校生の携帯電話使用に関わる保護者の意識

○村井 伸子 （埼玉大学大学院教育学研究科）

P２８G０２ 新型インフルエンザ流行期の欠席日数に関する考察

○�本 ひとみ （放送大学教養学部生活と福祉専攻）

P２８G０３ 大学生の各種因子と新型インフルエンザ発症との関係

○吉田 由紀 （埼玉県立大学保健センター）

P２８G０４ 健常者と罹患者のアレルギー意識

○熊谷 仁美 （茨城大学大学院教育学研究科）

P２８G０５ 教育学部生のアレルギー疾患への認識調査

○酒井 未穂子 （上尾中央医科グループ協議会）

座長：加藤 英世（杏林大学） １３：４６～１４：２８

P２８G０６ 小学校高学年を対象としたがん教育のあり方に関する研究（第一報）

―教科等との関連を中心として―

○助友 裕子 （国立がん研究センター）

P２８G０７ 小学校高学年を対象としたがん教育のあり方に関する研究（第二報）

―保健学習における授業研究―

○久保田 美穂 （埼玉大学教育学部附属小学校）

P２８G０８ 女子学生の体格および体脂肪に影響を及ぼす生活習慣の検討

○間瀬 知紀 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

P２８G０９ 中学生の骨強度と生活習慣

○吉宇田 和泉 （日本女子体育大学）

P２８G１０ 女子大学生の下肢機能と活動量

○下村 雅昭 （京都女子大学家政学部生活福祉学科）

P２８G１１ 小学生のインフルエンザ罹患と体力および体格

○杉崎 弘周 （新潟県新発田市立外ヶ輪小学校）

〔保健学習・保健指導〕

座長：新井 猛浩（山形大学）１３：１０～１３：４５

P２８G１２ スポーツ活動時の熱中症予防の現状と教育効果 ―Ｕ高専１年生の調査から―

○藤岩 秀樹 （尾道大学）
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P２８G１３ HIV感染者・AIDS患者への態度に及ぼすエイズ教育の影響

○山崎 聡美 （立命館大学大学院言語教育情報研究科）

P２８G１４ 大学生の保健に関する授業イメージと知識の習得状況について

○高橋 岳 （上越教育大学大学院）

P２８G１５ 高校生の保健学習に対する意識についての研究

○佐々木 佳祐 （兵庫教育大学大学院学校教育研究科）

P２８G１６ 小学生およびその保護者についての手洗い意識・実施状況

○足立 節江 （兵庫教育大学大学院学校教育研究科）

座長：上地 勝（茨城大学）１３：４６～１４：２１

P２８G１７ 医薬品に関する高校生の意識と効果的な授業法について

○冨岡 剛 （兵庫教育大学大学院）

P２８G１８ 子どもが抱く“からだ”に関する疑問の内容分析：小学５・６年生を対象として

○下里 彩香 （品川区立杜松小学校，埼玉大学大学院教育学研究科）

P２８G１９ 養護教諭を目指す短期大学生の保健学習に対する意識調査

○宮本 賢作 （福山市立女子短期大学）

P２８G２０ 小中学生のライフスキルと生活習慣との関連―第１報「生きる力と生活行動調査」の結果から―

○近森 けいこ （名古屋学芸大学）

P２８G２１ 高校生の生活習慣の改善をめざした保健指導に関する研究

○田村 裕子 （山陽学園大学）

〔養護教諭・保健室〕

座長：斉藤 ふくみ（茨城大学） １３：１０～１３：４５

P２８G２２ 災害時における避難所としての学校保健室備品等に関する実態調査

―地震災害を経験したＮ県養護教諭の調査からー

○佐光 恵子 （群馬大学）

P２８G２３ 欠席日数と保健室来室状況からみえてきた子ども支援

○渡辺 佳絵 （埼玉県志木市立宗岡第二小学校）

P２８G２４ 高校生の健康実態と支援に関する研究

○高田 ゆり子 （筑波大学大学院人間総合科学研究科）

P２８G２５ 離島の高校生のメンタルヘルスと養護教諭の役割

○大川 尚子 （関西福祉科学大学）

P２８G２７ 幼稚園保健室コーナーの参与観察�―園児のニーズと行動に着目して―

○斉藤 ふくみ （茨城大学教育学部）
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〔心の健康・健康相談〕

座長：住田 実（大分大学） １３：５３～１４：２８

P２８G２８ 中学校における食と心の健康教育実践�―総合学習の時間を利用した食育―

○壺井 尚子 （お茶の水女子大学大学院）

P２８G２９ 小学校における食と心の健康教育実践�―実施プロセスにみる学校力の活用―

○斉藤 あゆみ （お茶の水女子大学大学院）

P２８G３０ 中学生の生活習慣と心身自覚状況との相互作用

○加藤 和代 （兵庫大学）

P２８G３１ 青少年の地域活動への参加と心身健康度

○吉永 真理 （昭和薬科大学）

P２８G３２ 日本在住韓国人中学生における悩みの相談相手と心の専門家への相談ニーズ

○具 英姫 （お茶の水女子大学大学院）

Ｈ会場 １３：１０～１４：２８

〔喫煙・飲酒・薬物〕

座長：大沢 功（愛知学院大学） １３：１０～１３：５２

P２８H０１ JSPD調査に基づく高校生の生活習慣と薬物乱用・ドーピングの要因に関する検討

○津田 英也 （兵庫県立西宮香風高等学校）

P２８H０２ JSPD調査に基づく高校生の部活動と薬物に対する意識の検討

○湯浅 美香 （梅花女子大学）

P２８H０３ 「Ｔ福祉短期大学生の喫煙実態調査」第一報

○小出 えり子 （富山福祉短期大学）

P２８H０４ 保健医療系学生の喫煙行動―２０００年調査との比較―

○太田 ひろみ （杏林大学保健学部地域看護学教室）

P２８H０５ 中学生のタバコや喫煙に関する意識

○小磯 透 （国際武道大学）

P２８H０６ 二次元方略に基づくセルフ・コントロールと危険行動

○物部 博文 （横浜国立大学教育人間科学部）

〔学校安全・安全教育〕

座長：香田 由美（福岡県立門司学園高等学校） １３：５３～１４：２８

P２８H０７ テレビでの飲酒に関連する描写の分析

○菊地 素史 （兵庫教育大学大学院）

P２８H０８ 学校管理下における入院を伴う負傷の年齢別発生率と発生要因の分析

○下村 淳子 （愛知学院大学心身科学部健康科学科）
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P２８H０９ 学校管理下における熱中症発症状況の分析

○井澤 昌子 （名古屋学芸大学）

P２８H１０ 愛知県の学校管理下における熱中症発症と環境温度との関連

○井澤 昌子 （名古屋学芸大学）

P２８H１１ 心肺蘇生法実習の教育効果に関する意識調査

○幸田 三広 （大島商船高等専門学校）

〔学校給食・食育〕

座長：衞藤 久美（女子栄養大学） １３：１０～１３：３８

P２８H１２ 中学生（特に女子）における痩身志向と関連要因

○岡� 恵子 （倉敷芸術科学大学）

P２８H１３ 中学生の骨密度と運動習慣・牛乳摂取との関連

○寺西 弥生 （愛媛大学大学院教育学研究科）

P２８H１４ 小学１年生に対する食事姿勢の指導と評価―紙芝居を媒体として―

○千田 幸美 （大阪教育大学大学院）

P２８H１５ 「保護者会でおこなう食教育の提案～養護教諭・学校栄養職員コラボの食育の実践～」

○井関 陽子 （品川区立小中一貫校日野学園）

〔ライフスキル〕〔環境衛生・環境教育〕

座長：村木 久美江（川口市立南中学校） １３：３９～１４：０７

P２８H１７ 高密度織物製寝具を用いたダニアレルゲン低減に関する試み

○中村 晴信 （神戸大学大学院人間発達環境学研究科）

P２８H１８ 小学生のレジリエンスとセルフエスティームの関連

○原 郁水 （横浜市立保土ヶ谷小学校）

P２８H１９ 教授方法の違いによるストレス・マネジメント教育効果の比較・検討

○酒井 利恵 （東京学芸大学大学院）

P２８H２０ 自尊感情の向上を目的としたコミュニケーションスキル授業の試み

―２年間の自尊感情の変化について報告―

○田中 直代 （埼玉県栄養専門学校）

〔国際保健〕

座長：國土 将平（神戸大学） １３：１０～１３：３８

P２８H２１ メンタルヘルスに関する中国の長春市と呼和浩特市の子どもの比較

○祝部 大輔 （鳥取大学医学部医学教育学）
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P２８H２２ 日本の学校保健・養護教諭の国際貢献―ネパール国学校保健・栄養プロジェクトに参加して―

○櫻田 淳 （埼玉県立大学）

P２８H２３ アジア・アフリカ学術基盤形成事業における学校保健・環境教育の開発事業

○大澤 清二 （大妻女子大）

P２８H２４ ミャンマー連邦の児童生徒の生活習慣が発育に及ぼす影響

○國土 将平 （神戸大学）

〔性教育・エイズ教育〕

座長：土井 豊（東北生活文化大学） １３：３９～１４：２１

P２８H２５ 小学校・中学校・高等学校の養護教諭が捉えた性教育の現状と課題

○梅澤 真紀 （春日部市立葛飾中学校）

P２８H２６ 小中高等学校での実践的な内容を含む養護教諭の月経指導の実態について

○藤原 有子 （川崎医療福祉大学）

P２８H２７ 思春期の子どものセクシュアル・ヘルスに関する親の不安と親子間コミュニケーション

○富岡 美佳 （山陽学園大学）

P２８H２８ 大学生の性行動及び性感染症に関する知識の実態と自尊感情との関連

○郷木 義子 （徳島大学）

P２８H２９ 大学生の性行動と「STD予防行動に関与する意識」及び「信頼感」との関連

○奥田 紀久子 （徳島大学）

P２８H３０ 助産師の性教育への関わり方に関する質的調査

○田中 成子 （兵庫教育大学大学院）
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会 報 第１４期日本学校保健学会役員選挙結果報告

第１４期日本学校保健学会役員選挙の結果，以下の通りとなりましたので，報告致します．なお，理事につきまして

は，常任理事の選出によって次点以下の候補者が繰り上げとなりますので現時点での報告となります．

平成２２年９月１６日

日本学校保健学会選挙管理委員会

委員長 戸部 秀之

石川 哲也

下村 淳子

第１４期日本学校保健学会理事長選挙結果（理事長当選者）

佐藤祐造

第１４期日本学校保健学会理事選挙結果（理事当選者）

北海道地区
佐々木胤則，横田正義

東北地区
数見隆生，面澤和子

関東地区
朝倉隆司，植田誠治，衞藤隆，岡田加奈子，近藤卓
高橋浩之，瀧澤利行，三木とみ子，渡邉正樹

北陸地区
中川秀昭

東海地区
後藤ひとみ，佐藤祐造，宮尾克，村松常司

近畿地区
石川哲也，川畑徹朗，西岡伸紀，宮下和久

中国・四国地区
鈴江毅，友定保博，松本健治，山本万喜雄

九州地区
住田実，照屋博行
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第１４期日本学校保健学会評議員選挙結果（評議員当選者）

北海道地区
佐々木胤則，津村直子，横田正義，渡部基

東北地区
数見隆生，小林央美，立身政信，土井豊，面澤和子

関東地区
朝倉隆司，荒木田美香子，市村國夫，今関豊一，植田誠治，釆女智津江，衞藤隆

遠藤伸子，大澤清二，大津一義，岡田加奈子，小澤治夫，鎌田尚子，小林正子，近藤卓
宍戸洲美，下村義夫，高橋浩之，瀧澤利行，武見ゆかり，戸部秀之，七木田文彦

野井真吾，野津有司，三木とみ子，渡邉正樹，和唐正勝

北陸地区
岩田英樹，中川秀昭

東海地区
天野敦子，家田重晴，大沢功，勝野眞吾，後藤ひとみ，佐藤祐造

下村淳子，中垣晴男，堀内久美子，宮尾克，村松常司

近畿地区
石川哲也，大川尚子，川畑徹朗，甲田勝康，後和美朝，白石龍生
中村晴信，西岡伸紀，春木敏，宮井信行，宮下和久，森岡郁晴

中国・四国地区
郷木義子，實成文彦，鈴江毅，高橋香代，津島ひろ江，友定保博

中安紀美子，松本健治，門田新一郎，山本万喜雄

九州地区
小林稔，住田実，高倉実，照屋博行，永田憲行，山梨八重子
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原稿の種類 内 容

総 説

論 説

原 著

報 告

実践 報 告
または資料

会員の声

その他

学校保健に関する研究の総括，文献解題

学校保健に関する理論の構築，展望，提言等

学校保健に関する独創的な研究論文

原著に準ずる研究論文

学校保健に関して研究的にまとめられた実践
報告や貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字以内）

学会が会員に知らせるべき記事，学校保健に

関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２２年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は，未発表のものに限る．なお，印刷中もしく

は投稿中の原稿の投稿も認めない．

４．投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿

原稿に関するチェックを行い，投稿者の記名・捺印の

上，原稿とともに送付する．

５．本誌に掲載された原稿の著作権は，日本学校保健学

会に帰属する．

６．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

７．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

ただし，「論説」，「原著」，「報告」，「実践報告また

は資料」，「会員の声」以外の原稿は，原則として編集

委員会の企画により執筆依頼した原稿とする．

８．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，

掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

９．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くこと．

１０．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１１．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１２．投稿の際には，査読のための費用として５，０００円の

定額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封して

納入する．

１３．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１４．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が

受理されるまでは受付けない．

１５．掲載料は，刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分

は著者負担（一頁当たり１３，０００円）とする．

１６．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと．「至急掲載」原稿は，査読終了まで通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１７．著者校正は，１回とする．

１８．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１９．原稿受理日は，編集委員会が審査の終了を確認した

年月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は，和文または英文とする．和文原稿は，原則

としてMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字

×３５行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了

した最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけ

て提出する．

２．文章は，新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英語は，１字分に半角２文字を収める．

４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は，書

替えまたは削除を求めることがある．（専門業者に製

作を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には，４００語以内の英文抄録と日本語訳を

つける．ただし原著，報告以外の論文については，こ

れを省略することができる．英文原稿には，１，５００字

以内の和文抄録をつける．また，すべての原稿に

は，５つ以内のキーワード（和文と英文）を添える．

これらのない原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者負担

とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，キー

ワード（以上和英両文）のみとする．

９．文献は，引用順に番号をつけて最後に一括し，下記

の形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」ま

たは，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著

者もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の

会 報
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３名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発

行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，

発行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）�石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco-growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（�石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），１４１―

１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential

education on youth development. In: Kendall JC and

Associates, eds. Combining Service and Learning: A

Resource Book for Community and Public Service.

Vol１,１１９―１２９, National Society for Internships and

Experiential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life-threatening medical emer-

gencies: the medical emergency response plan for

schools. ２００４. Available at: http:／／circ.ahajournals.

org／cgi／reprint／０１.CIR. ００００１０９４８６. ４５５４５. ADv１.

pdf. Accessed April６,２００４
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投稿時チェックリスト

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付して下さい．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．

□ 投稿に当たって，共著者全員の承諾を得たか．

□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．

□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは報告として投稿する和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳を，英文原稿には１，５００字以内の

和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録および英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．

□ キーワード（和文と英文，それぞれ５つ以内）を添えたか．

□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．

□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規定の「原稿の様式」に沿っているか）

□ 本文にはページを入れたか．

□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．

□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．

□ 本文，表および図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．

□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）

□ 著者名（和文と英文）

□ 所属機関名（和文と英文）

□ 代表者の連絡先（和文と英文）

□ 原稿枚数

□ 表および図の数

□ 希望する原稿の種類

□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ

の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）

□ キーワード（和文と英文）

□５，０００円の定額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封したか．

□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．

年 月 日

氏名： 印
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成２１年２月１５日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より論説，原著，報告，実践報告または資料として論文の審査依頼がなされ

た場合（以下，投稿論文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担当

編集委員を決定する．ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委員

を決定することができる．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．

２．編集担当委員は，評議員の中から投稿論文査読者（以下査読者と略す）２名を推薦し，委員会においてこれを決定する．

ただし，当該投稿論文領域に適切な評議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．

３．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．

４．編集委員長は，査読者に対し下記の書類を送付し，査読を依頼する．

� 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー

� 投稿論文査読依頼用紙

� 審査結果記入用紙（別紙を含む）

� 返送用封筒

� 論文受領確認用のFAX用紙

５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．

６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．

７．第１回目の査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，担当編集委員の意見をそえて投稿者へ返却

する．なお，論文の採否や原稿の種類の最終判断は，編集委員長が行う．

８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．

９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依

頼する．

１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添えるよう指

示する．

１１．第２回目の査読の結果，２名の査読者の結果が異なる場合は，担当編集委員の判断により調整するとともに委員会で審議

する．

１２．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して最終判断を行う．

１３．その他，査読に当っての留意点

� 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で

ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由

に採否の基準にしてはならない．

� 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して

はならない．

� 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員

長は，委員会に報告する．

� 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採用とし，採用できない理由を付す．

� 査読者のいずれか１名が，不採用とした場合，編集委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼することができる．

その際，不採用とした査読者の査読は，その時点で終了する．
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地方の活動 第４２回中国・四国学校保健学会の開催報告

主催：中国・四国学校保健学会 後援：高知県教育委員会，高知市教育委員会

学会長 池添志乃（高知女子大学看護学部教授）

１．日時 ２０１０年６月６日（日） ９：３０～１５：３０

２．会場 高知女子大学 池キャンパス

３．メインテーマ 子どもと家族の生きる力を支える学校保健

基調講演「開催にあたって―子どもと家族の生きる力を支えるケア―」

学会長 池添志乃（高知女子大学看護学部教授）

教育講演�「子どもと家族の生きる力を支える学校保健の役割」

講師：采女智津江（文部科学省スポーツ・青少年局 学校健康教育課 健康教育企画室 健康教育調査官）

教育講演�「思春期を取り巻くさまざまな健康問題」

講師：岡田泰助（もみのき病院 糖尿病・生活習慣病センター内科・小児科部長）

４．総会

５．一般演題

１．中国における発育促進現象の実態とその背景について，商 （鳥取大学大学院地域学研究科），他

２．ラオスの高等教育・研究機関における環境教育の現状と今後の展望，友川幸（信州大学教育学部），他

３．大学生の防衛的悲観主義者における精神的健康，寺西弥生（愛媛大学大学院教育学研究科），他

４．高校生の蓄積的疲労徴候とライフスタイル要因との関連について―数量化�類を用いた検討―，服部伸一（関

西福祉大学），他

５．朝食摂取に向けた子どもと保護者へのアプローチ，中尾瑞香（高知大学教育学部附属小学校）

６．つながりを意識した性教育の実践―児童がいきいき輝く授業を目指して―，永井桜子（高知県香美市立大栃小

学校）

７．高校生の「健康観」の推移と背景―健康標語の検討―，三並めぐる（愛媛大学附属高校），他

８．児童の健康と生活リズム，岩田千尋（高知県香南市立野市小学校）

９．児童の基本的生活習慣の確立を目指して，細木恵（高知県香南市立赤岡小学校）

１０．子どもの生活習慣の改善について―メディアとの関わりに着目して―，濱田美樹子（高知県北川村立北川小学

校）

１１．健康的な生活習慣の定着を目指して，岡林佐紀（高知県南国市立奈路小学校）

１２．最大発育年齢を用いた初経年齢の予測と実践についての文献検討，林真弓（川崎医療福祉大学医療福祉学研究

科），他

１３．地域における養育主体形成の試み―「はじめてのパパ・ママのための教室」２０年の事例を中心に―，山本万喜

雄（愛媛大学）

１４．寮生活における対物管理・対人関係に困難がある高校生の一事例―広汎性発達障害児から考える―，山内加奈

子（愛媛大学教育学部附属教育実践総合センター），他

１５．社会的スキルを高めるかかわりについての一考察―SSTの手法を取り入れた保健室での取組を通して―，岩井

由里（高知県立中村高等学校西土佐分校）

１６．鳥取県における中学生の生活実態と心の健康，山田把（鳥取大学大学院地域学研究科），他

１７．身体発育からみたライフスタイルとメンタルヘルス，向井龍一（鳥取大学大学院地域学研究科），他

１８．看護学生の児童虐待に対する認識と家族機能との関係について，吉岡伸一（鳥取大学医学部保健学科地域・精

神看護学），他

１９．学校生活における漏斗胸手術後ペクタスバー留置中の子どもの対応，難波知子（川崎医療福祉大学医療福祉学

部保健看護学科），他

２０．養護教諭の発達障害に関する過去５年間の文献検討，杉山祥子（米子市立湊山中学校），他

２１．健康観察表とチェックシートを活用した健康相談活動，尾濱和代（呉市立昭和中央小学校）

２２．養護実習における学生の自己評価に関する研究―指導養護教諭の評価との比較―，西岡かおり（四国大学養護

保健学科），他

２３．養護教諭の看護力に関する知識と技術の実態調査，岡田久子（高知大学教育研究部医療学系看護学部門），他
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〈連絡・問い合わせ先〉

〒７８１―０１１１ 高知市池２７５１番地１号

高知女子大学看護学部 瓜生浩子

TEL&FAX ０８８―８４７―８７４８（瓜生研究室）

E-Mail uryu＠cc.kochi-wu.ac.jp
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地方の活動 第５３回東海学校保健学会活動報告

東海学校保健学会では平成２２年９月４日（土）に静岡大学教育学部教授谷健二先生を学会長として，第５３回東海学校

保健学会総会を開催しました．当日は多くの学会員が東海４県から参加し，活発な意見の交換が行われました．特別

講演，一般口演の演題名を下記に示します．

日 時：平成２２年９月４日（土） ９：５０～１６：００

会 場：静岡県男女共同参画センター「あざれあ」

特別講演：「日本オリジナルの食育で生涯の健康づくり」

―和食ごはん食と玄米ダンベル体操で決める―

講 師 筑波大学名誉教授 鈴木正成 先生

座 長 静岡大学教授 谷 健二 先生

一般口演：

１．学校心臓健診における２次検診追跡調査について

○長谷川孔祐，伊藤寿高，深津満，細谷昇，渡邊茂一，細谷昇，渡辺茂一，田口浩二，高須勝則，疋田年秀，

足立昌志，木村英司，稲石友彦，石崎満，河地豊，加藤節子，山田佳世，稲坂博，吉田貴（愛知県学校保

健健診協議会），長嶋正實，馬場礼三，平光伸也，細川秀一（愛知県医師会学校保健部会学校健診委員会）

○２．２００６～０９年の大学生の持つ禁止令と不適応行動及び自我状態との関連
○山田浩平（愛知教育大学養護教育講座）

３．２００９年新型インフルエンザ（Ａ：H１N１）の校内流行について

○大城清美（静岡大学教育学部附属浜松中学校），谷健二（静岡大学教育学部）

４．一般教諭と養護教諭の連携の現状

○塩澤浩美（名古屋学芸大学），片岡恵理（愛知県立瀬戸西高等学校），山崎綾香（岡崎市立矢作北中学校），

石原貴代（名古屋学芸大学）

○５．特別支援学級と養護教諭のかかわり―愛知県の中学校の現状―
○渡辺みよこ（名古屋市立香流小学校），木庭静香，井澤昌子，林典子（名古屋学芸大学）

６．スクールソーシャルワーク事例検討会への参画による事例分析―子どもを取り巻く環境とSSWの活動―

○今井七恵（平成医療短期大学），宮嶋淳（中部学院大学）

７．学校保健活動の更なる充実を目指して―愛知県医師会の取り組み―

○稲坂博（愛知県医師会），長嶋正實（あいち小児保健医療総合センター），佐藤祐造（愛知学院大学）

８．幼児（年長児）の筋力調査

○在原諒，中川亜美，高村美圭，田口喜久恵（富士常葉大学），齋藤剛（静岡福祉大学）

○９．電子ゲームの子どもへの影響に関する保育現場の実態調査
○望月春奈，宇野聖未，相馬詩織，田口喜久恵（富士常葉大学）

１０．色彩環境が自閉症児の心拍変動周波数と脳波に及ぼす影響

○渡邊雄介，藪本保（あじろ診療所ひめゆり療育センター）

１１．色覚特性者及び弱視児童生徒に関わる教育環境の整備には連携が必要である

○高柳泰世（本郷眼科），宮尾克（名古屋大学）

１２．小学校における歯・口腔の健康と生活環境に関する調査

○湯之上志保，武儀山みさき，細久保和美，山田優衣，森川聡子（財団法人ライオン歯科衛生研究所），

中垣晴男（愛知学院大学）

○１３．中学生のストレス対処行動といじめとの関連
○福永直美（静岡県立浜北西高等学校），村田真麻（豊橋市立牟呂小学校），近森けいこ（名古屋学芸大学）

（東海学校保健学会理事長・佐藤祐造）

※○印の演題は学会奨励賞が授与され，佐藤理事長より賞状と副賞が贈られた。
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お知らせ 日本学校メンタルヘルス学会第１４回大会

テーマ：「学校を元気にしよう！―みんなで支える学校メンタルヘルス―」

講 演：「精神科医療から期待する学校メンタルヘルス」 講師：児玉隆治

「教師の悩みとメンタルヘルス 教師のパワーUPのために」 講師：諸富祥彦

「教師，子ども，親でつくる三位一体の学校メンタルヘルス」 講師：倉本英彦

他 ランチョンセミナー，シンポジウム等多数

日 時：２０１１年１月２２日（土），２３日（日）

会 場：国立オリンピック記念青少年総合センター

演題締切日：２０１０年１０月３１日（抄録原稿含む）

＊本大会への参加は『学校心理士』のポイントになります．

お問い合わせ：第１４回大会事務局 特別民法法人 青少年健康センター

（大会実行委員長 倉島徹）Tel：０３―３９４７―７６３６ Email：jasmh１４@gmail.com

学会HP：http:／／www.schoolmental.com
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お知らせ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科

教員公募について

１．職 名 教授もしくは准教授

２．所 属 大学院人間発達環境学研究科

３．専門分野 健康教育学

４．担当授業科目 � 大学院心身発達専攻健康発達論コースの授業科目

（前期課程科目：健康教育学特論�，健康教育学特論演習，特別研究）

（後期課程科目：健康教育学特論�，特別研究）

� 発達科学部人間行動学科健康発達論コースの専門科目

（健康政策論，健康政策論演習１・２，健康発達研究法）

� 学部・学科共通科目（健康教育論，健康発達概論）

� 全学共通授業科目（健康・スポーツ科学講義（健康科学領域））

５．募集人員 １名

６．応募資格 � 博士の学位を有すること．

� 特に一次予防の観点に立った健康教育に関する理論的及び実証的研究に関する業績があり，

本専攻の大学院生（博士課程前期課程・後期課程）及び学部学生に対して熱意を持って指導で

きること．

７．採用予定日 平成２３年４月１日

８．応募期限 平成２２年１１月３０日必着

９．提出書類 以下の書類の形式は自由

� 履歴書（写真添付，学歴は高等学校卒業以降，電子メールアドレスを記入してください）

� 研究業績一覧表（著書，論文，最近５年間の口頭発表，獲得した外部資金・受賞などに分類

し，論文については査読つきとその他に分けてください）

� 主要論文５編（掲載予定も可，別刷またはコピー，各編４００字程度の概要を添えてください）

� これまでの研究内容の説明（A４用紙２枚以内）

� 着任後の研究計画及び教育に対する抱負（A４用紙２枚以内）

� 応募者の業績などについて意見を伺える方の氏名（２名以内）と連絡先（住所，電話番号，

メールアドレスなど）

１０．送 付 先 〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１

神戸大学大学院人間発達環境学研究科長宛

（封筒に「心身発達専攻教員応募書類（健康発達論）在中」と朱書し，簡易書留で送付してくだ

さい）

１１．問い合わせ先 神戸大学大学院人間発達環境学研究科心身発達専攻

心身発達専攻 健康発達論コース主任 川畑徹朗

電子メールアドレス tetsurok@people.kobe-u.ac.jp
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編 集 後 記

本号が会員の皆様のお手元に届く頃には，役員選挙が
終わり，新しい執行部体制の骨格がほぼ定まっているこ
とと思う．２期にわたって編集委員を務めさせていただ
いたことをあらためて感謝申し上げたい．
今期編集委員会は，佐藤編集委員長のリーダーシップ
のもとに，機関誌に掲載される論文の質を高め，学校保
健に関わる幅広い領域の研究論文を掲載するために，
様々な取組をしてきた．その１つが投稿規定の改正で
あった．とりわけ鎌田編集委員のご努力により，投稿原
稿の種類を変更し，新たに「実践報告／資料」という領
域を設けることができた．この改正によって，これまで
埋もれがちであった学校保健に関する実践研究が広く知
られ，実践者は互いの経験を分かち合うことができるよ
うになるとともに，研究者は理論の構築・発展につなげ
ることができるようになることを期待したい．
また，本年４月にも投稿規定の改正が行われ，投稿に
際しては，チェックリストを用いて投稿原稿のチェック

を行い，記名・捺印の上，原稿とともに送付することに
なった．投稿規定をしっかり読んで投稿していただけれ
ば，こんな面倒なことをしなくても済むのであるが，残
念ながらそういう原稿ばかりではない．共著者の中に会
員でない方が入っていたり，英語に関する専門家の校正
を受けたとは思えない英文抄録があったり，文献の引用
の仕方が「原稿の様式」に沿っていないものがあったり
すると，その度に事務局，編集委員，査読者は無駄なエ
ネルギーを使うことになる．投稿者が投稿を焦る気持ち
は分からないではないが，そのような原稿は多くの人に
迷惑をかけるし，また掲載が遅れることになり，結局は
本人にも不利益が生じることとなる．投稿に際しては，
正しい「省エネ」をしたいものである．
「学校保健研究」や「School Health」をさらに良いも
のにするために取り組むべき課題は残されてはいるが，
次期の編集委員会にお願いすることとしたい．

（川畑徹朗）
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